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Ⅰ　序言──大企業優遇税制の深層と牙城を徹底的に分析
　　──初めて暴かれた巨大優遇税制の真相と衝撃──
１　初めて明らかにされた「税金を払わない巨大企業」の実名を挙げて
徹底検証
　日本の法人税の税負担が国際的に比較して高いという認識を大前提とし
て，「法人税の減税」をすることが必要であるとして，法人税率の引き下
げが行われた。
　これは，政府関係機関やマスコミで報じられている「誤った認識」を出
発点とする迷走であり重大な暴走である。
　日本の法人税制で高いのは「法定税率」であり，実際の企業の税負担で
ある「実効税負担率」は極めて低いのが一般的である。
　経済界や世間では，日本の法人税は極めて高いと言っているが，本当に
大企業は驚くほど軽い税金しか払っていないのである。特に，グローバル
巨大企業の地球的スケールでの税逃れ現象は目に余る事態である。
　これらの事実を明らかにし「崩壊した法人税制」の改革再建を提起する
ことを目的として，企業の実名を挙げて徹底して検証した著書『税金を払
わない巨大企業』（文春新書・2014年９月発刊）を出版した。初めて暴かれた
「欠陥税制」の実像は，世間に非常なる衝撃を与え，議論が沸騰し，マス
コミの取材が殺到している。
　あるべき税制の姿とは何か，について国民全員で考えることについて，
いささか問題提起をしたものと思われる。
２　欠陥税制の是正を怠りながら，厖大な財政赤字の中での法人税の減
税は矛盾した政策
　1,167兆円（2015年度末見込）を遙かに超える厖大な累積赤字を抱えてい
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る厳しい財政事情のもと，庶民の生活を直撃する逆進性の強い酷税である
消費税が大幅に増税されているのに，大きく儲かっている大企業の税金で
ある法人税を欠陥税制の是正をしないまま減税することは，税の論理から
しても大きく矛盾しており，国民も納得し難いことである。
　日本の法人税の最大の欠陥は，課税ベースに抜け穴があり，タックス・
イロージョンやタックス・シェルターにより歪められ縮小化していること
である。このために，「国に税金を払わない大企業」の巨大な一群が存在
しているのである。
　特に，重大なのは，政策税制による傾斜的減税が租税特別措置での「隠
れた補助金」として特定産業や特定業種の大企業への特権的優遇税制とし
て既得権化し，課税の空洞化を生ぜしめていることである。
　租税特別措置による政策減税での優遇税制を存置したままで，法定税率
の引き下げによる一般減税をも強行することは，まことに理不尽である。
３　租税特別措置を全廃する抜本的な改革のためには政策税制の適用状
況の実態を徹底して検証することが緊要
　これまでの法人税改革の議論においては，法人税の構造改革により，企
業活動や業種に対して中立的なものとすることと，ともに，租税特別措置
はゼロベースで見直すべきであるとしてきた。
　しかし，租税特別措置の整理縮小化は，かけ声だけであり，現実には，逆
に，租税特別措置は，ますます拡大化され増殖されているのが実情である。
　崩壊の危機に瀕している法人税制を正常なものに改革再建するために
は，その前提として，日本税制の伏魔殿である租税特別措置による大企業
優遇税制のベールを暴き，その深層と牙城を徹底的に攻撃して分析し検証
しなければならない。
366
Ⅱ　巨大企業に偏在化している政策減税による優遇税制
　　──税金を安くしている隠れたメカニズム──
１　特権的優遇税制化している租税特別措置による政策減税とは何か
　租税は，歳入調達機能を基本機能とするが，現代社会における租税に
は，この歳入調達機能のほかに，国民経済の安定と成長，完全雇用，公正
な所得再配分というような広汎な目標に対して経済的効果を有効に発揮す
るために機能する経済的役割と，社会的に好ましい活動を行うことについ
て刺激を提供し，社会的に好ましくない活動を阻止せしめるための社会的
効果を適格に発揮するために機能する社会的役割が期待されている。
　租税特別措置は，一定の政策目的を達成するための手段として，租税の
傾斜的誘因効果を期待しようとして，公共政策への配慮のために経済政
策，社会政策，その他の政策の一環としての役割をもっている税制上の例
外措置である。このような表現は，租税特別措置についての理念である建
前としての説明である。
　しかし，その反面，この租税特別措置は，一般的に租税負担の公平性の
原則や租税の中立性を阻害し，租税の基本理念を破壊し，納税モラルに悪
影響を及ぼすなどの極めて大きなデメリットを伴うものであり，反社会的
な不公正に転化する危険があると言わなければならない。
　特に，租税特別措置による政策減税は，これを決定する政治家と官僚に
とり最大の利権源となり，業界にとってはしばしば既得権化し，政官業の
癒着の権化となっており，現実は極めて醜悪化している。
　政策減税による傾斜的減税が租税特別措置での「隠れた補助金」とし
て，特定産業や特定業種の大企業への特権的優遇税制化し固定化して課税
の空洞化を生ぜしめている。
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２　法人税関係の租税特別措置による政策減税の類型と態様
　法人税法の特別措置は，我が国の産業の競争力強化，中小企業等の投資の
促進や経済基盤の強化などの政策目的により設けられており，これら法人
税に関する特別措置は，その性質から大きく２つに分類することができる。
［１］　法人税の負担の軽減を行うもので「税額控除」による税制措置
　租税特別措置による特別税額控除は，課税所得金額に税率を乗じて算
定した法人税額から控除される特別税額控除のことである。租税特別措
置法に定める特別税額控除には，次のものがある。
①　試験研究を行った場合の法人税額の特別控除（研究開発税制）
②　エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の法人税額の特
別控除
③　中小企業者等が機械等を取得した場合の法人税額の特別控除
④　沖縄の特定地域において工業用機械等を取得した場合の法人税額の
特別控除
⑤　国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の
特別控除
⑥　雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除（雇用促進税制）
（注）　平成25年度の税制改正で創設された特別税額控除
1）　国内設備投資を促進するための税制措置に係る特別税額控除
2）　企業による雇用・労働分配を拡大するための税制措置に係る特別税額控除
（所得拡大促進税制）
3）　商業・サービス業および農林水産業を営む中小企業等の経営改善に向けた
設備投資を促進するための税制措置に係る特別税額控除
（注）　平成26年度の税制改正で創設された特別税額控除
1）　生産性の向上につながる設備投資を促進するための税制措置による特別税
額控除（生産性向上設備投資促進税制）
2）　中小企業者等が取得した特定機械装置等のうち生産性向上設備等に該当す
るものに対する税額控除の追加（中小企業投資促進税制）
（注）　平成27年度の税制改正で見直された特別税額控除
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1）　研究開発税制の強化・重点化として企業のオープンイノベーション（外部
の技術・知識を活用した研究開発）を促進し，企業・橋渡し研究機関・大学
等が各々の機能を発揮しつつ有機的に連携するイノベーション・ナショナル
システムの強化を図るため，控除率を大幅に引き上げるとともに中小企業の
知的財産権の使用料等を対象費用に追加するなど，オープンイノベーション
型の抜本的拡充を実現した。
2）　平成25年度改正で創設された，所得拡大促進税制の給与総額増加要件を緩
和し，継続して着実に賃上げに取り組む企業をサポートする。
〔図１〕　研究開発税制の給与総額増加要件の一定割合
　（注）　給与等支給額が基準年度（基本的に㉔）と比較して２％以上（㉕・㉖）／３％
以上（㉗）／５％以上（㉘・㉙）増加している等の要件を満たす場合，増加分の
10％相当額を税額控除（法人税額の10％（中小法人20％）が上限）。
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５％増５％増
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［２］　法人税の課税の繰延べを行うもので「特別償却」によるもの，「準
備金」によるもの，「圧縮記帳」等による税制措置
　①　特別償却制度
　　特別償却とは，特定の減税償却資産等について，取得初年度，また
は一定期間にわたり，特別に，その償却限度額（普通償却限度額）とは
別枠の一定額（特別償却限度額）の範囲内で追加的に許容される償却を
いう。
　　エネルギー需給構造改革への対応の推進，環境対策の推進，中小企
業の設備合理化・事業基盤強化の推進，都市における新築貸家住宅の
促進などを目的とした種々の政策的要請から導入されている。
（注）　平成26年度の税制改正で創設された特別償却
1）　耐震改修対象の建築物につき耐震診断結果の報告を行ったものが，その耐
震改修対象建築物の部分についての特別償却（既存建築物の耐震改修投資促
進税制）
2）　中小企業者等が取得した特定機械装置等のうち生産性向上設備等に該当す
るものに対する特別償却の追加（中小企業投資促進税制）
　②　準備金制度
　　準備金とは，将来の特定の支出に備え，または充てるため，あるい
は将来の特定の損失に備えるため，一定の金額を損金に算入して積み
立てる金額をいう。
　　海外資源開発事業への投資の促進，産業廃棄物処理事業の推進，原
子力発電関連産業の保護など種々の政策的目的を達成するために導入
されている。
（注）　平成26年度の税制改正で創設された準備金
1）　ベンチャー投資を促進するための税制措置による準備金（新事業開拓事業
者投資損失準備金）
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2）　事業集約を進める特定事業再編計画について認定を受けたものが特定会社
の特定株式や貸付金等の価格の低落または貸倒れによる損失に備えるための
準備金（特定事業再編投資損失準備金）
３　日本税制の伏魔殿化している政策減税による不公平税制の元凶
　前述の法人税関係の租税特別措置による政策減税は，建前として一定の
条件に該当する行為に対するインセンティブとしての意味が付されてい
る。しかし，個人と企業の自由な経済活動を尊重し，それらの経済活動に
中立的な税制とすることが求められる経済社会においては，特定の政策目
的のために税制上の優遇措置という手段を用いることは極力避けるべきで
ある。また，税制によって経済社会を誘導しようとすることには，おのず
から限界があることからして，その政策目的や効果，政策手段として適正
性を有するかを十分に検証し厳しく吟味する必要がある。
　税制を決めるのは政治家であり，国会が立法するが，その細目を決定す
るとともに，実際の執行である税務行政を担当するのは官僚である。政策
目的にかこつけて政策減税により税を軽減してもらえるならば，これに群
がる業界や企業のあることは自然のなりゆきである。
　租税特別措置による政策減税は，租税負担の公平の原則に反する不公正
税制の元凶として，これまで，その整理縮小の議論が提起され，実施して
きたのであるが，次々と新たな措置が追加され，今や特定の企業への巨大
な優遇税制と化して増幅化されている。
　特に，低成長減速経済となり，自然増収が期待されず財政赤字が累積す
る近年においては，公共事業や補助金等の支出が期待し難くなり，政治家
が税制を変更することで特定の業界に利益が回るようにすること，つまり
政治家が税制を集金と集票の手段化し行使している。
　政府による毎年の税制改正案である「税制改正大綱」の決定は，通常，
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12月に行われるが，この時に目立つのは，さまざまな業界団体による陳情
攻勢である。与党である自民党本部には業界団体の代表が殺到して自民党
税調の会議室の前は連日大混雑し，自分たちに有利な税制を実現させよう
と，会合に出席する議員たちに働きかけているのが慣わしである。
　それより，もっと酷いのは，財務省は税制改正案ができると経団連にも
っていって協議をして，その合意を得て政府案を作り国会に提出するとい
う慣わしになっているようである。まさに，政官業の癒着の根源が根深く
潜在している。特に，政策税制の名のもとに許容される政策減税は業界圧
力の最大のターゲットで，我田引水の攻防の激戦場であり，特定の業界や
特定大企業を特権的優遇税制化し，累積して不公正税制の最大の牙城とな
り，世の中における不正義の代表例となっている。まさに，税制における
巨大な伏魔殿である。
Ⅲ　租税特別措置による政策減税の適用実態分析の総括
　　──驚くべき欠陥税制のあらましを図示──
１　租特透明化法により明らかにされた政策減税の適用実態調査結果
　租税特別措置の適用状況を透明化するとともに，税制における既得権益
を一掃し，公平で分かりやすい仕組みにするため，適切な見直しを推進
し，国民が納得できる公正で透明な税制の確立に寄与する目的から，いわ
ゆる「租特透明化法」（租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律）が制
定された（2010年３月成立）。この法律により，租税特別措置の適用状況等
を記載した報告書が会計年度ごとに作成され，翌年の通常国会に提出され
ることになっており，最初の報告が2013年３月に提出され，2012年度の結
果が2014年２月に提出され，2013年度の結果が2015年２月にそれぞれ提出
された。
　租特透明化法の規定に基づく「租税特別措置の適用実態調査の結果に関
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する報告書」における「業種別・資本金階級別適用件数及び適用額」は，
単体法人と連結法人別に区分し，それぞれ個別措置ごとに，業種別および
資本金階級別に区分して，詳細に報告されている。ちなみに，この報告書
は，2011年度は1,284頁，2012年度は907頁，2013年度は752頁の大部に及
んでいる。
　この「業種別・資本金階級別適用件数及び適用額」を資料として，政策
減税を ①「租税特別措置による税額控除額」，②「軽減税率適用特例対象
所得金額」，③「特別償却限度額等」，④「準備金等のうち損金算入限度
額」，⑤「協同組合等・中小企業等の貸倒引当金繰入限度額の特例」，⑥
「土地税制による損金算入額」，⑦「損害保険会社の受取配当等の益金不算
入に係る特別利子の額」，⑧「その他の特別措置による損金算入額」の８
種類に区分した種類ごとの適用件数，適用額を，企業規模別に分類集計し
た。
　企業規模別区分は，便宜上，資本金階級別区分とし，① 資本金1,000万
円以下，② 3,000万円以下，③ 5,000万円以下，④１億円以下，⑤３億円以
下，⑥５億円以下，⑦ 10億円以下，⑧ 100億円以下，⑨ 100億円超の９区
分に区分した。
　さらに，これら政策減税の個別措置による適用額に適用法人税率を乗じ
て「適用減税相当額」に換算して試算した。減税相当額への換算は，租税
特別措置の種類ごとに，次のように換算した。
①　試験研究費その他の「租税特別措置による税額控除額」（〔表12〕）
は，適用額を「減税相当額」にした。
②　軽減税率が適用される「特例対象所得金額」（〔表13〕）には，法人税
法上の19％と租税特別措置法上の特例税率15％との差である４％を乗
じて「減税相当額」に換算した。
③　上記以外の「特別償却限度額等」（〔表14〕），「準備金等のうち損金
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算入限度額」（〔表15〕），「協同組合等・中小企業等の貸倒引当金繰入
限度額の特例」（〔表16〕），「土地税制による損金算入額」（〔表17〕），「損
害保険会社の受取配当等の益金不算入に係る特別利子の額」（〔表
18〕），および「その他の特別措置による損金算入額」（〔表19〕）の８種
類の適用額については，それぞれの適用額に普通法人税率25.5％を乗
じて「減税相当額」に換算し，千円未満の端数を切り捨てている。
　これら政策減税の個別措置による適用額を「適用減税相当額」に換算し
て試算した結果を明らかにし，その適用実態を分析検討した。
２　租税特別措置による政策減税の適用実態の分析結果の総覧
　租税特別措置による政策減税の適用実態を法人税関係について，減税適
用の分布状況と巨大企業への集中度の分析に焦点をあて考察している。
　政策減税適用の分布状況を資本金階級別による企業規模ごとの適用減税
相当額を分析してみると，資本金100億円超の巨大企業の適用区分が圧倒
的に大きな金額となっており，構成割合も大部分を占めていることが明ら
かである。
　次いで，政策減税の企業規模別の適用状況を企業の１社当たりの平均減
税相当額を分析してみると，資本金100億円超の巨大企業が他の規模の企
業に比べて断突に非常な巨額に達していることが判明している。
　政策減税の適用法人は，これを資本金階級別にみるときは，その区分に
属する法人数の多寡に相応することは当然であるが，１社当たりの平均適
用減税相当額は低位の金額ではあるが，資本金1,000万円以下の小規模法
人が圧倒的に多数に及んでいる。これは，資本金1,000万円以下の法人が
圧倒的に多いこと，中小法人への軽減税率の特例があることによる。
　租税特別措置による政策減税の適用実態の分析結果の総括を，次の〔図
２〕から〔図５〕により要約して説明することにする。
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　（
注
）　
１
 ．
本
図
は
，「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
資
本
金
階
級
別
に
よ
る
企
業
規
模
別
に
区
分
し
た
法
人
税
関
係
の
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
政
策
減
税
の
適
用
に
よ
る
減
税
相
当
額
を
表
示
し
た
グ
ラ
フ
で
あ
る
。
　
　
　
　
２
 ．
企
業
規
模
別
区
分
は
資
本
金
階
級
別
区
分
に
よ
り
，
1
,0
0
0
万
円
以
下
，
3
,0
0
0
万
円
以
下
，
5
,0
0
0
万
円
以
下
，
１
億
円
以
下
，
３
億
円
以
下
，
５
億
円
以
下
，
1
0
億
円
以
下
，
1
0
0
億
円
以
下
，
1
0
0
億
円
超
お
よ
び
連
結
法
人
の
1
0
区
分
に
区
分
し
，
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
3
年
度
を
対
比
し
て
い
る
。
　
　
　
　
３
 ．「
企
業
規
模
別
の
租
税
特
別
措
置
適
用
に
よ
る
減
税
相
当
額
」
の
分
析
は
，
次
の
４
種
類
の
「
図
」
と
そ
の
基
礎
的
数
値
の
「
表
」
か
ら
な
っ
て
い
る
。
　
　
　
　
　〔
図
２
〕
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フ
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業
規
模
別
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租
税
特
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よ
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適
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法
人
数
の
グ
ラ
フ
　
　
　
　
　〔
表
１
 〕
企
業
規
模
別
の
租
税
特
別
措
置
適
用
に
よ
る
減
税
相
当
額
お
よ
び
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
　
上
記
の
「
図
」「
表
」
の
う
ち
，
本
図
〔
図
２
〕
は
企
業
規
模
別
の
租
税
特
別
措
置
適
用
に
よ
る
減
税
相
当
額
実
額
の
グ
ラ
フ
で
あ
る
。
　
　
　
　
４
 ．
租
税
特
別
措
置
適
用
に
よ
る
減
税
相
当
額
を
資
本
金
階
級
別
に
集
計
し
た
金
額
を
表
示
し
た
も
の
が
当
表
で
あ
る
。
減
税
の
恩
恵
は
，
資
本
金
1
0
0
億
円
超
の
巨
大
企
業
が
4
,8
7
4
億
円
（
2
0
1
2
年
度
）
か
ら
5
,8
0
7
億
円
（
2
0
1
3
年
度
）
へ
と
1
9
.1
％
も
増
加
し
て
い
る
。
巨
大
企
業
が
大
部
分
を
占
め
る
連
結
法
人
が
1
,5
2
3
億
円
（
2
0
1
2
年
度
）
か
ら
4
,3
7
9
億
円
（
2
0
1
3
年
度
）
へ
と
1
8
7
.5
％
も
大
幅
に
増
加
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
　
　
　
　
５
 ．
資
本
金
階
級
別
の
「
租
税
特
別
措
置
」
の
適
用
に
よ
る
減
税
相
当
額
の
算
定
基
礎
数
値
は
，〔
表
１
〕（
3
8
2
ペ
ー
ジ
）
に
掲
示
し
て
い
る
。
　
　
　
　
６
 ．
減
税
相
当
額
の
億
円
未
満
の
端
数
を
切
り
捨
て
て
表
示
し
て
い
る
た
め
，
資
本
金
階
級
別
の
数
値
を
合
算
し
た
数
値
と
合
計
金
額
が
一
致
し
て
い
な
い
。
〔
出
所
〕　
租
特
透
明
化
法
に
よ
り
，
2
0
1
4
年
３
月
お
よ
び
2
0
1
5
年
２
月
に
内
閣
が
国
会
に
提
出
し
た
「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」（
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
分
）
に
基
づ
き
分
析
整
理
し
て
作
図
し
て
い
る
。
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　（
注
）　
１
 ．
本
図
は
，「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
資
本
金
階
級
別
に
よ
る
企
業
規
模
別
に
区
分
し
た
法
人
税
関
係
の
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
政
策
減
税
の
適
用
に
よ
る
減
税
相
当
額
を
構
成
割
合
（
％
）
に
よ
り
表
示
し
た
グ
ラ
フ
で
あ
る
。
　
　
　
　
２
 ．
減
税
の
恩
恵
は
，
資
本
金
1
0
0
億
円
超
の
巨
大
企
業
お
よ
び
巨
大
企
業
が
大
部
分
を
占
め
る
連
結
法
人
の
構
成
比
率
を
合
算
す
る
と
，
次
の
よ
う
に
減
税
相
当
額
の
大
半
を
占
め
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
　
　
　
　
　
⑴
 　
2
0
1
2
年
度
　
資
本
金
1
0
0
億
円
超
の
単
体
法
人
が
3
6
.8
7
％
，
連
結
法
人
が
1
1
.5
2
％
で
あ
り
，
合
算
す
る
と
4
8
.3
9
％
に
達
す
る
。
　
　
　
　
　
⑵
 　
2
0
1
3
年
度
　
資
本
金
1
0
0
億
円
超
の
単
体
法
人
が
3
0
.7
8
％
，
連
結
法
人
が
2
3
.2
0
％
で
あ
り
，
合
算
す
る
と
5
3
.9
8
％
に
達
す
る
。
　
な
お
，
資
本
金
1
0
0
億
円
超
の
法
人
の
減
税
相
当
額
の
2
0
1
3
年
度
の
構
成
比
率
が
2
0
1
2
年
度
の
構
成
比
率
よ
り
低
下
し
て
い
る
の
は
，
単
体
法
人
か
ら
連
結
法
人
に
転
換
し
た
法
人
が
あ
っ
た
も
の
と
推
察
さ
れ
る
。
　
　
　
　
３
 ．
資
本
金
階
級
別
の
「
租
税
特
別
措
置
」
の
適
用
に
よ
る
減
税
相
当
額
の
算
定
数
値
は
，〔
表
１
〕
に
掲
示
し
て
い
る
。
　
　
　
　
４
 ．
減
税
相
当
額
の
構
成
比
率
を
み
る
と
，
2
0
1
3
年
度
は
2
0
1
2
年
度
に
比
し
，
資
本
金
1
0
0
億
円
以
下
の
法
人
は
1
4
.3
0
％
の
減
，
資
本
金
1
0
0
億
円
超
の
法
人
は
1
6
.5
2
％
減
で
あ
り
，
と
も
に
減
少
し
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
，
連
結
法
人
は
，
1
0
1
.3
8
％
に
達
し
，
著
し
く
増
加
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
　
　
　
　
５
 ．
連
結
法
人
の
減
税
相
当
額
が
2
0
1
2
年
度
に
比
し
，
2
,8
5
5
億
円
（
1
8
7
.4
9
％
）
増
加
し
た
内
訳
は
，〔
表
1
0
〕
に
掲
示
し
て
い
る
。
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4
0
7
,8
6
3
6
9
,3
4
0
5
7
,3
1
8
2
5
,9
9
2
（
万
円
）
（
万
円
）
2
0
1
3
年
2
0
1
2
年
１
社
当
た
り
減
税
相
当
額
（
万
円
）
7
7
,6
4
5
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　（
注
）　
１
 ．
本
表
は
，「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
資
本
金
階
級
別
に
区
分
し
た
企
業
の
規
模
別
の
適
用
に
よ
る
政
策
減
税
額
と
適
用
法
人
数
か
ら
導
か
れ
る
１
社
当
た
り
減
税
相
当
額
を
分
析
し
，
グ
ラ
フ
に
よ
り
表
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
　
　
　
　
２
 ．
資
本
金
階
級
別
に
区
分
し
た
企
業
の
規
模
別
の
適
用
に
よ
る
政
策
減
税
額
の
分
析
は
，
次
の
経
緯
を
経
て
深
度
を
深
め
つ
つ
，「
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
」
に
よ
る
分
析
に
至
っ
て
い
る
。
　
　
　
　
　
⑴
 　
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
に
よ
る
資
本
金
階
級
別
・
種
類
別
に
「
適
用
額
」
が
集
計
さ
れ
る
。
　
　
　
　
　
⑵
 　「
適
用
額
」
が
種
類
ご
と
に
換
算
税
率
を
乗
じ
て
，「
減
税
相
当
額
」
に
換
算
さ
れ
，
政
策
減
税
額
が
明
確
に
な
っ
て
く
る
。
　
　
　
　
　
⑶
 　
政
策
減
税
額
が
資
本
金
階
級
別
の
ど
の
階
層
が
，
よ
り
多
く
の
恩
恵
を
享
受
し
て
い
る
か
に
つ
い
て
は
，
さ
ら
に
，「
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
」
を
算
出
す
る
必
要
が
あ
る
。
　
資
本
金
階
級
別
・
種
類
別
の
「
減
税
相
当
額
」
を
，「
適
用
法
人
数
」
で
除
す
こ
と
に
よ
り
，
資
本
金
階
級
別
の
「
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
」
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
。
　
　
　
　
３
 ．「
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
」
に
つ
い
て
は
，
資
本
金
階
級
別
に
そ
の
金
額
の
開
差
が
極
端
に
大
き
い
た
め
，
１
つ
の
グ
ラ
フ
に
，
す
べ
て
の
資
本
金
階
級
を
表
示
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
た
め
，
次
の
２
つ
の
グ
ラ
フ
に
分
割
し
，
並
列
し
て
，
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
　
　
⑴
 　
資
本
金
１
億
円
以
下
（
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
は
4
0
0
万
円
以
内
）
　
　
　
　
　
⑵
 　
資
本
金
１
億
円
超
（
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
は
８
兆
円
以
内
）
　
　
　
　
４
 ．
企
業
規
模
別
の
「
租
税
特
別
措
置
」
の
適
用
に
よ
る
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
の
算
定
数
値
は
，
〔
表
１
〕
に
掲
示
し
て
い
る
。
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〔
図
５
〕　
企
業
規
模
別
の
租
税
特
別
措
置
適
用
に
よ
る
適
用
法
人
数
の
グ
ラ
フ
―
政
策
減
税
の
企
業
規
模
別
の
適
用
状
況
を
分
析
し
て
い
る
―
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
比
較
】
9
0
0
,0
0
0
8
0
0
,0
0
0
7
0
0
,0
0
0
6
0
0
,0
0
0
5
0
0
,0
0
0
4
0
0
,0
0
0
3
0
0
,0
0
0
2
0
0
,0
0
0
1
0
0
,0
0
0 0
3
,0
0
0
2
,0
0
0
1
,0
0
0
0
7
6
4
7
4
8
2
,5
8
8
9
7
8
1
,4
0
5
2
,8
0
8
2
7
,0
4
7
4
3
,9
6
2
1
2
2
,1
6
2
8
1
2
,5
3
8
2
0
1
3
年
5
8
6
1
,0
1
5
,0
0
0
9
5
5
,0
9
1
7
0
3
2
,2
7
0
8
2
6
1
,1
2
7
2
,4
3
3
2
5
,5
9
8
4
2
,4
5
3
1
1
8
,0
9
4
7
6
1
,0
0
1
2
0
1
2
年
適
　
用
法
人
数
適
用
法
人
数
合
計
（
社
）
連
結
法
人
1
0
0
億
円
超
1
0
0
億
円
以
下
1
0
億
円
以
下
５
億
円
以
下
３
億
円
以
下
１
億
円
以
下
5
,0
0
0
万
円
以
下
3
,0
0
0
万
円
以
下
1
,0
0
0
万
円
以
下
資
本
金
階
級
〔
備
考
〕　
適
用
法
人
数
：
　
　
 （
2
0
1
2
年
度
），
　
　（
2
0
1
3
年
度
）
8
1
2
,5
3
8
7
6
1
,00
1
1
2
2
,1
6
2
1
1
8
,0
9
4
4
3
,9
6
2
4
2
,4
5
3
2
7
,04
7
2
5
,5
9
8
2
,4
3
32
,8
0
8
1
,4
0
5
1
,1
2
7
9
7
8
8
2
6
2
,5
8
8
2
,2
7
0
7
0
3
7
6
4
5
8
6
7
4
8
（
社
）
（
社
）
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　（
注
）　
１
 ．
本
表
は
，「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
資
本
金
階
級
別
に
区
分
し
た
企
業
の
規
模
別
の
適
用
に
よ
る
政
策
減
税
額
，
１
社
当
た
り
減
税
相
当
額
の
分
析
の
基
礎
的
資
料
を
構
成
す
る
適
用
法
人
数
を
分
析
し
，
グ
ラ
フ
に
よ
り
表
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
　
　
　
　
２
 ．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
に
お
い
て
，「
適
用
件
数
」「
適
用
額
」
の
区
分
内
訳
が
資
本
金
階
級
別
，
か
つ
，
単
体
法
人
・
連
結
法
人
別
に
詳
細
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
が
，
「
適
用
法
人
数
」
に
つ
い
て
，
資
本
金
階
級
別
に
区
分
表
示
さ
れ
て
い
な
い
。
　
こ
の
た
め
，「
適
用
法
人
数
」
を
用
い
る
試
算
の
場
合
に
は
，
単
体
法
人
の
み
を
資
本
金
階
級
別
区
分
を
適
用
し
，
連
結
法
人
に
つ
い
て
は
，
資
本
金
階
級
別
区
分
を
適
用
し
て
い
な
い
。
　
　
　
　
３
 ．
適
用
法
人
数
に
つ
い
て
は
，
資
本
金
階
級
別
に
そ
の
開
差
が
極
端
に
大
き
い
た
め
，
１
つ
の
グ
ラ
フ
に
，
す
べ
て
の
資
本
金
階
級
を
表
示
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
た
め
，
次
の
２
つ
の
グ
ラ
フ
に
分
割
し
，
並
列
し
て
，
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
　
　
⑴
　
資
本
金
１
億
円
以
下
（
適
用
法
人
数
は
9
0
0
,0
0
0
社
以
内
）
　
　
　
　
　
⑵
　
資
本
金
１
億
円
超
・
連
結
法
人
（
適
用
法
人
数
は
3
,0
0
0
社
以
内
）
　
　
　
　
４
 ．
資
本
金
階
級
別
の
適
用
法
人
数
の
算
定
数
値
は
，〔
表
１
〕
に
掲
示
し
て
い
る
。
　
　
　
　
５
 ．
適
用
法
人
数
の
2
0
1
2
年
度
合
計
は
9
5
5
,0
9
1
社
で
あ
り
，
2
0
1
3
年
度
合
計
は
1
,0
1
5
,0
0
0
社
で
あ
り
，
5
9
,9
0
9
社
（
6
.2
7
％
）
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
。
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
3
年
度
に
お
け
る
適
用
法
人
の
増
加
率
を
比
較
す
る
と
，
資
本
金
５
億
円
以
下
2
4
.6
6
％
増
，
連
結
法
人
3
0
.3
7
％
の
よ
う
に
増
加
率
が
高
く
な
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
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〔
表
１
〕　
企
業
規
模
別
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
に
よ
る
減
税
相
当
額
お
よ
び
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
─
政
策
減
税
の
適
用
状
況
の
集
中
度
を
分
析
し
て
い
る
─
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
比
較
】
資
本
金
階
級
適
用
法
人
数
減
税
相
当
額
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
法
人
数
構
成
比
（
％
）
法
人
数
構
成
比
（
％
）
金
　
額
（
千
円
）
構
成
比
（
％
）
金
　
額
（
千
円
）
構
成
比
（
％
）
金
　
額
（
千
円
）
構
成
比
（
％
）
金
　
額
（
千
円
）
構
成
比
（
％
）
1
,0
0
0
万
円
以
下
7
6
1
,0
0
1
7
9
.6
7
8
1
2
,5
3
8
8
0
.0
5
2
2
0
,0
6
8
,0
6
6
1
6
.6
4
2
7
2
,0
7
5
,4
4
0
1
4
.4
2
2
8
9
0
.0
2
3
3
4
0
.0
2
3
,0
0
0
万
円
以
下
1
1
8
,0
9
4
1
2
.3
6
1
2
2
,1
6
2
1
2
.0
3
8
5
,0
9
8
,7
7
4
6
.4
3
1
0
8
,9
8
7
,0
5
3
5
.7
7
7
2
0
0
.0
6
8
9
2
0
.0
5
5
,0
0
0
万
円
以
下
4
2
,4
5
3
4
.4
4
4
3
,9
6
2
4
.3
3
4
7
,5
9
5
,7
6
9
3
.6
0
6
3
,1
8
0
,0
5
6
3
.3
4
1
,1
2
1
0
.1
0
1
,4
3
7
0
.0
9
１
億
円
以
下
2
5
,5
9
8
2
.6
8
2
7
,0
4
7
2
.6
6
6
9
,1
3
8
,4
6
7
5
.2
3
1
0
1
,6
9
3
,6
0
9
5
.3
8
2
,7
0
0
0
.2
4
3
,7
5
9
0
.2
4
３
億
円
以
下
2
,4
3
3
0
.2
5
2
,8
0
8
0
.2
7
2
5
,5
1
9
,5
1
8
1
.9
3
2
3
,6
0
4
,9
0
4
1
.2
5
1
0
,4
8
8
0
.9
4
8
,4
0
6
0
.5
5
５
億
円
以
下
1
,1
2
7
0
.1
1
1
,4
0
5
0
.1
3
2
0
,7
0
1
,9
2
3
1
.5
6
2
7
,3
2
3
,5
2
6
1
.4
4
1
8
,3
6
9
1
.6
5
1
9
,4
4
7
1
.2
7
1
0
億
円
以
下
8
2
6
0
.0
8
9
7
8
0
.0
9
3
5
,3
9
5
,0
5
9
2
.6
7
5
2
,7
6
7
,8
7
3
2
.7
9
4
2
,8
5
1
3
.8
6
5
3
,9
5
4
3
.5
4
1
0
0
億
円
以
下
2
,2
7
0
0
.2
3
2
,5
8
8
0
.2
5
1
7
8
,5
0
5
,9
5
2
1
3
.5
0
2
1
8
,4
3
3
,6
3
3
1
1
.5
7
7
8
,6
3
6
7
.0
9
8
4
,4
0
2
5
.5
4
1
0
0
億
円
超
7
0
3
0
.0
7
7
4
8
0
.0
7
4
8
7
,4
6
5
,6
8
3
3
6
.8
7
5
8
0
,7
8
6
,4
8
0
3
0
.7
8
6
9
3
,4
0
7
6
2
.5
5
7
7
6
,4
5
2
5
1
.0
0
連
結
法
人
5
8
6
0
.0
6
7
6
4
0
.0
7
1
5
2
,3
1
8
,9
2
1
1
1
.5
2
4
3
7
,9
1
3
,7
5
5
2
3
.2
0
2
5
9
,9
2
9
2
3
.4
4
5
7
3
,1
8
5
3
7
.6
5
合
　
　
計
9
5
5
,0
9
1
1
0
0
.0
0
1
,0
1
5
,0
0
0
1
0
0
.0
0
1
,3
2
1
,8
0
8
,2
2
9
1
0
0
.0
0
1
,8
8
6
,7
6
6
,4
3
7
1
0
0
.0
0
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　（
注
）　
１
 ．
本
表
は
，「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
資
本
金
階
級
別
に
区
分
し
た
企
業
の
規
模
別
の
適
用
に
よ
る
政
策
減
税
額
と
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
を
分
析
し
た
も
の
で
あ
る
。
　
　
　
　
２
 ．
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
に
つ
い
て
，
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
3
年
度
と
を
対
比
さ
せ
，「
適
用
法
人
数
」「
減
税
相
当
額
」
「
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
」
に
つ
い
て
，
そ
れ
ぞ
れ
の
項
目
ご
と
に
資
本
金
階
級
別
の
分
布
状
況
を
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
　
３
 ．「
適
用
法
人
数
」
　
　
　
　
　
　
適
用
法
人
数
は
，「
適
用
額
明
細
書
」
の
提
出
が
あ
っ
た
法
人
の
数
。
　
　
　
　
４
 ．「
減
税
相
当
額
」
　
　
　
　
　
　「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
に
表
示
さ
れ
て
い
る
資
本
金
階
級
別
・
種
類
別
「
適
用
額
」
に
所
定
の
適
用
税
率
を
乗
じ
「
減
税
相
当
額
」
に
換
算
し
て
い
る
（〔
表
３
〕）
。
　
　
　
　
５
 ．「
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
」
　
　
　
　
　
　
資
本
金
階
級
別
に
，「
減
税
相
当
額
」
を
「
適
用
法
人
数
」
で
除
し
て
，「
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
」
を
算
出
し
て
い
る
。
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
は
，
資
本
金
1
0
0
億
円
超
の
法
人
お
よ
び
連
結
法
人
が
断
突
に
巨
額
に
達
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
　
　
　
　
　
　
①
　
2
0
1
2
年
度
　
　
　
　
　
　
　
　
資
本
金
1
0
0
億
円
超
の
巨
大
企
業
の
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
は
６
億
9
,3
4
0
万
円
（
6
2
.5
5
％
）
で
あ
り
，
連
結
法
人
の
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
は
２
億
5
,9
9
2
万
円
（
2
3
.4
4
％
）
で
あ
る
。
資
本
金
1
0
0
億
円
以
下
の
企
業
に
比
し
圧
倒
的
な
政
策
減
税
に
よ
る
恩
恵
を
受
け
て
い
る
。
　
　
　
　
　
　
②
　
2
0
1
3
年
度
　
　
　
　
　
　
　
　
資
本
金
1
0
0
億
円
超
の
巨
大
企
業
の
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
は
７
億
7
,6
4
5
万
円
（
5
1
.0
0
％
）
で
あ
り
，
連
結
法
人
の
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
は
５
億
7
,3
1
8
万
円
（
3
7
.6
5
％
）
で
あ
り
，
さ
ら
に
，
政
策
減
税
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Ⅳ　租税特別措置による政策減税の適用実態調査の分析
　　──複雑厖大な調査結果を徹底解明する──
１　租特透明化法による法人税関係の租税特別措置の適用状況の全体像
についての総括的分析の意味
　法人税関係の租税特別措置の適用状況を財務省が作成している「租税特
別措置の適用実態調査に関する報告書」を分析することにより，その適用
額および減税相当額について，その全体像を総括的に解明する。
　まず，現在，83項目と多数におよぶ法人税関係の租税特別措置の個別措
置を，その性格の類似したものごとに８類型の種類に集約した区分ごとの
適用額と，これに基づく適用減税相当額を算出している。
　複雑多岐にわたっている租税特別措置における個別措置を種類ごとに類
型化し，それぞれについての適用実態を明らかにすることにより，どのよ
うな種類の租税特別措置による政策減税が，より多く適用されているかに
ついての適用実態の深層を解明することができるものと考える。
　このようにして，租税特別措置の種類ごとの適用額と，その減税相当額
を適用法人数とともに区分して観察することにより，政策減税の大きさ
が，税制上に占める影響の実相を鮮明にし，どこに改革すべき問題が存す
るかを明らかにすることができる。
２　法人税関係の租税特別措置の個別措置の概要
　法人税関係の租税特別措置における83項目におよぶ個別措置について，
その措置名と，根拠条文を示すと，次の〔表２〕のようである。
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No 措　　　置　　　名 根　拠　条　文
１ 中小企業者等の法人税率の特例
42の３の２，68の
８
２
試験研究を行った場合の法人税額の特別控除（研
究開発税制）
42の４，42の４の
２，68の９，68の
９の２
３
エネルギー需給構造改革推進設備等を取得した場
合の特別償却（エネルギー需給構造改革推進投資
促進税制）
旧42の５，旧68の
10
エネルギー需給構造改革推進設備等を取得した場
合の法人税額の特別控除（エネルギー需給構造改
革推進投資促進税制）
旧42の５，旧68の
10
４
エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場
合の特別償却（環境関連投資促進税制）
42の５，68の10
エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場
合の法人税額の特別控除（環境関連投資促進税制）
42の５，68の10
５
中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却
（中小企業投資促進税制）
42の６，68の11
中小企業者等が機械等を取得した場合の法人税額
の特別控除（中小企業投資促進税制）
42の６，68の11
６
事業基盤強化設備等を取得した場合等の法人税額
の特別控除（中小企業等基盤強化税制）
旧42の７，旧68の
12
７
沖縄の観光地形成促進地域において工業用機械等
を取得した場合の法人税額の特別控除
42の９，68の13
８
沖縄の情報通信産業振興地域において工業用機械
等を取得した場合の法人税額の特別控除
42の９，68の13
９
沖縄の産業高度化・事業革新促進地域において工
業用機械等を取得した場合の特別償却
42の９，45，68の
13，68の27
沖縄の産業高度化・事業革新促進地域において工
業用機械等を取得した場合の法人税額の特別控除
42の９，45，68の
13，68の27
〔表２〕　租税特別措置の個別措置の措置名・根拠条文
【2013年度分】（83項目）
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No 措　　　置　　　名 根　拠　条　文
10
沖縄の国際物流拠点産業集積地域において工業用
機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の
特別控除
42の９，45，68の
13，68の27
11
沖縄の金融業務特別地区において工業用機械等を
取得した場合の法人税額の特別控除
42の９，68の13
沖縄の特定地域において工業用機械等を取得した
場合の法人税額の特別控除
42の９，68の13
12
沖縄の特定中小企業者が経営革新設備等を取得し
た場合の法人税額の特別控除
旧42の10，旧68の
14
13
国際戦略総合特別区域において機械等を取得した
場合の特別償却
42の11，68の15
国際戦略総合特別区域において機械等を取得した
場合の法人税額の特別控除
42の11，68の15
14
雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除
（雇用促進税制）
42の12，68の15の
２
15
国内の設備投資額が増加した場合の機械等の特別
償却
42の12の２，68の
15の３
国内の設備投資額が増加した場合の機械等の法人
税額の特別控除
42の12の２，68の
15の３
16
特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合
の特別償却
42の12の３，68の
15の４
特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合
の法人税額の特別控除
42の12の３，68の
15の４
17
雇用者給与等支給額が増加した場合の法人税額の
特別控除
42の12の４，68の
15の５
18 公害防止用設備の特別償却 43，68の16
19 船舶の特別償却 43，68の16
20
関西文化学術研究都市の文化学術研究地区におけ
る文化学術研究施設の特別償却
43の２，68の17
21 集積区域における集積産業用資産の特別償却 44，68の20
22 共同利用施設の特別償却 44の３，68の24
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No 措　　　置　　　名 根　拠　条　文
23 特定農産加工品生産設備等の特別償却 44の４，68の25
24 特定高度通信設備の特別償却
旧44の５，旧68の
26
25 特定信頼性向上設備の特別償却 44の５，68の26
26 特定地域における工業用機械等の特別償却 45，68の27
27
沖縄の離島地域における旅館業用建物等の特別償
却
45，68の27
28 医療用機器等の特別償却 45の２，68の29
29 障害者を雇用する場合の機械等の割増償却 46，68の31
30
支援事業所取引金額が増加した場合の三年以内取
得資産の割増償却
46の２，68の32
31
次世代育成支援対策に係る基準適合認定を受けた
場合の建物等の割増償却
46の３，68の33
32 サービス付き高齢者向け賃貸住宅の割増償却 47，68の34
33 特定再開発構築物等の割増償却 47の２，68の35
34 倉庫用建物等の割増償却 48，68の36
35
特別償却不足額がある場合の償却限度額の計算の
特例
52の２，68の40
準備金方式による特別償却（積立不足額） 52の３，68の41
36 海外投資等損失準備金 55，68の43
37 金属鉱業等鉱害防止準備金 55の５，68の44
38 特定災害防止準備金 55の６，68の46
39 新幹線鉄道大規模改修準備金 56，68の48
40 使用済燃料再処理準備金 57の３，68の53
41 原子力発電施設解体準備金 57の４，68の54
42 保険会社等の異常危険準備金 57の５，68の55
43 原子力保険又は地震保険に係る異常危険準備金 57の６，68の56
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No 措　　　置　　　名 根　拠　条　文
44
関西国際空港用地整備準備金・中部国際空港整備
準備金
57の ７，68の57，
57の７の２，68の
57の２
45 特定船舶に係る特別修繕準備金 57の８，68の58
46 協同組合等・中小企業等の貸倒引当金の特例 57の９，68の59
47 探鉱準備金又は海外探鉱準備金 58，68の61
48 新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費の特別控除 59，68の62
49
対外船舶運航事業を営む法人の日本船舶による収
入金額の課税の特例（トン数標準税制）
59の２，68の62の
２
50
沖縄の情報通信産業特別地区における認定法人の
所得の特別控除
60，68の63
51
沖縄の国際物流拠点産業集積地域における認定法
人の所得の特別控除
60，68の63
52
沖縄の金融業務特別地区における認定法人の所得
の特別控除
60，68の63
53
国際戦略総合特別区域における指定特定事業法人
の課税の特例
60の２，68の63の
２
54 認定研究開発事業法人等の課税の特例 61，68の63の３
55 産業経営基盤強化準備金 61の２，68の64
56 農用地等を取得した場合の課税の特例 61の３，68の65
57
収用等に伴い代替資産を取得した場合等の課税の
特例
64，64の２，68の
70，68の71
58
換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特
例
65，68の72
59 収用換地等の場合の所得の特別控除 65の２，68の73
60
特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡し
た場合の所得の特別控除
65の３，68の74
61
特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した
場合の所得の特別控除
65の４，68の75
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No 措　　　置　　　名 根　拠　条　文
62
農地保有の合理化のために農地等を譲渡した場合
の所得の特別控除
65の５，68の76
63 特定の長期所有土地等の所得の特別控除
65の５の２，68の
76の２
64 特定の資産の買換えの場合等の課税の特例
65の７～65の９，
68の78～68の80
65
特定の交換分合により土地等を取得した場合の課
税の特例
65の10，68の81
66
大規模な住宅地等造成事業の施行区域内にある土
地等の造成のための交換等の場合等の課税の特例
65の11，65の12，
68の82，68の83
67
認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にあ
る土地等の交換等の場合等の課税の特例
旧65の13，旧65の
14，旧68の84，旧
68の85
68
特定普通財産とその隣接する土地等の交換の場合
の課税の特例
66，68の85の２
69
平成21年および平成22年に土地等の先行取得をし
た場合の課税の特例
66の２，68の85
70 技術研究組合の所得の計算の特例 66の10，68の94
71 特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例 66の11，68の95
72
認定特定非営利活動法人のみなし寄附金の損金算
入の特例
66の11の２，68の
96
認定特定非営利活動法人に対する寄附金の損金算
入等の特例
66の11の２，68の
96
73 社会保険診療報酬の所得の計算の特例 67，68の99
74 特定の医療法人の法人税率の特例 67の２，68の100
75
農業生産法人の肉用牛の売却に係る所得の課税の
特例
67の３，68の101
76 転廃業助成金等に係る課税の特例 67の４，68の102
77
中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損
金算入の特例
67の ５，68の102
の２
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No 措　　　置　　　名 根　拠　条　文
78
特定株式投資信託の収益の分配に係る受取配当等
の益金不算入等の特例
67の６，68の103
79 損害保険会社の受取配当等の益金不算入等の特例 67の７，68の104
80 特定目的会社に係る課税の特例 67の14
81 投資法人に係る課税の特例 67の15
82 特定目的信託に係る受託法人の課税の特例 68の３の２
83 特定投資信託に係る受託法人の課税の特例 68の３の３
（注）　１ ．租税特別措置の「個別措置」を，根拠条文順に配列したもので，83項目に
及んでいる。
　　　２ ．「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（2013年度分）15～
29頁に基づいている。
　　　３ ．「租税特別措置の種類」を，次の８種類に区分し，それぞれの種類に属する
個別措置数は，次のようである ＊。
　　　　①　租税特別措置による税額控除額　　　　　　　15項目
　　　　②　軽減税率適用特例対象所得金額　　　　　　　２項目
　　　　③ 　特別償却限度額等　　　　　　　　　　　　　24項目〔単体23＋連結１〕
　　　　④ 　準備金等のうち損金算入限度額　　　　　　　11項目〔単体10＋連結１〕
　　　　⑤　協同組合等・中小企業等の貸倒引当金
　　　　　繰入限度額の特例　　　　　　　　　　　　　　１項目
　　　　⑥　土地税制による損金算入額　　　　　　　　　11項目
　　　　⑦　損害保険会社の受取配当金益金不算入
　　　　　に係る特別利子の額　　　　　　　　　　　　　１項目
　　　　⑧　その他の特別措置による損金算入額　　　　　14項目
　　　　＊　2013年度に適用した個別措置の総数　　　　　79項目〔単体77＋連結２〕
３　法人税関係の租税特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の
状況
　法人税関係の租税特別措置について，その種類ごとの適用額と，それに
基づく減税相当額を試算して分析し，その全体像を総括的に解明する。
　この調査分析は，2012年度と2013年度の両年にわたり，対象法人を単体
法人，連結法人，両者の合計について，適用件数，適用額，減税額への換
算，減税相当額を租税特別措置の種類の区分別に点検している。
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〔表３〕　法人税関係特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の状況
─政策減税の種類別の適用状況を分析している─
【2012年度分　単体法人】
No
租税特別措置
の種類
適用件数
適用額
（千円）
減税額への
換算（適用
額×税率）
減税相当額
（千円）
１
租税特別措置
による税額控
除額
39,862 296,551,410 296,551,410
２
軽減税率適用
特例対象所得
金額
704,508 2,555,723,465
2,555,723,465
×4％
102,228,938
３
特別償却限度
額等
32,641 498,925,180
498,925,180
×25.5％
127,225,920
４
準備金等のう
ち損金算入限
度額
2,468 464,106,515
464,106,515
×25.5％
118,347,161
　したがって，調査表は，法人税関係の租税特別措置の種類ごとの適用額
および減税相当額について，2012年度分の単体法人，2012年度分の連結法
人，2012年度分の単体・連結法人の合計，2013年度分についても，2013年
度分の単体法人，2013年度分の連結法人，2013年度分の単体・連結法人の
合計の６枚におよんでいる。
　この結果，2012年度分の減税相当額は，単体法人・連結法人の合計で１
兆3,218億円であり，さらに，2013年度分も同じく単体法人・連結法人の
合計で１兆8,867億円に達している。
　これらについて，詳細に分析調査した結果の内容を，順次，表示すれ
ば，〔表３〕から〔表８〕のようである。
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５
協同組合等・
中小企業等の
貸倒引当金繰
入限度額の特
例
8,986 431,243,053
431,243,053
×25.5％
109,966,978
６
土地税制によ
る損金算入額
4,629 565,523,539
565,523,539
×25.5％
144,208,502
７
損害保険会社
の受取配当益
金不算入に係
る特別利子の
額
12 100,671,599
100,671,599
×25.5％
25,671,257
８
その他の特別
措置による損
金算入額
529,045 961,918,188
961,918,188
×25.5％
245,289,137
合　　計 1,322,151 5,874,662,949 1,169,489,303
（注）　１ ．「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」の内容について，租
税特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の全体像を総括的に分析し
たものである。
　　　２ ．本表は，法人税関係租税特別措置について，2012年度と2013年度ごとに，
その対象法人を，単体法人，連結法人ならびに，合計に区分し，政策減税を
「租税特別措置の種類」ごとに「適用件数」，「適用額」，「減税額への換算（適
用額×税率）」および，「減税相当額」を算出しているが，そのうち，2012年
度の単体法人について表示した。
　　　３．「租税特別措置の種類」
　　　　　租税特別措置の個別措置をその性質の類似したものごとに集約した区分を，
「租税特別措置の種類」と定義し，次の８項目の種類に区分することとした。
　　　　　⑴　租税特別措置による税額控除額
　　　　　⑵　軽減税率適用特例対象所得金額
　　　　　⑶　特別償却限度額等
　　　　　⑷　準備金のうち損金算入限度額
　　　　　⑸　協同組合等・中小企業等貸倒引当金繰入限度額の特例
　　　　　⑹　土地税制による損金算入額
　　　　　⑺　損害保険会社の受取配当益金不算入に係る特別利子の額
　　　　　⑻　その他の特別措置による損金算入額
　　　　　なお，「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（2012年度）
における「適用額の種類」は11項目に区分されていたが，2013年度の同報告
書において，６項目の種類に集約された。この６項目の種類には，当表の８
項目のうち，次の２項目は含まれていない。
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　　　　　⑸　協同組合等・中小企業等貸倒引当金繰入限度額の特例
　　　　　⑺　損害保険会社の受取配当益金不算入に係る特別利子の額
　　　　　上記の２項目を分析対象の独立した「種類」から除外することは適切でな
いとの判断により，この２項目を含めた８項目により，当表の分析を行って
いる。
　　　４ ．「適用件数」
　　　　　適用件数は，「適用額明細書」に記載されている「租税特別措置法の条項」
欄の数を合計した数をいう。
　　　　　なお，適用法人数は，「適用額明細書」の提出があった法人の数とされてお
り，2012年度の単体法人の適用件数と適用法人数は，次のようである。
　　　　　　2012年度の単体法人の適用件数と適用法人数
　　　　　　　適用件数　　　1,322,151件
　　　　　　　適用法人数　　　954,505法人
　　　５．「適用額」
　　　　適用額は，法人税関係特別措置が適用される対象となる金額である。
　　　６．「減税額への換算（適用額×税率）」
　　　　　減税相当額への換算は，租税特別措置の種類ごとに，次のように換算した。
　　　　⑴　試験研究費その他の「租税特別措置による税額控除額」は，適用額を「減
税相当額」にした。
　　　　⑵　軽減税率が適用される「特例対象所得金額」には，法人税法上の軽減税
率19％と租税特別措置法上の特例税率15％との差である４％を乗じて「減
税相当額」にした。
　　　　⑶　上記⑴⑵以外の「特別償却限度額等」「準備金のうち損金算入限度額」「協
同組合等・中小企業等の貸倒引当金繰入限度額の特例」「土地税制による損
金算入額」「損害保険会社の受取配当益金不算入に係る特別利子の額」およ
び「その他の特別措置による損金算入額」までの６種類の適用額について
は，それぞれの適用額に，普通法人税率25.5％を乗じて「減税相当額」を算
出し，千円未満の端数を，切り捨てている。
〔出所 〕租特透明化法により，2014年２月に内閣が国会に提出した『租税特別措置の適
用実態調査の結果に関する報告書』（2012年度分）に基づき分析整理している。
〔表４〕　法人税関係特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の状況
─政策減税の種類別の適用状況を分析している─
【2012年度分　連結法人】
No
租税特別措置
の種類
適用件数
適用額
（千円）
減税額への
換算（適用
額×税率）
減税相当額
（千円）
１
租税特別措置
による税額控
除額
315 123,754,703 123,754,703
394
２
軽減税率適用
特例対象所得
金額
217 1,606,843
1,606,843
×4％
64,273
３
特別償却限度
額等
143 17,813,244
17,813,244
×25.5％
4,542,377
４
準備金等のう
ち損金算入限
度額
19 11,950,296
11,950,296
×25.5％
3,047,325
５
協同組合等・
中小企業等の
貸倒引当金繰
入限度額の特
例
8 2,721,980
2,721,980
×25.5％
694,104
６
土地税制によ
る損金算入額
124 71,796,124
71,796,124
×25.5％
18,308,011
７
損害保険会社
の受取配当益
金不算入に係
る特別利子の
額
　－ － － 　－
８
その他の特別
措置による損
金算入額
419 7,482,858
7,482,858
×25.5％
1,908,128
合　　計 1,245 237,126,048 152,318,921
（注）　１ ．「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」の内容について，租
税特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の全体像を総括的に分析し
たものである。
　　　２ ．本表は，法人税関係租税特別措置について，2012年度の連結法人について
分析した。
　　　３ ．租税特別措置による税額控除額の適用額（減税相当額）は，1,237億円であ
り，2012年度の連結法人の減税相当額の合計金額1,523億円の81.2％を占めて
いる。
　　　４ ．「減税額への換算（適用額×税率）」等について，〔表３〕の（注）を参照さ
れたい。
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〔表５〕　法人税関係特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の状況
─政策減税の種類別の適用状況を分析している─
【2012年度分　単体法人・連結法人（合計）】
No
租税特別措置
の種類
適用件数
適用額
（千円）
減税額への
換算（適用
額×税率）
減税相当金
（千円）
１
租税特別措置
による税額控
除額
40,177 420,306,113 420,306,113
２
軽減税率適用
特例対象所得
金額
704,725 2,557,330,308
2,557,330,308
×4％
102,293,212
３
特別償却限度
額等
32,784 516,738,424
516,738,424
×25.5％
131,768,298
４
準備金等のう
ち損金算入限
度額
2,487 476,056,811
476,056,811
×25.5％
121,394,486
５
協同組合等・
中小企業等の
貸倒引当金繰
入限度額の特
例
8,994 433,965,033
433,965,033
×25.5％
110,661,083
６
土地税制によ
る損金算入額
4,753 637,319,663
637,319,663
×25.5％
162,516,514
７
損害保険会社
の受取配当益
金不算入に係
る特別利子の
額
12 100,671,599
100,671,599
×25.5％
25,671,257
８
その他の特別
措置による損
金算入額
529,464 969,401,046
969,401,046
×25.5％
247,197,266
合　　計 1,323,396 6,111,788,997 1,321,808,229
396
（注）　１．「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」の内容について，租
税特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の全体像を総括的に分析し
たものである。
　　　２．本表は，法人税関係租税特別措置について，政策減税を「租税特別措置の
種類」ごとに「適用件数」，「適用額」，「減税額への換算（適用額×税率）」お
よび，「減税相当額」を算出しているが，そのうち，2012年度の単体・連結法
人（合計）について表示した。
　　　３．2012年度の法人税関係租税特別措置適用額の合計額は，６兆1,117億円であ
り，法人税率を乗じて換算した減税相当額は，１兆3,218億円である。減税相
当額の主な内訳は次のようである。
　　　　　租税特別措置による税額控除額　　　　　　　　　　　　4,203億円
　　　　　土地税制による損金算入額　　　　　　　　　　　　　　1,625億円
　　　　　特別償却限度額等　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,317億円
　　　　　準備金等のうち損金算入限度額　　　　　　　　　　　　1,213億円
　　　　　協同組合等・中小企業等貸倒引当金繰入限度額の特例　　1,106億円
　　　４．「減税額への換算（適用額×税率）」等について，〔表３〕の（注）を参照さ
れたい。
〔表６〕　法人税関係特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の状況
─政策減税の種類別の適用状況を分析している─
【2013年度分　単体法人】
No
租税特別措置
の種類
適用件数
適用額
（千円）
減税額への
換算（適用
額×税率）
減税相当額
（千円）
１
租税特別措置
による税額控
除額
56,041 417,166,458 417,166,458
２
軽減税率適用
特例対象所得
金額
744,434 2,765,681,779
（19％－15％
＝4％）
2,765,681,779
×4％
110,627,271
３
特別償却限度
額等
44,191 909,650,224
909,650,224
×25.5％
231,960,807
４
準備金等のう
ち損金算入限
度額
2,326 358,964,449
358,964,449
×25.5％
91,535,934
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５
協同組合等・
中小企業等の
貸倒引当金繰
入限度額の特
例
8,736 441,440,349
441,440,349
×25.5％
112,567,288
６
土地税制によ
る損金算入額
4,849 668,550,214
668,550,214
×25.5％
170,480,304
７
損害保険会社
の受取配当益
金不算入に係
る特別利子の
額
13 92,899,633
  92,899,633
×25.5％
23,689,406
８
その他の特別
措置による損
金算入額
581,124 1,140,491,027
1,140,491,027
×25.5％
290,825,211
合　　計 1,441,714 6,794,844,133 1,448,852,679
（注）　１．「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」の内容について，租
税特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の全体像を総括的に分析し
たものである。
　　　２．本表は，法人税関係租税特別措置について，政策減税を「租税特別措置の
種類」ごとに「適用件数」，「適用額」，「減税額への換算（適用額×税率）」お
よび，「減税相当額」を算出しているが，そのうち，2013年度の単体法人につ
いて表示した。
　　　３．2013年度の法人税関係租税特別措置適用額の合計額は，６兆7,948億円であ
り，法人税率を乗じて換算した減税相当額は，１兆4,488億円である。減税相
当額の主な内訳は次のようである。
　　　　　　租税特別措置による税額控除額　　　　　　　　　　　　4,171億円
　　　　　　特別償却限度額等　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,319億円
　　　　　　土地税制による損金算入額　　　　　　　　　　　　　　1,704億円
　　　　　　協同組合等・中小企業等貸倒引当金繰入限度額の特例　　1,125億円
　　　　　　その他の特別措置による損金算入額　　　　　　　　　　2,908億円
　　　４．「減税額への換算（適用額×税率）」等について，〔表３〕の（注）を参照さ
れたい。
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〔表７〕　法人税関係特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の状況
─政策減税の種類別の適用状況を分析している─
【2013年度分　連結法人】
No
租税特別措置
の種類
適用件数
適用額
（千円）
減税額への
換算（適用
額×税率）
減税相当額
（千円）
１
租税特別措置
による税額控
除額
534 298,035,757 298,035,757
２
軽減税率適用
特例対象所得
金額
286 2,103,537
（19％－15％
＝4％）
    2,103,537
×4％
84,141
３
特別償却限度
額等
200 85,155,848
  85,155,848
×25.5％
21,714,741
４
準備金等のう
ち損金算入限
度額
28 46,898,484
  46,898,484
×25.5％
11,959,113
５
協同組合等・
中小企業等の
貸倒引当金繰
入限度額の特
例
9 2,549,031
    2,549,031
×25.5％
650,002
６
土地税制によ
る損金算入額
138 403,978,034
403,978,034
×25.5％
103,014,398
７
損害保険会社
の受取配当益
金不算入に係
る特別利子の
額
1 1,019,680
    1,019,680
×25.5％
260,018
８
その他の特別
措置による損
金算入額
492 8,610,141
    8,610,141
×25.5％
2,195,585
合　　計 1,688 848,350,512 437,913,755
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（注）　１．「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」の内容について，租
税特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の全体像を総括的に分析し
たものである。
　　　２．本表は，法人税関係租税特別措置について，政策減税を「租税特別措置の
種類」ごとに「適用件数」，「適用額」，「減税額への換算（適用額×税率）」お
よび，「減税相当額」を算出しているが，そのうち，2013年度の連結法人につ
いて表示した。
　　　３．2013年度連結法人の法人税関係租税特別措置の適用額の合計額は，8,483億
円であり，法人税率を乗じて換算した減税相当額は，4,379億円である。減税
相当額の主な内訳は次のようである。
　　　　　　租税特別措置による税額控除額　　　　　　　　　　　　2,980億円
　　　　　　土地税制による損金算入額　　　　　　　　　　　　　　1,030億円
　　　　　　特別償却限度額等　　　　　　　　　　　　　　　　　　   217億円
　　　　　　準備金のうち損金算入限度額　　　　　　　　　　　　　   119億円
　　　４．「減税額への換算（適用額×税率）」等について，〔表３〕の（注）を参照さ
れたい。
〔表８〕　法人税関係特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の状況
─政策減税の種類別の適用状況を分析している─
【2013年度分　単体法人・連結法人（合計）】
No
租税特別措置
の種類
適用件数
適用額
（千円）
減税額への
換算（適用
額×税率）
減税相当額
（千円）
１
租税特別措置
による税額控
除額
56,575 715,202,215 715,202,215
２
軽減税率適用
特例対象所得
金額
744,720 2,767,785,316
（19％－15％
＝4％）
2,767,785,316
×4％
110,711,412
３
特別償却限度
額等
44,391 994,806,072
957,541,260
×25.5％
253,675,548
４
準備金等のう
ち損金算入限
度額
2,354 405,862,933
405,862,933
×25.5％
103,495,047
400
５
協同組合等・
中小企業等の
貸倒引当金繰
入限度額の特
例
8,745 443,989,380
443,989,380
×25.5％
113,217,291
６
土地税制によ
る損金算入額
4,987 1,072,528,248
1,072,528,248
×25.5％
273,494,703
７
損害保険会社
の受取配当益
金不算入に係
る特別利子の
額
14 93,919,313
93,919,313
×25.5％
23,949,424
８
その他の特別
措置による損
金算入額
581,616 1,149,101,168
1,149,101,168
×25.5％
293,020,797
合　　計 1,443,402 7,643,194,645 1,886,766,437
（注）　１．「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」の内容について，租
税特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の全体像を総括的に分析し
たものである。
　　　２．本表は，法人税関係租税特別措置について，政策減税を「租税特別措置の
種類」ごとに「適用件数」，「適用額」，「減税額への換算（適用額×税率）」お
よび，「減税相当額」を算出しているが，そのうち，2013年度の単体・連結法
人（合計）について表示している。
　　　３．2013年度の法人税関係租税特別措置適用額の合計額は，７兆6,431億円であ
り，法人税率を乗じて換算した減税相当額は，１兆8,867億円である。減税相
当額の主な内訳は次のようである。
　　　　　　租税特別措置による税額控除額　　　　　　　　　　　　7,152億円
　　　　　　土地税制による損金算入額　　　　　　　　　　　　　　2,734億円
　　　　　　特別償却限度額等　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,536億円
　　　　　　協同組合等・中小企業等貸倒引当金繰入限度額の特例　　1,132億円
　　　　　　準備金のうち損金算入限度額　　　　　　　　　　　　　1,034億円
　　　４．「減税額への換算（適用額×税率）」等について，〔表３〕の（注）を参照さ
れたい。
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４　法人税関係の租税特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の
状況の年度比較
　法人税関係の租税特別措置について，その種類ごとの適用額と，それに
基づく減税相当額を試算し，その全体像を総括的に把握した結果につい
て，2012年度分と2013年度分の年度比較をし，適用状況の増加の実態を検
証する。
　この調査分析は，2012年度分と2013年度分の両年について，適用件数，
適用額，減税相当額の年度比較を単体法人，連結法人，単体・連結法人の
合計について点検している。
　したがって，調査表は，法人税関係の租税特別措置の種類ごとの適用額
および減税相当額について，2012・2013年度比較を単体法人，2012・2013
年度比較を連結法人，2012・2013年度比較を単体・連結法人の合計の３枚
にわたっている。
　「法人税関係特別措置の種類ごとの適用額および減税相当額の状況の年
度比較」は，租税特別措置を８種類に区分して，2012年度と2013年度の２
年度を比較して「増減差額」と「増減％」を算出して分析している。
　租税特別措置の種類別区分について，租税特別措置の適用実態調査の結
果に関する報告書は，① 法人税率の特例，② 税額控除，③ 特別償却，④ 
準備金等，⑤ 土地税制，⑥ その他の特別措置の６種類に分類している。
　しかしながら，本調査においては，上記６種類のほかに，「協同組合等・
中小企業等の貸倒引当金繰入限度額の特例」および「損害保険会社の受取
配当益金不算入に係る特別利子の額」の２種類を加えて８種類にしている。
　また，上記報告書においては，「適用件数」「適用額」のみであるが，本
調査では，「減税相当額」を明示している。
　これらについての詳細に分析した結果の内容を順次，表示すると〔表
９〕から〔表11〕のようである。
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〔
表
９
〕　
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
種
類
ご
と
の
適
用
額
お
よ
び
減
税
相
当
額
の
状
況
の
年
度
比
較
─
政
策
減
税
の
種
類
別
の
適
用
状
況
を
分
析
し
て
い
る
─
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
比
較
　
単
体
法
人
】
N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
適
用
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
増
減
差
額
増
減
％
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
増
減
差
額
増
減
％
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
増
減
差
額
増
減
％
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
3
9
,8
6
2
5
6
,0
4
1
1
6
,1
7
9
4
0
.5
2
9
6
,5
5
1
,4
1
0
4
1
7
,1
6
6
,4
5
8
1
2
0
,6
1
5
,0
4
8
4
0
.6
2
9
6
,5
5
1
,4
1
0
4
1
7
,1
6
6
,4
5
8
1
2
0
,6
1
5
,0
4
8
4
0
.6
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
7
0
4
,5
0
8
7
4
4
,4
3
4
3
9
,9
2
6
5
.6
2
,5
5
5
,7
2
3
,4
6
5
2
,7
6
5
,6
8
1
,7
7
9
2
0
9
,9
5
8
,3
1
4
8
.2
1
0
2
,2
2
8
,9
3
8
1
1
0
,6
2
7
,2
7
1
8
,3
9
8
,3
3
3
8
.2
３
特
別
償
却
限
度
額
等
3
2
,6
4
1
4
4
,1
9
1
1
1
,5
5
0
3
5
.3
4
9
8
,9
2
5
,1
8
0
9
0
9
,6
5
0
,2
2
4
4
1
0
,7
2
5
,0
4
4
8
2
.3
1
2
7
,2
2
5
,9
2
0
2
3
1
,9
6
0
,8
0
7
1
0
4
,7
3
4
,8
8
7
8
2
.3
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
,4
6
8
2
,3
2
6
－
1
4
2
－
5
.7
4
6
4
,1
0
6
,5
1
5
3
5
8
,9
6
4
,4
4
9
－
1
0
5
,1
4
2
,0
6
6
－
2
2
.6
1
1
8
,3
4
7
,1
6
1
9
1
,5
3
5
,9
3
4
－
2
6
,8
1
1
,2
2
7
－
2
2
.6
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
8
,9
8
6
8
,7
3
6
－
2
5
0
－
2
.7
4
3
1
,2
4
3
,0
5
3
4
4
1
,4
4
0
,3
4
9
1
0
,1
9
7
,2
9
6
2
.3
1
0
9
,9
6
6
,9
7
8
1
1
2
,5
6
7
,2
8
8
2
,6
0
0
,3
1
0
2
.3
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
4
,6
2
9
4
,8
4
9
2
2
0
4
.7
5
6
5
,5
2
3
,5
3
9
6
6
8
,5
5
0
,2
1
4
1
0
3
,0
2
6
,6
7
5
1
8
.2
1
4
4
,2
0
8
,5
0
2
1
7
0
,4
8
0
,3
0
4
2
6
,2
7
1
,8
0
2
1
8
.2
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
1
2
1
3
1
8
.3
1
0
0
,6
7
1
,5
9
9
9
2
,8
9
9
,6
3
3
－
7
,7
7
1
,9
6
6
－
7
.7
2
5
,6
7
1
,2
5
7
2
3
,6
8
9
,4
0
6
－
1
,9
8
1
,8
5
1
－
7
.7
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
5
2
9
,0
4
5
5
8
1
,1
2
4
5
2
,0
7
9
9
.8
9
6
1
,9
1
8
,1
8
8
1
,1
4
0
,4
9
1
,0
2
7
1
7
8
,5
7
2
,8
3
9
1
8
.5
2
4
5
,2
8
9
,1
3
7
2
9
0
,8
2
5
,2
1
1
4
5
,5
3
6
,0
7
4
1
8
.5
合
　
　
計
1
,3
2
2
,1
5
1
1
,4
4
1
,7
1
4
1
1
9
,5
6
3
9
.0
5
,8
7
4
,6
6
2
,9
4
9
6
,7
9
4
,8
4
4
,1
3
3
9
2
0
,1
8
1
,1
8
4
1
5
.6
1
,1
6
9
,4
8
9
,3
0
3
1
,4
4
8
,8
5
2
,6
7
9
2
7
9
,3
6
3
,3
7
6
2
3
.8
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（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
租
税
特
別
措
置
の
種
類
ご
と
の
適
用
額
お
よ
び
減
税
相
当
額
を
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
3
年
度
を
対
比
し
て
，
全
体
像
を
総
括
的
に
分
析
し
た
も
の
で
あ
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
種
類
ご
と
の
適
用
減
税
相
当
額
に
つ
い
て
，
そ
の
対
象
法
人
を
，
単
体
法
人
，
連
結
法
人
な
ら
び
に
，
合
計
に
区
分
し
，
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
3
年
度
と
の
「
増
減
差
額
」
お
よ
び
「
増
減
割
合
（
％
）」
を
分
析
し
て
い
る
が
，
そ
の
う
ち
，
単
体
法
人
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．
2
0
1
3
年
度
の
単
体
法
人
の
適
用
件
数
の
合
計
は
，
1
,4
4
1
,7
1
4
件
で
あ
り
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
，
1
1
9
,5
6
3
件
（
9
.0
％
）
増
加
し
て
い
る
。
適
用
額
合
計
額
は
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
9
,2
0
1
億
円
（
1
5
.6
％
）
増
加
し
て
い
る
。
　
　
　
　
　
こ
の
「
適
用
額
」
に
そ
れ
ぞ
れ
換
算
税
率
を
乗
じ
て
換
算
し
た
減
税
相
当
額
の
2
0
1
2
年
度
と
の
増
減
差
額
は
，
2
,7
9
3
億
円
（
2
3
.8
％
）
と
大
幅
に
増
加
し
て
い
る
。
　
　
　
４
．
減
税
相
当
額
が
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
増
加
し
た
主
な
要
因
は
，
次
の
よ
う
で
あ
る
。
　
　
　
　
⑴
　
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
が
，
2
0
1
2
年
度
2
,9
6
5
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
4
,1
7
1
億
円
に
な
り
増
減
差
額
は
，
1
,2
0
6
億
円
（
4
0
.6
％
）
に
達
し
て
い
る
。
　
　
　
　
⑵
　
特
別
償
却
限
度
額
等
の
減
税
相
当
額
は
，
2
0
1
2
年
度
1
,2
7
2
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
2
, 3
1
9
億
円
に
な
り
増
減
差
額
は
，
1
,0
4
7
億
円
（
8
2
.3
％
）
に
達
し
て
い
る
。
　
　
　
　
⑶
　
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
の
減
税
相
当
額
は
，
2
0
1
2
年
度
1
,4
4
2
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
1
,7
0
4
億
円
に
な
り
，
増
減
差
額
は
，
2
6
2
億
円
（
1
8
.2
％
）
に
な
っ
て
い
る
。
　
　
　
　
⑷
　
特
定
の
基
金
に
対
す
る
負
担
金
等
の
損
金
算
入
の
特
例
な
ど
の
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
の
減
税
相
当
額
は
，
2
0
1
2
年
度
2
,4
5
2
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
2
,9
0
8
億
円
に
な
り
，
増
減
差
額
は
，
4
5
5
億
円
（
1
8
.5
％
）
に
な
っ
て
い
る
。
　
　
　
５
．
減
税
相
当
額
が
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
減
少
し
た
租
税
特
別
措
置
の
種
類
は
，
次
の
よ
う
で
あ
る
。
　
　
　
　
⑴
　
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
は
，
2
0
1
2
年
度
1
,1
8
3
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
9
1
5
億
円
に
な
り
，
減
少
差
額
は
，
－
2
6
8
億
円
（
－
2
2
.6
％
）
に
な
っ
て
い
る
。
　
　
　
　
⑵
　
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
は
，
2
0
1
2
年
度
2
5
6
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
2
3
6
億
円
に
な
り
，
減
少
差
額
は
，
－
1
9
億
円
（
－
7
.7
％
）
に
な
っ
て
い
る
。
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表
1
0
〕　
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
種
類
ご
と
の
適
用
額
お
よ
び
減
税
相
当
額
の
状
況
の
年
度
比
較
─
政
策
減
税
の
種
類
別
の
適
用
状
況
を
分
析
し
て
い
る
─
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
比
較
　
連
結
法
人
】
N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
適
用
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
増
減
差
額
増
減
％
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
増
減
差
額
増
減
％
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
増
減
差
額
増
減
％
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
3
1
5
5
3
4
2
1
9
6
9
.5
1
2
3
,7
5
4
,7
0
3
2
9
8
,0
3
5
,7
5
7
1
7
4
,2
8
1
,0
5
4
1
4
0
.8
1
2
3
,7
5
4
,7
0
3
2
9
8
,0
3
5
,7
5
7
1
7
4
,2
8
1
,0
5
4
1
4
0
.8
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
2
1
7
2
8
6
6
9
3
1
.7
1
,6
0
6
,8
4
3
2
,1
0
3
,5
3
7
4
9
6
,6
9
4
3
0
.9
6
4
,2
7
3
8
4
,1
4
1
1
9
,8
6
8
3
0
.9
３
特
別
償
却
限
度
額
等
1
4
3
2
0
0
5
7
3
9
.8
1
7
,8
1
3
,2
4
4
8
5
,1
5
5
,8
4
8
6
7
,3
4
2
,6
0
4
3
7
8
.0
4
,5
4
2
,3
7
7
2
1
,7
1
4
,7
4
1
1
7
,1
7
2
,3
6
4
3
7
8
.0
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
1
9
2
8
9
4
7
.3
1
1
,9
5
0
,2
9
6
4
6
,8
9
8
,4
8
4
3
4
,9
4
8
,1
8
8
2
9
2
.4
3
,0
4
7
,3
2
5
1
1
,9
5
9
,1
1
3
8
,9
1
1
,7
8
8
2
9
2
.4
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
8
9
1
1
2
.5
2
,7
2
1
,9
8
0
2
,5
4
9
,0
3
1
－
1
7
2
,9
4
9
－
6
.3
6
9
4
,1
0
4
6
5
0
,0
0
2
－
4
4
,1
0
2
－
6
.3
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
1
2
4
1
3
8
1
4
1
1
.2
7
1
,7
9
6
,1
2
4
4
0
3
,9
7
8
,0
3
4
3
3
2
,1
8
1
,9
1
0
4
6
2
.6
1
8
,3
0
8
,0
1
1
1
0
3
,0
1
4
,3
9
8
8
4
,7
0
6
,3
8
7
4
6
2
.6
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
1
1
1
,0
1
9
,6
8
0
1
,0
1
9
,6
8
0
0
2
6
0
,0
1
8
2
6
0
,0
1
8
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
4
1
9
4
9
2
7
3
1
7
.4
7
,4
8
2
,8
5
8
8
,6
1
0
,1
4
1
1
,1
2
7
,2
8
3
1
5
.0
1
,9
0
8
,1
2
8
2
,1
9
5
,5
8
5
2
8
7
,4
5
7
1
5
.0
合
　
　
計
1
,2
4
5
1
,6
8
8
4
4
3
3
5
.5
2
3
7
,1
2
6
,0
4
8
8
4
8
,3
5
0
,5
1
2
6
1
1
,2
2
4
,4
6
4
2
5
7
.7
1
5
2
,3
1
8
,9
2
1
4
3
7
,9
1
3
,7
5
5
2
8
5
,5
9
4
,8
3
4
1
8
7
.4
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（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
租
税
特
別
措
置
の
種
類
ご
と
の
適
用
額
お
よ
び
減
税
相
当
額
を
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
3
年
度
を
対
比
し
て
，
全
体
像
を
総
括
的
に
分
析
し
た
も
の
で
あ
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
種
類
ご
と
の
適
用
減
税
相
当
額
に
つ
い
て
，
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
3
年
度
と
の
「
増
減
差
額
」
お
よ
び
「
増
減
割
合
（
％
）」
を
分
析
し
て
い
る
が
，
そ
の
う
ち
，
連
結
法
人
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．
2
0
1
3
年
度
の
連
結
法
人
の
適
用
件
数
の
合
計
は
，
1
,6
8
8
件
で
あ
り
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
，
4
4
3
件
（
3
5
.5
％
）
増
加
し
て
い
る
。
　
　
　
　
　
適
用
額
合
計
額
は
，
2
0
1
2
年
度
2
,3
7
1
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
に
8
,4
8
3
億
円
に
達
し
，
そ
の
増
減
差
額
は
6
,1
1
2
億
円
（
2
5
7
.7
％
）
へ
と
急
激
に
増
加
し
て
い
る
。
　
　
　
　
　
こ
の
「
適
用
額
」
に
そ
れ
ぞ
れ
換
算
税
率
を
乗
じ
て
換
算
し
た
減
税
相
当
額
は
2
0
1
2
年
度
1
,5
2
3
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
4
,3
7
9
億
円
，
そ
の
増
加
差
額
は
2
,8
5
5
億
円
（
1
8
7
.4
％
）
に
な
っ
て
い
る
。
　
　
　
４
．
2
0
1
3
年
度
の
連
結
法
人
の
減
税
相
当
額
が
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
増
加
し
た
主
な
要
因
は
，
次
の
よ
う
で
あ
る
。
　
　
　
　
⑴
　
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
が
，
2
0
1
2
年
度
1
,2
3
7
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
2
,9
8
0
億
円
に
な
り
そ
の
増
減
差
額
は
，
1
,7
4
2
億
円
（
1
4
0
.8
％
）
に
達
し
て
い
る
。
　
　
　
　
⑵
　
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
の
減
税
相
当
額
は
，
2
0
1
2
年
度
1
8
3
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
1
,0
3
0
億
円
に
な
り
そ
の
増
減
差
額
は
，
8
4
7
億
円
（
4
6
2
.6
％
）
に
達
し
て
い
る
。
　
　
　
　
⑶
　
特
別
償
却
限
度
額
等
の
減
税
相
当
額
は
，
2
0
1
2
年
度
4
5
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
2
1
7
億
円
に
な
り
，
増
減
差
額
は
，
1
7
1
億
円
（
3
7
8
.0
％
）
に
達
し
て
い
る
。
　
　
　
　
⑷
　
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
の
減
税
相
当
額
は
，
2
0
1
2
年
度
3
0
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
1
1
9
億
円
に
な
り
，
増
減
差
額
は
，
8
9
億
円
（
2
9
2
.4
％
）
に
達
し
て
い
る
。
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〔
表
1
1
〕　
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
種
類
ご
と
の
適
用
額
お
よ
び
減
税
相
当
額
の
状
況
の
年
度
比
較
─
政
策
減
税
の
種
類
別
の
適
用
状
況
を
分
析
し
て
い
る
─
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
比
較
　
単
体
法
人
・
連
結
法
人
（
合
計
）】
N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
適
用
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
増
減
差
額
増
減
％
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
増
減
差
額
増
減
％
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
増
減
差
額
増
減
％
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
4
0
,1
7
7
5
6
,5
7
5
1
6
,3
9
8
4
0
.8
4
2
0
,30
6
,11
3
7
1
5
,20
2
,21
5
2
9
4
,89
6
,10
2
7
0
.1
4
2
0
,30
6
,11
3
7
1
5
,20
2
,21
5
2
9
4
,89
6
,10
2
7
0
.1
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
7
0
4
,7
2
5
7
4
4
,7
2
0
3
9
,9
9
5
5
.6
2
,55
7
,33
0
,30
8
2
,76
7
,78
5
,31
6
2
1
0
,45
5
,00
8
8
.2
1
0
2
,29
3
,21
2
1
1
0
,71
1
,41
2
8
,41
8
,20
0
8
.2
３
特
別
償
却
限
度
額
等
3
2
,7
8
4
4
4
,3
9
1
1
1
,6
0
7
3
5
.4
5
1
6
,73
8
,42
4
9
9
4
,80
6
,07
2
4
7
8
,06
7
,64
8
9
2
.5
1
3
1
,76
8
,29
8
2
5
3
,67
5
,54
8
1
2
1
,90
7
,25
0
9
2
.5
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
,4
8
7
2
,3
5
4
－
1
3
3
－
5
.3
4
7
6
,05
6
,81
1
4
0
5
,86
2
,93
3
－
7
0
,19
3
,87
8
－
1
4
.7
1
2
1
,39
4
,48
6
1
0
3
,49
5
,04
7
－
1
7
,89
9
,43
9
－
1
4
.7
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
8
,9
9
4
8
,7
4
5
－
2
4
9
－
2
.7
4
3
3
,96
5
,03
3
4
4
3
,98
9
,38
0
1
0
,02
4
,34
7
2
.3
1
1
0
,66
1
,08
3
1
1
3
,21
7
,29
1
2
,55
6
,20
8
2
.3
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
4
,7
5
3
4
,9
8
7
2
3
4
4
.9
6
3
7
,31
9
,66
3
1
,07
2
,52
8
,24
8
4
3
5
,20
8
,58
5
6
8
.2
1
6
2
,51
6
,51
4
2
7
3
,49
4
,70
3
1
1
0
,97
8
,18
9
6
8
.2
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
1
2
1
4
2
1
6
.6
1
0
0
,67
1
,59
9
9
3
,91
9
,31
3
－
6
,75
2
,28
6
－
6
.7
2
5
,67
1
,25
7
2
3
,94
9
,42
4
－
1
,72
1
,83
3
－
6
.7
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
5
2
9
,4
6
4
5
8
1
,6
1
6
5
2
,1
5
2
9
.8
9
6
9
,40
1
,04
6
1
,14
9
,10
1
,16
8
1
7
9
,70
0
,12
2
1
8
.5
2
4
7
,19
7
,26
6
2
9
3
,02
0
,79
7
4
5
,82
3
,53
1
1
8
.5
合
　
　
計
1
,3
2
3
,3
9
6
1
,4
4
3
,4
0
2
1
2
0
,0
0
6
9
.0
6
,11
1
,78
8
,99
7
7
,64
3
,19
4
,64
5
1
,53
1
,40
5
,64
8
2
5
.0
1
,32
1
,80
8
,22
9
1
,88
6
,76
6
,43
7
5
6
4
,95
8
,20
8
4
2
.7
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（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
租
税
特
別
措
置
の
種
類
ご
と
の
適
用
額
お
よ
び
減
税
相
当
額
を
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
3
年
度
を
対
比
し
て
，
全
体
像
を
総
括
的
に
分
析
し
た
も
の
で
あ
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
種
類
ご
と
の
適
用
減
税
相
当
額
に
つ
い
て
，
そ
の
対
象
法
人
を
，
単
体
法
人
，
連
結
法
人
な
ら
び
に
，
合
計
に
区
分
し
，
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
3
年
度
と
の
「
増
減
差
額
」
お
よ
び
「
増
減
割
合
（
％
）」
を
分
析
し
て
い
る
が
，
そ
の
う
ち
，
単
体
・
連
結
法
人
（
合
計
）
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．
単
体
法
人
・
連
結
法
人
（
合
計
）
の
適
用
件
数
は
，
1
,4
4
3
,4
0
2
件
で
あ
り
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
，
1
2
0
,0
0
6
件
（
9
.0
％
）
増
加
し
て
い
る
。
　
　
　
　
　
適
用
額
の
合
計
額
は
，
2
0
1
2
年
度
６
兆
1
,1
1
7
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
７
兆
6
,4
3
1
億
円
に
増
加
し
，
そ
の
増
減
差
額
は
１
兆
5
,3
1
4
億
円
（
2
5
.0
％
）
へ
と
増
加
し
て
い
る
。
　
　
　
　
　
こ
の
「
適
用
額
」
に
そ
れ
ぞ
れ
換
算
税
率
を
乗
じ
て
換
算
し
た
減
税
相
当
額
の
合
計
は
，
2
0
1
2
年
度
１
兆
3
,2
1
8
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
１
兆
8
,8
6
7
億
円
に
増
加
し
，
そ
の
増
減
差
額
は
5
,6
4
9
億
円
（
4
2
.7
％
）
に
な
っ
て
い
る
。
　
　
　
４
．
2
0
1
3
年
度
の
連
結
法
人
の
減
税
相
当
額
が
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
増
加
し
た
主
な
要
因
は
，
次
の
よ
う
で
あ
る
。
　
　
　
　
⑴
　
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
が
，
2
0
1
2
年
度
4
,2
0
3
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
7
,1
5
2
億
円
に
大
幅
に
増
加
し
，
そ
の
増
減
差
額
は
，
2
,9
4
8
億
円
（
7
0
.1
％
）
に
達
し
て
い
る
。
　
　
　
　
⑵
　
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
の
減
税
相
当
額
は
，
2
0
1
2
年
度
1
,6
2
5
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
2
,7
3
4
億
円
に
増
加
し
，
そ
の
増
減
差
額
は
，
1
,1
0
9
億
円
（
6
8
.2
％
）
に
達
し
て
い
る
。
　
　
　
　
⑶
　
特
別
償
却
限
度
額
等
の
減
税
相
当
額
は
，
2
0
1
2
年
度
1
,3
1
7
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
2
,5
3
6
億
円
に
な
り
，
増
減
差
額
は
，
1
,2
1
9
億
円
（
9
2
.5
％
）
に
な
っ
て
い
る
。
　
　
　
　
⑷
　
特
定
の
基
金
に
対
す
る
負
担
金
等
の
損
金
算
入
の
特
例
な
ど
の
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
の
減
税
相
当
額
は
，
2
0
1
2
年
度
2
,4
7
1
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
2
,9
3
0
億
円
に
な
り
，
増
減
差
額
は
，
4
5
8
億
円
（
1
8
.5
％
）
に
な
っ
て
い
る
。
　
　
　
５
．
減
税
相
当
額
が
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
減
少
し
た
租
税
特
別
措
置
の
種
類
は
，
次
の
よ
う
で
あ
る
。
　
　
　
　
⑴
　
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
の
減
税
相
当
額
は
，
2
0
1
2
年
度
1
,2
1
3
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
1
,0
3
4
億
円
に
な
り
，
減
少
差
額
は
，
－
1
7
8
億
円
（
－
1
4
.7
％
）
に
な
っ
て
い
る
。
　
　
　
　
⑵
　
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
の
減
税
相
当
額
は
，
2
0
1
2
年
度
2
5
6
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
2
3
9
億
円
に
な
り
，
減
少
差
額
は
，
－
1
7
億
円
（
－
6
.7
％
）
に
な
っ
て
い
る
。
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Ⅴ　法人税関係租税特別措置の種類別個別措置の内訳
　　──政策減税措置のジャングルを切り開く──
１　法人税関係租税特別措置の個別措置の細目的分析の意味
　租税特別措置には様々なものがあり，その多くは特定の者の税負担を軽
減するなどにより，産業政策等の特定の政策目的の実現に向けて経済活動
を誘導する手段となっている。しかし，こうした租税特別措置は，優遇税
制措置として租税負担公平の原則に逆う例外であり，これが正当化される
ためには，その適用の実態や効果が透明で判りやすく，納税者が納得でき
るものでなければならない。
　このため，租税特別措置の内容を構成する個別措置の各々について，そ
の内容は，何であるか，適用状況はどうなっているのか，について実態を
明らかにすることが必要である。
　法人税関係の租税特別措置は，現在，83項目の個別措置により，その内
容を構成しており，それらは極めて多様なものとなっている。そこで，こ
れらの各々の個別措置について，措置名，適用件数，適用額，減税相当額
の詳細につき具体的に分析し検証することは有用なことである。
２　法人税関係租税特別措置の種類別個別措置の内訳
　法人税関係の租税特別措置の個別措置について，その属する種類別に区
分し，その適用状況を適用件数，適用額と，それに基づく減税相当額を試
算し，個別的に把握した結果を検証する（〔表12〕から〔表19〕）。
　この調査分析は，2013年度分について，適用件数，適用額，減税相当額
を単体法人，連結法人，単体・連結法人の合計に関し，最新年度分である
2013年度について調査している。
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〔
表
1
2
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
内
訳
【
2
0
1
3
年
度
分
　
１
　
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
適
用
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
１
試
験
研
究
を
行
っ
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
1
2
,3
2
5
3
7
8
1
2
,7
0
3
3
3
5
,5
7
2
,7
6
4
2
8
8
,4
0
1
,9
3
8
6
2
3
,9
7
4
,7
0
2
3
3
5
,5
7
2
,7
6
4
2
8
8
,4
0
1
,9
3
8
6
2
3
,9
7
4
,7
0
2
２
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
改
革
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
1
4
5
1
1
4
6
1
0
9
,8
9
8
3
,7
7
2
1
1
3
,6
7
0
1
0
9
,8
9
8
3
,7
7
2
1
1
3
,6
7
0
３
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
1
,8
0
7
5
1
,8
1
2
2
,2
4
2
,3
4
4
2
5
,4
7
0
2
,2
6
7
,8
1
4
2
,2
4
2
,3
4
4
2
5
,4
7
0
2
,2
6
7
,8
1
4
４
中
小
企
業
者
等
が
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
2
2
,9
6
6
1
7
2
2
,9
8
3
1
4
,8
8
3
,7
3
9
4
2
, 8
0
2
1
4
,9
2
6
,5
4
1
1
4
,8
8
3
,7
3
9
4
2
,8
0
2
1
4
,9
2
6
,5
4
1
５
事
業
基
盤
強
化
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
等
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
9
4
2
9
6
4
2
,2
5
0
1
7
9
4
2
,4
2
9
4
2
,2
5
0
1
7
9
4
2
,4
2
9
６
沖
縄
の
情
報
通
信
産
業
振
興
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
9
2
1
1
4
1
7
,1
6
5
2
6
2
,9
8
4
6
8
0
,1
4
9
4
1
7
,1
6
5
2
6
2
,9
8
4
6
8
0
,1
4
9
７
沖
縄
の
産
業
高
度
化
・
事
業
革
新
促
進
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
2
5
2
5
5
6
1
,0
8
3
5
6
1
,0
8
3
5
6
1
,0
8
3
5
6
1
,0
8
3
410
８
沖
縄
の
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
2
2
1
2
,7
4
0
1
2
,7
4
0
1
2
,7
4
0
1
2
,7
4
0
９
沖
縄
の
特
定
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
7
7
1
9
,0
3
3
1
9
,0
3
3
1
9
,0
3
3
1
9
,0
3
3
1
0
沖
縄
の
特
定
中
小
企
業
者
が
経
営
革
新
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
6
6
1
5
,8
0
2
1
5
,8
0
2
1
5
,8
0
2
1
5
,8
0
2
1
1
国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
2
6
3
2
9
2
,2
9
4
,2
9
1
2
0
4
,4
2
2
2
,4
9
8
,7
1
3
2
,2
9
4
,2
9
1
2
0
4
,4
2
2
2
,4
9
8
,7
1
3
1
2
雇
用
者
の
数
が
増
加
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
4
,6
2
6
4
4
,6
3
0
7
,4
3
7
,2
8
8
8
1
,5
0
8
7
,5
1
8
,7
9
6
7
,4
3
7
,2
8
8
8
1
,5
0
8
7
,5
1
8
,7
9
6
1
3
国
内
の
設
備
投
資
額
が
増
加
し
た
場
合
の
機
械
等
に
係
る
法
人
税
額
の
特
別
控
除
7
6
3
6
8
8
3
1
1
6
,8
9
6
,6
2
7
2
,5
3
4
,5
4
4
1
9
,4
3
1
,1
7
1
1
6
,8
9
6
,6
2
7
2
,5
3
4
,5
4
4
1
9
,4
3
1
,1
7
1
1
4
特
定
中
小
企
業
者
等
が
経
営
改
善
設
備
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
2
,4
1
7
3
2
,4
2
0
1
,1
3
7
,9
8
2
1
8
5
1
,1
3
8
,1
6
7
1
,1
3
7
,9
8
2
1
8
5
1
,1
3
8
,1
6
7
1
5
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
が
増
加
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
1
0
,8
2
3
5
1
1
0
,8
7
4
3
5
,5
2
3
,4
5
2
6
,4
7
7
,9
5
3
4
2
,0
0
1
,4
0
5
3
5
,5
2
3
,4
5
2
6
,4
7
7
,9
5
3
4
2
,0
0
1
,4
0
5
合
　
　
計
5
6
,0
4
1
5
3
4
5
6
,5
7
5
4
1
7
,1
6
6
,4
5
8
2
9
8
,0
3
5
,7
5
7
7
1
5
,2
0
2
,2
1
5
4
1
7
,1
6
6
,4
5
8
2
9
8
,0
3
5
,7
5
7
7
1
5
,2
0
2
,2
1
5
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（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
2
0
1
3
年
度
に
適
用
さ
れ
た
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
の
「
個
別
措
置
」
の
内
訳
を
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
個
別
措
置
を
種
類
ご
と
に
「
適
用
件
数
」「
適
用
額
」「
減
税
相
当
額
」
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
，「
単
体
法
人
」「
連
結
法
人
」
な
ら
び
に
「
合
計
」
に
区
分
し
，
2
0
1
3
年
度
分
に
つ
い
て
租
税
特
別
措
置
の
種
類
の
う
ち
，「
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
」
に
属
す
る
個
別
措
置
の
細
目
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
（
2
0
1
3
年
度
分
）
の
合
計
額
は
，
7
,1
5
2
億
円
で
あ
り
，
主
な
内
訳
を
税
額
控
除
額
の
多
い
順
に
表
示
す
る
と
次
の
よ
う
で
あ
る
。
　
　
　
　
　
⑴
　
試
験
研
究
を
行
っ
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
   
6
,2
3
9
億
円
　
　
　
　
　
⑵
　
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
が
増
加
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  4
2
0
億
円
　
　
　
　
　
⑶
　
国
内
の
設
備
投
資
額
が
増
加
し
た
場
合
の
機
械
等
に
係
る
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
　
　
　
　
  1
9
4
億
円
　
　
　
　
　
⑷
　
中
小
企
業
者
等
が
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  1
4
9
億
円
　
　
　
　
　
⑸
　
雇
用
者
の
数
が
増
加
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
7
5
億
円
　
　
　
　
　
⑹
　
国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
　
　
2
4
億
円
　
　
　
　
　
⑺
　
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
　
　
　
2
2
億
円
　
　
　
　
　
⑻
　
特
定
中
小
企
業
者
等
が
経
営
改
善
設
備
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
　
　
　
　
1
1
億
円
　
　
　
４
．
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
7
,1
5
2
億
円
の
う
ち
，
試
験
研
究
費
の
税
額
控
除
が
6
,2
3
9
億
円
で
8
7
.2
4
％
を
占
め
て
い
る
。
試
験
研
究
費
の
税
額
控
除
の
上
位
1
0
社
が
4
0
.9
％
を
占
め
て
お
り
，
ま
た
，
そ
の
主
な
適
用
業
種
は
，
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
3
6
.1
％
，
化
学
工
業
1
8
.0
％
，
機
械
製
造
業
9
.1
％
（
３
業
種
合
計
6
3
.2
％
）
が
占
め
て
い
る
（
財
務
省
報
告
書
2
0
1
3
年
度
５
頁
）。
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〔
表
1
3
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
内
訳
【
2
0
1
3
年
度
分
　
２
　
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
適
用
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
１
中
小
企
業
者
等
の
法
人
税
率
の
特
例
7
4
4
,2
0
2
2
8
6
7
4
4
,4
8
8
2
,7
0
9
,1
2
1
,5
6
7
2
,1
0
3
,5
3
7
2
,7
1
1
,2
2
5
,1
0
4
1
0
8
,3
6
4
,8
6
2
8
4
,1
4
1
1
0
8
,4
4
9
,0
0
4
２
特
定
の
医
療
法
人
の
法
人
税
率
の
特
例
2
3
2
2
3
2
5
6
,5
6
0
,2
1
2
5
6
,5
6
0
,2
1
2
2
,2
6
2
,4
0
8
2
,2
6
2
,4
0
8
合
　
　
計
7
4
4
,4
3
4
2
8
6
7
4
4
,7
2
0
2
,7
6
5
,6
8
1
,7
7
9
2
,1
0
3
,5
3
7
2
,7
6
7
,7
8
5
,3
1
6
1
1
0
,6
2
7
,2
7
1
8
4
,1
4
1
1
1
0
,7
1
1
,4
1
2
（
注
）　
１
． 「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
2
0
1
3
年
度
に
適
用
さ
れ
た
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
の
「
個
別
措
置
」
の
内
訳
を
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
個
別
措
置
を
種
類
ご
と
に
「
適
用
件
数
」「
適
用
額
」「
減
税
相
当
額
」
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
，「
単
体
法
人
」「
連
結
法
人
」
な
ら
び
に
「
合
計
」
に
区
分
し
，
2
0
1
3
年
度
分
に
つ
い
て
租
税
特
別
措
置
の
種
類
の
う
ち
，「
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
」
に
属
す
る
個
別
措
置
の
細
目
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
（
2
0
1
3
年
度
分
）
の
個
別
措
置
は
，
次
の
２
項
目
で
あ
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  適
用
件
数
　
　
　
　
   
適
用
額
　
　
　
　
減
税
相
当
額
　
　
　
　
⑴
　
中
小
企
業
者
等
の
法
人
税
率
の
特
例
　
　
 　
7
4
4
,4
8
8
　
　
　
２
兆
7
,1
1
2
億
円
　
　
　
1
,0
8
4
億
円
　
　
　
　
⑵
　
特
定
の
医
療
法
人
の
法
人
税
率
の
特
例
　
　
　
　
2
3
2
　
　
　
　
　
   
5
6
5
億
円
　
　
　
　
 2
2
億
円
　
　
　
４
．
中
小
企
業
者
等
の
軽
減
税
率
の
主
な
適
用
業
種
は
，
サ
ー
ビ
ス
業
2
6
.1
％
，
建
設
業
1
6
.2
％
，
不
動
産
業
1
2
.7
％
（
３
業
種
合
計
5
5
.0
％
）
が
占
め
て
い
る
（
財
務
省
報
告
書
2
0
1
3
年
度
５
頁
）。
　
　
　
５
．
特
定
の
医
療
法
人
の
軽
減
税
率
の
適
用
法
人
の
う
ち
，
上
位
1
0
社
の
適
用
額
の
割
合
が
3
7
.3
％
を
占
め
て
い
る
（
財
務
省
報
告
書
2
0
1
3
年
度
1
3
頁
）。
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〔
表
1
4
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
内
訳
【
2
0
1
3
年
度
分
　
３
　
特
別
償
却
限
度
額
等
】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
適
用
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
１
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
改
革
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
1
,5
3
3
7
1
,5
4
0
5
5
,0
1
9
,2
9
8
1
,6
9
8
,7
2
9
5
6
,7
1
8
,0
2
7
1
4
,0
2
9
,9
2
0
4
3
3
,1
7
5
1
4
,4
6
3
,0
9
6
２
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
1
0
,0
4
7
7
8
1
0
,1
2
5
4
9
1
,1
3
2
,2
2
4
6
1
,3
1
9
,9
3
4
5
5
2
,4
5
2
,1
5
8
1
2
5
,2
3
8
,7
1
7
1
5
,6
3
6
,5
8
3
1
4
0
,8
7
5
,3
0
0
３
中
小
企
業
者
等
が
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
2
7
,7
8
5
6
2
2
7
,8
4
7
2
5
7
,7
7
8
,2
2
2
6
,4
1
1
,4
9
9
2
6
4
,1
8
9
,7
2
1
6
5
,7
3
3
,4
4
6
1
,6
3
4
, 9
3
2
6
7
,3
6
8
,3
7
8
４
沖
縄
の
産
業
高
度
化
・
事
業
革
新
促
進
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
5
5
1
4
5
,6
1
6
1
4
5
,6
1
6
3
7
,1
3
2
0
3
7
,1
3
2
５
国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
8
8
5
4
5
,2
3
6
5
4
5
,2
3
6
1
3
9
,0
3
5
0
1
3
9
,0
3
5
６
国
内
の
設
備
投
資
額
が
増
加
し
た
場
合
の
機
械
等
の
特
別
償
却
1
5
0
6
1
5
6
1
8
,9
5
9
,9
0
7
8
,4
0
6
,9
7
2
2
7
,3
6
6
,8
7
9
4
,8
3
4
,7
7
6
2
,1
4
3
,7
7
7
6
,9
7
8
,5
5
4
７
特
定
中
小
企
業
者
等
が
経
営
改
善
設
備
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
8
7
0
3
8
7
3
3
,3
7
6
,1
6
7
5
,5
8
0
3
,3
8
1
,7
4
7
8
6
0
,9
2
2
1
,4
2
2
8
6
2
,3
4
5
８
公
害
防
止
用
設
備
の
特
別
償
却
3
3
5
1
,8
1
4
5
1
,8
1
4
1
3
,2
1
2
0
1
3
,2
1
2
９
船
舶
の
特
別
償
却
3
9
2
4
1
2
4
,9
2
5
,1
4
4
1
,7
7
7
,3
5
5
2
6
,7
0
2
,4
9
9
6
,3
5
5
,9
1
1
4
5
3
,2
2
5
6
,8
0
9
,1
3
7
1
0
関
西
文
化
学
術
研
究
都
市
の
文
化
学
術
研
究
地
区
に
お
け
る
文
化
学
術
研
究
施
設
の
特
別
償
却
2
2
3
,0
2
3
3
,0
2
3
7
7
0
0
7
7
0
414
1
1
集
積
区
域
に
お
け
る
集
積
産
業
用
資
産
の
特
別
償
却
3
3
2
3
5
2
,5
1
9
,8
8
2
1
,5
3
7
,4
5
7
4
,0
5
7
,3
3
9
6
4
2
,5
6
9
3
9
2
,0
5
1
1
,0
3
4
,6
2
1
1
2
特
定
農
産
加
工
品
生
産
設
備
等
の
特
別
償
却
2
2
9
1
6
9
1
6
2
3
3
0
2
3
3
1
3
特
定
信
頼
性
向
上
設
備
の
特
別
償
却
1
1
2
3
6
,8
0
9
2
3
6
,8
0
9
6
0
,3
8
6
0
6
0
,3
8
6
1
4
特
定
地
域
に
お
け
る
工
業
用
機
械
等
の
特
別
償
却
1
1
6
8
1
2
4
1
,0
8
6
,1
2
0
2
4
2
,8
6
4
1
,3
2
8
,9
8
4
2
7
6
,9
6
0
6
1
,9
3
0
3
3
8
,8
9
0
1
5
沖
縄
の
離
島
地
域
に
お
け
る
旅
館
業
用
建
物
等
の
特
別
償
却
1
1
7
1
,1
1
2
7
1
,1
1
2
1
8
,1
3
3
1
8
,1
3
3
1
6
医
療
用
機
器
等
の
特
別
償
却
1
,0
6
8
7
1
,0
7
5
3
,2
8
4
,9
9
6
7
8
,2
9
0
3
,3
6
3
,2
8
6
8
3
7
,6
7
3
1
9
,9
6
3
8
5
7
,6
3
7
1
7
障
害
者
を
雇
用
す
る
場
合
の
機
械
等
の
割
増
償
却
3
9
4
4
3
7
7
,8
7
8
1
,6
7
0
,9
5
6
1
,7
4
8
,8
3
4
1
9
,8
5
8
4
2
6
,0
9
3
4
4
5
,9
5
2
1
8
支
援
事
業
所
取
引
金
額
が
増
加
し
た
場
合
の
三
年
以
内
取
得
資
産
の
割
増
償
却
6
0
2
6
2
3
2
1
,1
5
8
1
6
,2
2
5
3
3
7
,3
8
3
8
1
,8
9
5
4
,1
3
7
8
6
,0
3
2
1
9
次
世
代
育
成
支
援
対
策
に
係
る
基
準
適
合
認
定
を
受
け
た
場
合
の
建
物
等
の
割
増
償
却
3
3
3
3
1
,0
6
0
,3
1
5
1
,0
6
0
,3
1
5
2
7
0
,3
8
0
2
7
0
,3
8
0
2
0
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
賃
貸
住
宅
の
割
増
償
却
1
0
2
1
1
0
3
3
4
8
,0
7
5
6
0
8
3
4
8
,6
8
3
8
8
,7
5
9
1
5
5
8
8
,9
1
4
2
1
特
定
再
開
発
建
築
物
等
の
割
増
償
却
3
1
2
3
3
5
,0
4
5
,1
8
9
5
3
,2
0
7
5
,0
9
8
,3
9
6
1
,2
8
6
,5
2
3
1
3
,5
6
7
1
,3
0
0
,0
9
0
2
2
倉
庫
用
建
物
等
の
割
増
償
却
1
7
2
1
9
8
3
,7
2
0
1
2
,6
0
8
9
6
,3
2
8
2
1
,3
4
8
3
,2
1
5
2
4
,5
6
3
2
3
特
別
償
却
不
足
額
が
あ
る
場
合
の
償
却
限
度
額
の
計
算
の
特
例
2
,0
6
2
7
2
,0
6
9
3
7
,0
9
8
,0
6
8
1
6
6
,7
4
4
3
7
,2
6
4
,8
1
2
9
,4
6
0
,0
0
7
4
2
,5
1
9
9
,5
0
2
,5
2
7
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2
4
準
備
金
方
式
に
よ
る
特
別
償
却
（
積
立
不
足
額
）
1
8
5
6
1
9
1
6
,5
5
0
,4
4
7
1
,6
8
5
,7
0
8
8
,2
3
6
,1
5
5
1
,6
7
0
,3
6
3
4
2
9
,8
5
5
2
,1
0
0
,2
1
9
合
　
　
計
4
4
,1
9
1
2
0
0
4
4
,3
9
1
9
0
9
,6
5
0
,2
2
4
8
5
,1
5
5
,8
4
8
9
9
4
,8
0
6
,0
7
2
2
3
1
,9
6
0
,8
0
7
2
1
,7
1
4
,7
4
1
2
5
3
,6
7
5
,5
4
8
（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
2
0
1
3
年
度
に
適
用
さ
れ
た
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
の
「
個
別
措
置
」
の
内
訳
を
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
個
別
措
置
を
種
類
ご
と
に
「
適
用
件
数
」「
適
用
額
」「
減
税
相
当
額
」
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
，「
単
体
法
人
」「
連
結
法
人
」
な
ら
び
に
「
合
計
」
に
区
分
し
，
2
0
1
3
年
度
分
に
つ
い
て
租
税
特
別
措
置
の
種
類
の
う
ち
，「
特
別
償
却
限
度
額
等
」
に
属
す
る
個
別
措
置
の
細
目
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．
特
別
償
却
限
度
額
等
（
2
0
1
3
年
度
分
）
の
減
税
相
当
額
の
総
額
は
2
,5
3
6
億
円
で
あ
り
，
主
な
内
訳
は
次
の
よ
う
で
あ
る
。
　
　
　
　
⑴
　
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
　
　
　
1
,4
0
8
億
円
　
　
　
　
⑵
　
中
小
企
業
者
等
が
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
　
　
　
　
　
　
　
　
　
   
6
7
3
億
円
　
　
　
　
⑶
　
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
改
革
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
　
　
　
   
1
4
4
億
円
　
　
　
　
⑷
　
特
別
償
却
不
足
額
が
あ
る
場
合
の
償
却
限
度
額
の
計
算
の
特
例
　
　
　
　
　
　
　
 　
9
5
億
円
　
　
　
　
⑸
　
国
内
の
設
備
投
資
額
が
増
加
し
た
場
合
の
機
械
等
の
特
別
償
却
　
　
　
　
　
 　
　
　
6
9
億
円
　
　
　
　
⑹
　
船
舶
の
特
別
償
却
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 　
　
　
6
8
億
円
〔
表
1
5
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
内
訳
【
2
0
1
3
年
度
分
　
４
　
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
適
用
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
１
海
外
投
資
等
損
失
準
備
金
8
4
1
2
8
,8
8
7
,5
5
9
2
,4
3
8
,8
6
9
1
1
,3
2
6
,4
2
8
2
,2
6
6
,3
2
7
6
2
1
,9
1
1
2
,8
8
8
,2
3
9
２
金
属
鉱
業
等
鉱
害
防
止
準
備
金
5
3
8
4
,7
8
2
8
,8
2
3
1
3
,6
1
0
1
,2
1
9
2
,2
5
1
3
,4
7
0
３
特
定
災
害
防
止
準
備
金
9
6
9
1
0
5
3
,4
0
3
,0
7
0
3
9
1
,7
5
3
3
,7
9
4
,8
2
3
8
6
7
,7
8
2
9
9
,8
9
7
9
6
7
,6
7
9
416
４
使
用
済
燃
料
再
処
理
準
備
金
6
3
9
8
4
,9
4
1
,1
7
9
4
1
,8
9
3
,2
9
6
1
2
6
,8
3
4
,4
7
5
2
1
,6
6
0
,0
0
0
1
0
,6
8
2
,7
9
0
3
2
,3
4
2
,7
9
1
５
原
子
力
発
電
施
設
解
体
準
備
金
1
1
9
5
4
,0
3
7
9
5
4
,0
3
7
0
2
4
3
,2
7
9
2
4
3
,2
7
9
６
保
険
会
社
等
の
異
常
危
険
準
備
金
5
6
5
6
1
3
3
,9
3
9
,4
5
7
1
3
3
,9
3
9
,4
5
7
3
4
,1
5
4
,5
6
1
0
3
4
,1
5
4
,5
6
1
７
原
子
力
保
険
又
は
地
震
保
険
に
係
る
異
常
危
険
準
備
金
1
6
1
6
4
6
,1
1
7
,3
4
3
4
6
,1
1
7
,3
4
3
1
1
,7
5
9
,9
2
2
0
1
1
,7
5
9
,9
2
2
８
関
西
国
際
空
港
用
地
整
備
準
備
金
・
中
部
国
際
空
港
整
備
準
備
金
1
1
2
7
3
7
,9
6
8
8
8
4
,0
0
0
1
,6
2
1
,9
6
8
1
8
8
,1
8
1
2
2
5
,4
2
0
4
1
3
,6
0
1
９
特
定
船
舶
に
係
る
特
別
修
繕
準
備
金
5
1
4
6
5
2
0
5
,4
5
6
,0
0
7
1
9
3
,7
0
1
5
,6
4
9
,7
0
8
1
,3
9
1
,2
8
1
4
9
,3
9
3
1
,4
4
0
,6
7
5
1
0
探
鉱
準
備
金
又
は
海
外
探
鉱
準
備
金
4
1
1
4
2
6
5
,0
2
1
,8
0
6
1
3
4
,0
0
0
6
5
,1
5
5
,8
0
6
1
6
,5
8
0
,5
6
0
3
4
,1
7
0
1
6
,6
1
4
,7
3
0
1
1
農
業
経
営
基
盤
強
化
準
備
金
1
,5
8
3
1
,5
8
3
1
0
,4
5
5
,2
7
8
1
0
,4
5
5
,2
7
8
2
,6
6
6
,0
9
5
0
2
,6
6
6
,0
9
5
合
　
　
計
2
,3
2
6
2
8
2
,3
5
4
3
5
8
,9
6
4
,4
4
9
4
6
,8
9
8
,4
8
4
4
0
5
,8
6
2
,9
3
3
9
1
,5
3
5
,9
3
4
1
1
,9
5
9
,1
1
3
1
0
3
,4
9
5
,0
4
7
（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
2
0
1
3
年
度
に
適
用
さ
れ
た
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
の
「
個
別
措
置
」
の
内
訳
を
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
個
別
措
置
を
種
類
ご
と
に
「
適
用
件
数
」「
適
用
額
」「
減
税
相
当
額
」
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
，「
単
体
法
人
」「
連
結
法
人
」
な
ら
び
に
「
合
計
」
に
区
分
し
，
2
0
1
3
年
度
分
に
つ
い
て
租
税
特
別
措
置
の
種
類
の
う
ち
，「
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
」
に
属
す
る
個
別
措
置
の
細
目
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
（
2
0
1
3
年
度
分
）
の
減
税
相
当
額
の
総
額
は
1
,0
3
4
億
円
で
あ
り
，
主
な
内
訳
は
，
次
の
よ
う
で
あ
る
。
　
　
　
　
⑴
　
保
険
会
社
等
の
異
常
危
険
準
備
金
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
3
4
1
億
円
　
　
　
　
⑵
　
使
用
済
燃
料
再
処
理
準
備
金
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
3
2
3
億
円
　
　
　
　
⑶
　
探
鉱
準
備
金
又
は
海
外
探
鉱
準
備
金
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
6
6
億
円
　
　
　
　
⑷
　
原
子
力
保
険
又
は
地
震
保
険
に
係
る
異
常
危
険
準
備
金
　
　
　
　
　
　
　
1
1
7
億
円
　
　
　
４
．
保
険
会
社
等
の
異
常
危
険
準
備
金
の
損
金
算
入
限
度
額
の
適
用
法
人
の
う
ち
，
上
位
1
0
社
の
適
用
額
の
割
合
が
9
7
.3
％
を
占
め
て
い
る
（
財
務
省
報
告
書
2
0
1
3
年
度
９
頁
）。
租税特別措置による政策減税の検証（富岡）　417
〔
表
1
6
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
内
訳
【
2
0
1
3
年
度
分
　
５
　
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
適
用
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
１
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
8
,7
3
6
9
8
,7
4
5
4
4
1
,4
4
0
,3
4
9
2
,5
4
9
,0
3
1
4
4
3
,9
8
9
,3
8
0
1
1
2
,5
6
7
,2
8
8
6
5
0
,0
0
2
1
1
3
,2
1
7
,2
9
1
（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
2
0
1
3
年
度
に
適
用
さ
れ
た
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
の
「
個
別
措
置
」
の
内
訳
を
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
個
別
措
置
を
種
類
ご
と
に
「
適
用
件
数
」「
適
用
額
」「
減
税
相
当
額
」
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
，「
単
体
法
人
」「
連
結
法
人
」
な
ら
び
に
「
合
計
」
に
区
分
し
，
2
0
1
3
年
度
分
に
つ
い
て
租
税
特
別
措
置
の
種
類
の
う
ち
，「
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
」
に
属
す
る
個
別
措
置
の
細
目
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
の
内
容
に
つ
い
て
，
次
の
特
徴
が
み
ら
れ
る
。
　
　
　
　
⑴
　
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
当
該
措
置
名
に
は
「
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
」
と
さ
れ
て
い
る
が
，
資
本
金
１
億
円
以
下
の
法
人
の
適
用
額
の
割
合
は
，
3
.5
2
％
で
あ
り
，
措
置
名
と
実
態
が
乖
離
し
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
　
　
　
　
　
　
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
に
よ
る
適
用
額
（
2
0
1
3
年
度
分
）〔
表
2
8
〕
参
照
　
　
　
　
　
①
　
資
本
金
１
億
円
以
下
の
法
人
の
適
用
額
合
計
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  1
5
,6
3
6
,8
2
4
千
円
　
　
　
　
　
②
　
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
に
よ
る
適
用
額
合
計
　
　
　
　
　
4
4
3
,9
8
9
,3
8
0
千
円
　
　
　
　
　
③
　
構
成
比
（
①
÷
②
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
   
3
. 5
2
％
　
　
　
　
⑵
　
上
記
報
告
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
業
種
別
分
類
に
お
い
て
は
，
金
融
保
険
業
が
全
体
の
9
4
.1
9
％
に
達
し
て
い
る
。
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
に
よ
る
適
用
額
に
つ
い
て
，
業
種
別
分
類
は
次
の
よ
う
で
あ
る
。
　
　
　
　
　
①
　
金
融
保
険
業
（
単
体
法
人
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  4
1
5
,7
9
7
,3
7
4
千
円
　
　
　
　
　
　
　
金
融
保
険
業
（
連
結
法
人
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  2
,4
3
5
,6
0
5
千
円
　
　
　
　
　
　
　
金
融
保
険
業
（
連
単
合
計
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  4
1
8
,2
3
2
,9
7
9
千
円
　
　
　
　
　
②
　
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
に
よ
る
適
用
額
合
計
　
　
　
　
　
4
4
3
,9
8
9
,3
8
0
千
円
　
　
　
　
　
③
　
構
成
比
（
①
÷
②
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 9
4
.1
9
％
　
　
　
　
⑶
　
中
小
企
業
等
よ
り
も
協
同
組
合
等
の
占
め
る
割
合
が
多
い
。
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租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
に
お
け
る
概
要
説
明
に
お
い
て
は
，
中
小
企
業
等
で
は
な
く
，
公
益
法
人
等
又
は
協
同
組
合
等
に
重
点
が
置
か
れ
た
説
明
に
な
っ
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
　
　
　
　
　
①
　
措
置
名
　
　
　
　
　
　
　
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
の
特
例
　
　
　
　
　
②
　
措
置
の
概
要
　
　
　
　
　
　
　
公
益
法
人
等
又
は
協
同
組
合
等
の
一
括
評
価
金
銭
債
権
に
係
る
貸
倒
引
当
金
の
繰
入
限
度
額
は
，
通
常
の
繰
入
限
度
額
の
1
2
％
増
し
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
〔
表
1
7
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
内
訳
【
2
0
1
3
年
度
分
　
６
　
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
適
用
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
１
収
用
等
に
伴
い
代
替
資
産
を
取
得
し
た
場
合
等
の
課
税
の
特
例
3
6
8
2
5
3
9
3
1
4
1
,3
2
9
,0
7
7
2
1
,6
3
8
,1
1
5
1
6
2
,9
6
7
,1
9
2
3
6
,0
3
8
,9
1
4
5
,5
1
7
,7
1
9
4
1
,5
5
6
,6
3
3
２
換
地
処
分
等
に
伴
い
資
産
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
1
2
5
9
1
3
4
1
6
6
,9
2
4
,9
2
8
2
9
9
,4
7
1
,3
6
0
4
6
6
,3
9
6
,2
8
8
4
2
,5
6
5
,8
5
6
7
6
,3
6
5
,1
9
6
1
1
8
,9
3
1
,0
5
3
３
収
用
換
地
等
の
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
2
,8
9
5
4
0
2
,9
3
5
3
9
,1
2
8
,4
6
0
7
4
2
,9
9
7
3
9
,8
7
1
,4
5
7
9
,9
7
7
,7
5
7
1
8
9
,4
6
4
1
0
,1
6
7
,2
2
1
４
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
8
8
1
8
9
6
5
5
,6
4
1
2
0
,0
0
0
6
7
5
,6
4
1
1
6
7
,1
8
8
5
,1
0
0
1
7
2
,2
8
8
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５
特
定
住
宅
地
造
成
事
業
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
7
5
3
7
8
6
2
7
,4
8
9
3
3
,6
0
8
6
6
1
,0
9
7
1
6
0
,0
0
9
8
,5
7
0
1
6
8
,5
7
9
６
農
地
保
有
の
合
理
化
の
た
め
に
農
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
1
1
1
1
2
7
,1
4
2
2
7
,1
4
2
6
,9
2
1
0
6
,9
2
1
７
特
定
の
長
期
所
有
土
地
等
の
所
得
の
特
別
控
除
1
1
5
7
0
5
7
0
1
4
5
0
1
4
5
８
特
定
の
資
産
の
買
換
え
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
1
,1
4
7
5
2
1
,1
9
9
2
8
3
,3
5
2
,3
7
4
8
0
,7
0
2
,9
2
7
3
6
4
,0
5
5
,3
0
1
7
2
,2
5
4
,8
5
5
2
0
,5
7
9
,2
4
6
9
2
,8
3
4
,1
0
1
９
大
規
模
な
住
宅
地
等
造
成
事
業
の
施
行
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
造
成
の
た
め
の
交
換
等
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
1
1
3
,6
0
0
3
,6
0
0
9
1
8
0
9
1
8
1
0
認
定
事
業
用
地
適
正
化
計
画
の
事
業
用
地
の
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
交
換
等
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
2
2
6
9
1
,9
0
6
6
9
1
,9
0
6
1
7
6
,4
3
6
0
1
7
6
,4
3
6
1
1
平
成
2
1
年
お
よ
び
平
成
2
2
年
に
土
地
等
の
先
行
取
得
を
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
1
3
6
8
1
4
4
3
5
,8
0
9
,0
2
7
1
,3
6
9
,0
2
7
3
7
,1
7
8
,0
5
4
9
,1
3
1
,3
0
1
3
4
9
,1
0
1
9
,4
8
0
,4
0
3
合
　
　
計
4
,8
4
9
1
3
8
4
,9
8
7
6
6
8
,5
5
0
,2
1
4
4
0
3
,9
7
8
,0
3
4
1
,0
7
2
,5
2
8
,2
4
8
1
7
0
,4
8
0
,3
0
4
1
0
3
,0
1
4
,3
9
8
2
7
3
,4
9
4
,7
0
3
（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
2
0
1
3
年
度
に
適
用
さ
れ
た
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
の
「
個
別
措
置
」
の
内
訳
を
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
個
別
措
置
を
種
類
ご
と
に
「
適
用
件
数
」「
適
用
額
」「
減
税
相
当
額
」
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
，「
単
体
法
人
」「
連
結
法
人
」
な
ら
び
に
「
合
計
」
に
区
分
し
，
2
0
1
3
年
度
分
に
つ
い
て
租
税
特
別
措
置
の
種
類
の
う
ち
，「
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
」
に
属
す
る
個
別
措
置
の
細
目
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．「
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
」
の
2
0
1
3
年
度
に
お
け
る
個
別
措
置
は
1
1
項
目
で
あ
り
，
適
用
件
数
は
4
,9
8
7
件
，
適
用
額
は
１
兆
7
2
5
億
円
で
あ
る
。
こ
の
適
用
額
に
法
人
税
率
2
5
.5
％
を
乗
じ
て
換
算
し
た
「
減
税
相
当
額
」
は
，
2
,7
3
4
億
円
で
あ
り
，
そ
の
主
な
内
訳
は
，
次
の
よ
う
で
あ
る
。
420
　
　
　
　
⑴
　
換
地
処
分
等
に
伴
い
資
産
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
,1
8
9
億
円
　
　
　
　
⑵
　
特
定
の
資
産
の
買
換
え
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
   
9
2
8
億
円
　
　
　
　
⑶
　
収
用
等
に
伴
い
代
替
資
産
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
   
4
1
5
億
円
　
　
　
　
⑷
　
収
用
換
地
等
の
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
   
1
0
1
億
円
　
　
　
　
⑸
　
平
成
2
1
年
お
よ
び
平
成
2
2
年
に
土
地
等
の
先
行
取
得
を
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
　
　
　
　
 9
4
億
円
〔
表
1
8
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
内
訳
【
2
0
1
3
年
度
分
　
７
　
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
適
用
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
１
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
等
の
特
例
1
3
1
1
4
9
2
,8
9
9
,6
3
3
1
,0
1
9
,6
8
0
9
3
,9
1
9
,3
1
3
2
3
,6
8
9
,4
0
6
2
6
0
,0
1
8
2
3
,9
4
9
,4
2
4
（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
2
0
1
3
年
度
に
適
用
さ
れ
た
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
の
「
個
別
措
置
」
の
内
訳
を
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
個
別
措
置
を
種
類
ご
と
に
「
適
用
件
数
」「
適
用
額
」「
減
税
相
当
額
」
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
，「
単
体
法
人
」「
連
結
法
人
」
な
ら
び
に
「
合
計
」
に
区
分
し
，
2
0
1
3
年
度
分
に
つ
い
て
租
税
特
別
措
置
の
種
類
の
う
ち
，「
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
」
に
属
す
る
個
別
措
置
の
細
目
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．「
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
」
の
2
0
1
3
年
度
に
お
け
る
個
別
措
置
は
１
項
目
で
あ
り
，
適
用
件
数
は
1
4
件
，
適
用
額
は
9
3
9
億
円
で
あ
る
。
こ
の
適
用
額
に
法
人
税
率
2
5
.5
％
を
乗
じ
て
換
算
し
た
「
減
税
相
当
額
」
は
，
2
3
9
億
円
で
あ
っ
た
。
　
　
　
４
．
適
用
件
数
は
1
4
件
と
少
な
く
，
限
ら
れ
た
損
害
保
険
会
社
に
減
税
の
恩
恵
が
集
中
し
て
お
り
，
適
用
額
の
高
額
な
会
社
順
に
列
挙
す
る
と
，
次
の
よ
う
で
あ
る
。
　
　
　
　
　
①
　
3
2
5
億
円
，
②
　
2
3
8
億
円
，
③
　
1
3
0
億
円
，
④
　
1
2
9
億
円
，
⑤
　
5
5
億
円
，
⑥
　
2
6
億
円
，
⑦
　
1
1
億
円
，
⑧
　
1
0
億
円
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〔
表
1
9
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
内
訳
【
2
0
1
3
年
度
分
　
８
　
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
適
用
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
単
体
法
人
連
結
法
人
合
計
１
新
鉱
床
探
鉱
費
又
は
海
外
新
鉱
床
探
鉱
費
の
特
別
控
除
2
0
1
2
1
3
0
,0
3
8
,5
6
7
1
3
4
,0
0
0
3
0
,1
7
2
,5
6
7
7
,6
5
9
,8
3
4
3
4
,1
7
0
7
,6
9
4
,0
0
4
２
対
外
船
舶
運
航
事
業
を
営
む
法
人
の
日
本
船
舶
に
よ
る
収
入
金
額
の
課
税
の
特
例
8
8
4
8
,3
6
4
.6
2
3
4
8
,3
6
4
,6
2
3
1
2
,3
3
2
,9
7
8
1
2
,3
3
2
,9
7
8
３
農
用
地
等
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
9
5
6
9
5
6
7
,3
4
8
,4
0
1
7
,3
4
8
,4
0
1
1
,8
7
3
,8
4
2
1
,8
7
3
,8
4
2
４
技
術
研
究
組
合
の
所
得
の
計
算
の
特
例
1
5
1
5
2
,7
3
9
,0
2
4
2
,7
3
9
,0
2
4
6
9
8
,4
5
1
6
9
8
,4
5
1
５
特
定
の
基
金
に
対
す
る
負
担
金
等
の
損
金
算
入
の
特
例
9
5
,7
5
0
6
4
9
5
,8
1
4
1
4
0
,9
6
9
,3
3
7
5
,7
5
2
,0
4
1
1
4
6
,7
2
1
,3
7
8
3
5
,9
4
7
,1
8
0
1
,4
6
6
,7
7
0
3
7
,4
1
3
,9
5
1
６
認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
み
な
し
寄
附
金
の
損
金
算
入
の
特
例
3
8
3
8
8
5
,1
3
8
8
5
,1
3
8
2
1
,7
1
0
2
1
,7
1
0
７
認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
等
に
対
す
る
寄
附
金
の
損
金
算
入
の
特
例
1
6
,3
2
2
1
4
9
1
6
,4
7
1
9
,8
1
5
,4
0
6
7
4
2
,4
2
9
1
0
,5
5
7
,8
3
5
2
,5
0
2
,9
2
8
1
8
9
,3
1
9
2
,6
9
2
,2
4
7
８
社
会
保
険
診
療
報
酬
の
所
得
の
計
算
の
特
例
5
2
5
2
3
9
4
,9
0
5
3
9
4
,9
0
5
1
0
0
,7
0
0
1
0
0
,7
0
0
９
農
業
生
産
法
人
の
肉
用
牛
の
売
却
に
係
る
所
得
の
課
税
の
特
例
1
,1
1
7
1
,1
1
7
2
2
,9
4
2
,0
3
2
2
2
,9
4
2
,0
3
2
5
,8
5
0
,2
1
8
5
,8
5
0
,2
1
8
1
0
転
廃
業
助
成
金
等
に
係
る
課
税
の
特
例
7
7
2
8
,2
3
9
2
8
,2
3
9
7
,2
0
0
7
,2
0
0
422
1
1
中
小
企
業
者
等
の
少
額
減
価
償
却
資
産
に
係
る
取
得
価
額
の
損
金
算
入
の
特
例
4
5
9
,4
6
6
2
6
3
4
5
9
,7
2
9
2
6
0
,9
2
1
,6
6
9
3
6
4
,6
6
5
2
6
1
,2
8
6
,3
3
4
6
6
,5
3
5
,0
2
5
9
2
,9
8
9
6
6
,6
2
8
,0
1
5
1
2
特
定
株
式
投
資
信
託
の
収
益
の
分
配
に
係
る
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
等
の
特
例
6
,7
9
4
1
5
6
,8
0
9
7
5
,5
7
4
,2
1
5
1
,6
1
7
,0
0
6
7
7
,1
9
1
,2
2
1
1
9
,2
7
1
,4
2
4
4
1
2
,3
3
6
1
9
,6
8
3
,7
6
1
1
3
特
定
目
的
会
社
に
係
る
課
税
の
特
例
4
8
9
4
8
9
2
8
7
,0
2
0
,8
8
6
2
8
7
,0
2
0
,8
8
6
7
3
,1
9
0
,3
2
5
7
3
,1
9
0
,3
2
5
1
4
投
資
法
人
に
係
る
課
税
の
特
例
9
0
9
0
2
5
4
,2
4
8
,5
8
5
2
5
4
,2
4
8
,5
8
5
6
4
,8
3
3
,3
8
9
6
4
,8
3
3
,3
8
9
合
　
　
計
5
8
1
,1
2
4
4
9
2
5
8
1
,6
1
6
1
,1
4
0
,4
9
1
,0
2
7
8
,6
1
0
,1
4
1
1
,1
4
9
,1
0
1
,1
6
8
2
9
0
,8
2
5
,2
1
1
2
,1
9
5
,5
8
5
2
9
3
,0
2
0
,7
9
7
（
注
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．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
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の
内
容
に
つ
い
て
，
2
0
1
3
年
度
に
適
用
さ
れ
た
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
の
「
個
別
措
置
」
の
内
訳
を
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
特
別
措
置
の
個
別
措
置
を
種
類
ご
と
に
「
適
用
件
数
」「
適
用
額
」「
減
税
相
当
額
」
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
，「
単
体
法
人
」「
連
結
法
人
」
な
ら
び
に
「
合
計
」
に
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分
し
，
2
0
1
3
年
度
分
に
つ
い
て
租
税
特
別
措
置
の
種
類
の
う
ち
，「
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
」
に
属
す
る
個
別
措
置
の
細
目
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．「
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
」
の
2
0
1
3
年
度
に
お
け
る
個
別
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1
4
項
目
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り
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数
は
5
8
1
,6
1
6
件
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額
は
１
兆
1
,4
9
1
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る
。
こ
の
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用
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法
人
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率
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5
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税
相
当
額
2
,9
3
0
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主
な
内
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小
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少
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償
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得
価
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損
金
算
入
の
特
例
（
4
5
9
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6
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③
　
投
資
法
人
に
係
る
課
税
の
特
例
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
6
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④
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定
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基
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す
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担
金
等
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損
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算
入
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信
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収
益
の
分
配
に
係
る
受
取
配
当
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金
不
算
入
等
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特
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1
9
6
億
円
　
　
　
　
⑥
　
対
外
船
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運
航
事
業
を
営
む
法
人
の
日
本
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よ
る
収
入
金
額
の
課
税
の
特
例
　
　
　
　
　
　
　
　
1
2
3
億
円
　
　
　
　
⑦
　
新
鉱
床
探
鉱
費
又
は
海
外
新
鉱
床
探
鉱
費
の
特
別
控
除
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6
億
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農
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法
人
の
肉
用
牛
の
売
却
に
係
る
所
得
の
課
税
の
特
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  5
8
億
円
　
　
　
　
⑨
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特
定
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す
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損
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算
入
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特
例
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  2
6
億
円
　
　
　
　
⑩
　
農
用
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等
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得
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課
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8
億
円
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Ⅵ　租税特別措置の適用減収税額による歳入の欠落状況
　　──国家財政に与えている巨大な実損害──
１　法人税関係の租税特別措置による適用減収税額による歳入の欠落状
況についての分析の意義
　現行の法人税制は課税ベースのイロージョンにより空洞化し歳入調達機
能を喪失し崩壊の危機に瀕している。このような事態を招いている要因は
多様ではあるが，最大のものは特定産業や特定業種に傾斜して適用され，
特定企業に対する特権的優遇税制化している租税特別措置による政策減税
措置である。
　我が国の財政が恒常的な赤字構造であり厖大な長期債務を抱えている要
因には，この間の失われた20年におよぶデフレ不況の経済低迷が大である
ことはもとよりであるが，歳出抑制が緩慢であるとともに，歳入不足が最
大のものである。この歳入不足を招来している真因は，既得権化し，税制
が伏魔殿化し，不公正税制の牙城となっている租税特別措置による政策減
税措置が元凶である。
　しかも，この法人税関係の租税特別措置による政策減税の適用による歳
入の減収税額である「減税相当額」は，2012年度分が１兆3,218億円，
2013年度分が１兆8,867億円の巨額に達しているものと試算することがで
きる。
　そこで，法人税関係の租税特別措置による適用減税相当額が歳入の欠落
に及ぼしている状況が，どのような事態になっているかを法人税収実額の
決算額と対比して分析し，財政収入に及ぼす影響の状況を明らかにするこ
とは有用である。
　巨額な財政赤字に苦しみ財政再建が緊要であるとともに，国の儲け頭で
あるグローバル大企業が「国に税金を払わない」として，大きな批判を受
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けている現今，崩壊の危機にあり，不公正さが目立っている法人税制の再
建改革の最大のターゲットとして租税特別措置による優遇税制の根本的な
整理縮小が求められているとき，このような事態は重大であり看過するこ
とは許されない。
２　法人税関係の租税特別措置の適用減税相当額および歳入の欠落状況
　法人税関係の租税特別措置による政策減税の適用減収税額が，財政収入
である歳入の欠落に及ぼしている状況を，法人税収の実績である「法人税
収実額の決算額」に対する割合である歳入の「減収率」を示すことにより
検証している。
　この調査分析は，2012年度分，2013年度分，2012・2013年度比較につい
て租税特別措置の種類ごとに，適用件数，租特適用額，減税相当額，これ
らに基づく減収率に関し調査している。
　政策減税の適用による減収相当額が「総合計税収相当額」に占める割
合，つまり減収率は，2012年度分が11.92％，次いで，2013年度分は一段
と拡大化して15.23％の大きさに達している。
　これらについての詳細な分析結果の内容を順次表示すれば，〔表20〕か
ら〔表22〕のようである。
〔表20〕　法人税関係特別措置の適用減税相当額による歳入の欠落状況
─政策減税の適用により失われた歳入欠落状況を試算している─
【2012年度分】
区　　分 適用件数
租特適用額
（千円）
減税相当額
（千円）
減収率
（％）
租税特別措置による税額控
除額
40,177 420,306,113 420,306,113 3.79
軽減税率適用特例対象所得
金額
704,725 2,557,330,308 102,293,212 0.92
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?????????
特別償却限度額等 32,784 516,738,424 131,768,298 1.18
?????????
準備金等のうち損金算入限
度額
2,487 476,056,811 121,394,486 1.09
協同組合等・中小企業等の
貸倒引当金繰入限度額の特
例
8,994 433,965,033 110,661,083 0.99
土地税制による損金算入額 4,753 637,319,663 162,516,514 1.46
損害保険会社の受取配当益
金不算入に係る特別利子の
額
12 100,671,599 25,671,257 0.23
その他の特別措置による損
金算入額
529,464 969,401,046 247,197,266 2.23
適用租税特別措置の合計
（A）
1,323,396 6,111,788,997 1,321,808,229 11.92
法人税収実額の決算額（B） 9,758,311,000 88.07
総合計税収相当額（A＋ B） 11,080,119,229 100.00
（注）　１．「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」の内容について，法
人税関係租税特別措置の種類ごとに「適用件数」「適用額」および「減税相当
額」を表示し，この租税特別措置により欠落し喪失した財源を当該年度の法
人税収実額の決算額と対比して分析し，歳入の欠落割合を明示した。
　　　２．本表は，法人税関係租税特別措置の適用減税相当額による「歳入」の欠落
状況について，2012年度の状況を表示している。
　　　　　減税相当額の総額は，「租税特別措置合計（A）」欄の「減税相当額」が示す
ように，2012年度は１兆3,218億円に達し，巨額な歳入欠陥になっている。
　　　３．「法人税収実額の決算額（B）」は，法人税収の実績額であり，財務省が公表
している「租税及び印紙収入決算額調」における法人税（決算額）である。
　　　４．「総合計（A＋ B）」とは，政策減税適用前の法人税収の総合計相当額を示し
ている。
　　　５．「減税率（％）」とは，租税特別措置の種類ごとに，「政策減税適用前の法人
税収の総合計相当額（A＋ B）」に占める割合を示している。
　　　６．租税特別措置の政策減税による歳入の欠落は法人税収の総合計税収相当額
の11.92％に及んでいる。
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〔表21〕　法人税関係特別措置の適用減税相当額による歳入の欠落状況
─政策減税の適用により失われた歳入欠落状況を試算している─
【2013年度分】
区　　分 適用件数
租特適用額
（千円）
減税相当額
（千円）
減収率
（％）
?????????
租税特別措置による税額控
除額
56,575 715,202,215 715,202,215 5.77
?????????
軽減税率適用特例対象所得
金額
744,720 2,767,785,316 110,711,412 0.89
特別償却限度額等 44,391 994,806,072 253,675,548 2.04
準備金等のうち損金算入限
度額
2,354 405,862,933 103,495,047 0.83
協同組合等・中小企業等の
貸倒引当金繰入限度額の特
例
8,745 443,989,380 113,217,291 0.91
土地税制による損金算入額 4,987 1,072,528,248 273,494,703 2.20
損害保険会社の受取配当益
金不算入に係る特別利子の
額
14 93,919,313 23,949,424 0.19
その他の特別措置による損
金算入額
581,616 1,149,101,168 293,020,797 2.36
適用租税特別措置の合計
（A）
1,443,402 7,643,194,645 1,886,766,437 15.23
法人税収実額の決算額（B） 10,493,717,924 84.76
総合計税収相当額（A＋ B） 12,380,484,361 100.00
（注）　１．「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」の内容について，法
人税関係租税特別措置の種類ごとに「適用件数」「適用額」および「減税相当
額」を表示し，この租税特別措置により欠落し喪失した財源を当該年度の法
人税収実額の決算額と対比して分析し，歳入の欠落割合を明示した。
　　　２．本表は，法人税関係租税特別措置の適用減税相当額による「歳入」の欠落
状況について，2013年度の状況を表示している。
　　　３．減税相当額の総額は，「租税特別措置合計（A）」欄の「減税相当額」が示す
ように，2013年度は１兆8,867億円に達し，巨額な歳入欠落になっている。
　　　４．租税特別措置の政策減税による歳入の欠落は法人税収の総合計税収相当額
の15.23％に及んでいる。
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,8
0
8
,2
2
9
1
,8
8
6
,7
6
6
,4
3
7
1
1
.9
2
1
5
.2
3
法
人
税
収
実
額
の
決
算
額
（
B
）
9
,7
5
8
,3
1
1
,0
0
0
1
0
,4
9
3
,7
1
7
,9
2
4
8
8
.0
7
8
4
.7
6
総
合
計
税
収
相
当
額
（
A
＋
B
）
1
1
,0
8
0
,1
1
9
,2
2
9
1
2
,3
8
0
,4
8
4
,3
6
1
1
0
0
.0
0
1
0
0
.0
0
（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
ご
と
に
「
適
用
件
数
」「
適
用
額
」
お
よ
び
「
減
税
相
当
額
」
を
表
示
し
，
こ
の
租
税
特
別
措
置
に
よ
り
欠
落
し
喪
失
し
た
財
源
を
当
該
年
度
の
法
人
税
収
実
額
の
決
算
額
と
対
比
し
て
分
析
し
，
歳
入
の
欠
落
割
合
を
明
示
し
た
。
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２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
適
用
減
税
相
当
額
に
よ
る
「
歳
入
」
の
欠
落
状
況
に
つ
い
て
，
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
3
年
度
を
比
較
し
て
表
示
し
た
。
　
　
　
３
．
減
税
相
当
額
の
総
額
は
，「
租
税
特
別
措
置
合
計
（
A
）」
欄
の
「
減
税
相
当
額
」
が
示
す
よ
う
に
，
2
0
1
2
年
度
は
１
兆
3
,2
1
8
億
円
，
2
0
1
3
年
度
は
１
兆
8
,8
6
7
億
円
に
達
し
，
巨
額
な
歳
入
欠
陥
に
な
っ
て
い
る
。
　
　
　
４
．「
法
人
税
収
実
額
決
算
額
（
B
）」
は
，
法
人
税
収
の
実
績
額
で
あ
り
，
財
務
省
が
公
表
し
て
い
る
「
租
税
お
よ
び
印
紙
収
入
決
算
額
調
」
に
お
け
る
法
人
税
（
決
算
額
）
で
あ
る
。
　
　
　
５
．「
総
合
計
税
収
相
当
額
（
A
＋
B
）」
と
は
，
政
策
減
税
適
用
前
の
法
人
税
収
の
総
合
計
相
当
額
を
示
し
て
い
る
。
　
　
　
６
．「
減
収
率
（
％
）」
と
は
，
租
税
特
別
措
置
の
種
類
ご
と
に
，「
政
策
減
税
適
用
前
の
法
人
税
収
の
総
合
計
相
当
額
（
A
＋
B
）」
に
占
め
る
割
合
を
示
し
て
い
る
。
　
　
　
７
．
租
税
特
別
措
置
の
政
策
減
税
に
よ
る
歳
入
の
欠
落
は
法
人
税
収
の
総
合
計
税
収
相
当
額
の
1
1
.9
2
％
（
2
0
1
2
年
度
），
1
5
.2
3
％
（
2
0
1
3
年
度
）
に
及
ん
で
い
る
。
　
　
　
８
．
減
税
相
当
額
（
歳
入
欠
落
額
）
が
2
0
1
2
年
度
１
兆
3
,2
1
8
億
円
か
ら
2
0
1
3
年
度
１
兆
8
,8
6
7
億
円
へ
と
5
,6
4
9
億
円
（
4
2
.7
4
％
）
増
大
し
て
い
る
。
そ
の
主
な
増
加
要
因
は
次
の
よ
う
で
あ
る
。
　
　
　
　
⑴
　
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
　
　
　
　
2
,9
4
8
億
円
（
7
0
.1
6
％
増
）
　
　
　
　
⑵
　
特
別
償
却
限
度
額
等
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
,2
1
9
億
円
（
9
2
.5
1
％
増
）
　
　
　
　
⑶
　
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
　
　
　
　
　
　
1
,1
0
9
億
円
（
6
8
.2
8
％
増
）
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Ⅶ　政策減税の企業の資本金階級別・種類別の適用状況
　　──恩恵が巨大企業に集中している実態──
１　法人税関係の租税特別措置の企業の資本金階級別・種類別の適用状
況についての分析の意義
　租税特別措置による政策減税は，課税公平の原則の例外であり，特定の
者の税負担を軽減することなどにより産業政策等の特定の政策目的の実現
に向け，経済活動を誘導する手段となっている。問題なのは，これが特定
の産業や特定の業種に偏り，しかも特定の企業に集中して特権的優遇税制
になっていることである。したがって，企業活動や業種に対し税制の中立
性を阻害し，最大の不公正税制となっている。
　現に，法人税関係の租税特別措置による政策減税は圧倒的に巨大企業に
集中的に傾斜して優遇税制化している。これは，2013年度分における政策
減税相当額の総額が１兆8,867億円に達しているが，その減税の恩恵は資
本金100億円超の巨大企業の単体法人が5,807億円で30.78％，連結法人が
4.379億円で23.20％で，合算すると53.98％にも達する。政策減税による同
年度の減税全体の半分以上を，資本金100億円超の企業の748社と，連結法
人768社で占めているわけである。
　特に驚くべきことは，１社当たりの平均減税恩恵の享受額は，資本金
100億円超の巨大企業が７億7,645万円（51.00％），連結法人が５億7,318万
円（37.65％）もの巨額の減税を受けていることである。
　このように政策減税が限定された巨大企業の税負担削減の決定的要因と
して税負担の公平性を阻害し，課税の中立性を侵害し現存しているという
重大事態を一段と明確にすることが緊要である。
　そこで，政策減税の適用状況を租税特別措置の種類別に，企業の規模の
区分別に，それぞれについて適用件数，租特適用額，減税相当額について
430
詳細に分析し検証することは，租税特別措置の抱えている問題の所在を解
明するために有用なことである。
　
２　法人税関係の租税特別措置の資本金階級別・種類別の適用状況
　法人税関係の租税特別措置による政策減税について，種類別の各項目に
ついて，資本金階級別に区分した適用件数，租特適用額，減税相当額を集
計し，適用状況がどのようになっているかを詳細に分析する。
　このため調査は，政策減税の適用状況を資本階級別に区分して種類別
に，2012年度分の単体法人，2012年度分の連結法人，2012年度分の単体・
連結法人の合計について，さらに，2013年度分の単体法人，2013年度分の
連結法人，2013年度分の単体・連結法人の合計の６枚について作表してい
る。
　「法人税関係租税特別措置企業規模別・種類別適用状況」（〔表23〕～〔表
28〕）は2012年度と2013年度にわたり，単体法人・連結法人・連単合計に
区分して資本階級別区分による企業規模別に６種類作成している。
　『租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書』の「業種別・資
本金階級別適用件数及び適用額」に基づき，「法人税関係租税特別措置の
種類別個別措置の内訳」８種類（〔表12〕～〔表19〕）を作成している。
　この８種類の「法人税関係租税特別措置の種類別個別措置の内訳」から
６種類の「法人税関係租税特別措置企業規模別・種類別適用状況」が作成
される。
　この資料の特徴は，法人税関係の租税特別措置を，企業規模別（資本金
階級９区分）と「租税特別措置の種類」（８種類）をマトリックス的に配列
された基礎的な基本資料になっている。
　これらについて詳細に分析した結果の内容を順次，表示すると〔表23〕
から〔表28〕のようである。
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3
1
8
1
8
,3
4
1
,4
2
4
4
,6
7
7
,0
6
3
1
,0
9
2
1
8
7
,6
1
1
,9
3
8
4
7
,8
4
1
,0
4
4
合
　
　
計
3
,7
1
2
8
5
,3
4
1
,4
7
9
2
5
,5
1
9
,5
1
8
1
,7
6
3
5
4
,1
6
7
,2
4
4
2
0
,7
0
1
,9
2
3
1
,4
8
4
1
2
4
,0
1
9
,9
6
8
3
5
,3
9
5
,0
5
9
4
,5
9
0
5
5
7
,0
2
3
,9
0
9
1
7
8
,5
0
5
,9
5
2
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N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
1
0
0
億
円
超
合
　
　
計
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
4
8
0
1
7
7
,4
0
4
,7
4
0
1
7
7
,4
0
4
,7
4
0
3
9
,8
6
2
2
9
6
,5
5
1
,4
1
0
2
9
6
,5
5
1
,4
1
0
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
7
9
6
1
2
,5
6
9
2
4
,5
0
2
7
0
4
,5
0
8
2
,5
5
5
,7
2
3
,4
6
5
1
0
2
,2
2
8
,9
3
8
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
1
0
5
4
1
,7
4
9
,4
1
1
1
0
,6
4
6
,0
9
9
3
2
,6
4
1
4
9
8
,9
2
5
,1
8
0
1
2
7
,2
2
5
,9
2
0
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
7
8
3
6
6
,9
1
9
,6
0
1
9
3
,5
6
4
,4
9
8
2
,4
6
8
4
6
4
,1
0
6
,5
1
5
1
1
8
,3
4
7
,1
6
1
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
1
0
2
1
5
4
,8
8
6
,4
4
8
3
9
,4
9
6
,0
4
4
8
,9
8
6
4
3
1
,2
4
3
,0
5
3
1
0
9
,9
6
6
,9
7
8
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
2
5
3
2
4
2
,2
7
2
,8
3
4
6
1
,7
7
9
,5
7
2
4
,6
2
9
5
6
5
,5
2
3
,5
3
9
1
4
4
,2
0
8
,5
0
2
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
8
9
9
,4
9
3
,8
4
8
2
5
,3
7
0
,9
3
1
1
2
1
0
0
,6
7
1
,5
9
9
2
5
,6
7
1
,2
5
7
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
4
4
8
3
1
0
,5
0
7
,0
5
0
7
9
,1
7
9
,2
9
7
5
2
9
,0
4
5
9
6
1
,9
1
8
,1
8
8
2
4
5
,2
8
9
,1
3
7
合
　
　
計
1
,5
5
3
1
,3
9
3
,8
4
6
,5
0
1
4
8
7
,4
6
5
,6
8
3
1
,3
2
2
,1
5
1
5
,8
7
4
,6
6
2
,9
4
9
1
,1
6
9
,4
8
9
,3
0
3
　（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
政
策
減
税
を
「
種
類
別
」
の
８
項
目
ご
と
に
資
本
金
階
級
別
の
適
用
件
数
，
適
用
額
，
減
税
相
当
額
を
集
計
し
て
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
の
租
税
特
別
措
置
2
0
1
2
年
度
お
よ
び
2
0
1
3
年
度
ご
と
に
，
か
つ
，
単
体
法
人
，
連
結
法
人
お
よ
び
合
計
に
区
分
し
，
こ
の
う
ち
，
2
0
1
2
年
度
の
単
体
法
人
の
適
用
状
況
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
　
３
．
資
本
金
階
級
別
区
分
は
，
1
,0
0
0
万
円
以
下
，
3
,0
0
0
万
円
以
下
，
5
,0
0
0
万
円
以
下
，
１
億
円
以
下
，
３
億
円
以
下
，
５
億
円
以
下
，
1
0
億
円
以
下
，
1
0
0
億
円
以
下
お
よ
び
1
0
0
億
円
超
の
９
区
分
に
区
分
し
て
い
る
。
　
　
　
　
４
．
2
0
1
2
年
度
の
単
体
法
人
の
「
適
用
件
数
」
の
合
計
は
，
1
,3
2
2
,1
5
1
件
で
あ
り
，「
適
用
額
」
は
，
５
兆
8
,7
4
6
億
円
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
「
適
用
額
」
に
そ
れ
ぞ
れ
換
算
税
率
を
乗
じ
て
換
算
す
る
と
「
減
税
相
当
額
」
が
１
兆
1
,6
9
4
億
円
に
達
す
る
。
　
　
　
　
５
．「
減
税
相
当
額
」
へ
の
換
算
は
，「
租
税
特
別
措
置
の
種
類
」
ご
と
に
，〔
表
３
〕
の
（
注
）
の
よ
う
に
換
算
し
た
。
〔
出
所
〕　
租
特
透
明
化
法
に
よ
り
，
2
0
1
4
年
２
月
，
2
0
1
5
年
２
月
に
内
閣
が
国
会
に
提
出
し
た
『
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
』（
2
0
1
2
年
度
分
・
2
0
1
3
年
度
分
）
に
基
づ
き
分
析
整
理
し
て
い
る
。
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〔
表
2
4
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
資
本
金
階
級
別
・
種
類
別
の
適
用
状
況
―
政
策
減
税
の
適
用
状
況
を
企
業
規
模
別
に
分
析
し
て
い
る
―
【
2
0
1
2
年
度
分
　
連
結
法
人
】
N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
1
,0
0
0
万
円
以
下
3
,0
0
0
万
円
以
下
5
,0
0
0
万
円
以
下
１
億
円
以
下
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
1
1
2
9
,5
8
5
2
9
,5
8
5
1
4
2
3
,4
2
4
2
3
,4
2
4
1
2
1
1
2
,1
5
2
1
1
2
,1
5
2
2
0
2
6
2
,5
4
0
2
6
2
,5
4
0
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
6
4
4
4
6
,0
2
6
1
7
,8
4
1
4
5
3
2
0
,4
3
3
1
2
,8
1
7
3
9
2
9
9
,1
5
9
1
1
,9
6
6
6
4
5
0
8
,6
6
7
2
0
,3
4
6
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
1
5
8
6
8
,5
0
1
2
2
1
,4
6
7
1
0
5
0
8
,5
8
9
1
2
9
,6
9
0
1
0
1
5
2
,7
9
6
3
8
,9
6
2
2
8
3
,7
3
8
,2
0
7
9
5
3
,2
4
2
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
1
3
3
,4
0
5
8
,5
1
8
0
0
0
0
0
0
0
0
0
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
1
4
9
1
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
3
7
4
,8
1
7
1
9
,0
7
8
3
6
2
,8
3
4
1
6
,0
2
2
2
8
,5
3
4
2
,1
7
6
6
8
3
6
,7
9
2
2
1
3
,3
8
1
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
0
0
0
0
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
8
7
1
0
0
,3
8
3
2
5
,5
9
7
7
0
8
6
,8
5
9
2
2
,1
4
9
4
7
7
8
,2
3
0
1
9
,9
4
8
6
2
1
5
7
,5
5
4
4
0
,1
7
6
合
　
　
計
1
8
2
1
,5
5
2
,7
6
6
3
2
2
,0
9
8
1
4
2
1
,0
0
2
,1
3
9
2
0
4
,1
0
2
1
1
0
6
5
0
,8
7
1
1
8
5
,2
0
4
1
8
0
5
,5
0
3
,7
6
0
1
,4
8
9
,6
8
5
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N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
３
億
円
以
下
５
億
円
以
下
1
0
億
円
以
下
1
0
0
億
円
以
下
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
3
3
3
,6
3
0
3
3
,6
3
0
1
2
6
7
,9
9
1
6
7
,9
9
1
4
2
7
3
,1
9
4
2
7
3
,1
9
4
6
6
4
,6
0
2
,8
0
7
4
,6
0
2
,8
0
7
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
0
0
0
0
0
0
2
8
,5
5
8
3
4
2
2
1
6
,0
0
0
6
4
0
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
3
3
4
,8
7
0
8
,8
9
1
1
6
,3
6
4
1
,6
2
2
0
0
0
4
1
5
1
,7
7
4
3
8
,7
0
2
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
0
0
0
1
3
8
,8
9
1
9
,9
1
7
0
0
0
0
0
0
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
0
0
0
0
0
0
3
4
2
,6
8
7
1
0
,8
8
5
3
9
6
8
,4
2
8
2
4
6
,9
4
9
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
1
2
3
7
,6
6
0
6
0
,6
0
3
0
0
0
0
0
0
1
5
5
,5
7
5
,7
7
5
1
,4
2
1
,8
2
2
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
0
0
0
0
0
0
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
0
0
0
6
7
,7
3
4
1
,9
7
2
2
3
3
8
3
3
5
8
,3
2
9
1
4
,8
7
3
合
　
　
計
7
3
0
6
,1
6
0
1
0
3
,1
2
4
2
0
1
2
0
,9
8
0
8
1
,5
0
2
1
1
3
2
4
,4
7
2
2
8
4
,4
2
9
1
2
3
1
1
,3
7
3
,1
1
3
6
,3
2
5
,7
9
3
436
N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
1
0
0
億
円
超
合
　
　
計
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
1
7
3
1
1
8
,3
4
9
,3
7
5
1
1
8
,3
4
9
,3
7
5
3
1
5
1
2
3
,7
5
4
,7
0
3
1
2
3
,7
5
4
,7
0
3
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
1
8
,0
0
0
3
2
0
2
1
7
1
,6
0
6
,8
4
3
6
4
,2
7
3
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
7
2
1
2
,3
5
2
,1
3
4
3
,1
4
9
,7
9
4
1
4
3
1
7
,8
1
3
,2
4
4
4
,5
4
2
,3
7
7
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
1
7
1
1
,8
7
7
,9
9
9
3
,0
2
8
,8
8
9
1
9
1
1
,9
5
0
,2
9
6
3
,0
4
7
,3
2
5
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
1
1
,7
1
0
,8
1
5
4
3
6
,2
5
7
8
2
,7
2
1
,9
8
0
6
9
4
,1
0
4
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
9
4
6
4
,9
9
9
,7
0
5
1
6
,5
7
4
,9
2
4
1
2
4
7
1
,7
9
6
,1
2
4
1
8
,3
0
8
,0
1
1
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
0
0
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
1
1
2
6
,9
9
3
,7
2
9
1
,7
8
3
,4
0
0
4
1
9
7
,4
8
2
,8
5
8
1
,9
0
8
,1
2
8
合
　
　
計
4
7
0
2
1
6
,2
9
1
,7
5
7
1
4
3
,3
2
2
,9
5
9
1
,2
4
5
2
3
7
,1
2
6
,0
4
8
1
5
2
,3
1
8
,9
2
1
（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
政
策
減
税
を
「
種
類
別
」
の
８
項
目
ご
と
に
資
本
金
階
級
別
の
適
用
件
数
，
適
用
額
，
減
税
相
当
額
を
集
計
し
て
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
2
0
1
2
年
度
の
連
結
法
人
の
適
用
状
況
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．
2
0
1
2
年
度
の
連
結
法
人
の
「
適
用
件
数
」
の
合
計
は
，
1
,2
4
5
件
で
あ
り
，「
適
用
額
」
は
，
2
,3
7
1
億
円
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
「
適
用
額
」
に
そ
れ
ぞ
れ
換
算
税
率
を
乗
じ
て
換
算
す
る
と
「
減
税
相
当
額
」
が
1
,5
2
3
億
円
に
達
す
る
。
　
　
　
４
．
減
税
相
当
額
1
,5
2
3
億
円
の
う
ち
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
が
1
,2
3
7
億
円
（
8
1
.2
4
％
）
を
占
め
て
い
る
。
税
額
控
除
額
1
,2
3
7
億
円
の
う
ち
，
資
本
金
1
0
0
億
円
超
の
法
人
が
1
,1
8
3
億
円
（
9
5
.6
3
％
）
を
占
め
て
い
る
。
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〔
表
2
5
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
資
本
金
階
級
別
・
種
類
別
の
適
用
状
況
―
政
策
減
税
の
適
用
状
況
を
企
業
規
模
別
に
分
析
し
て
い
る
―
【
2
0
1
2
年
度
分
　
単
体
・
連
結
法
人
（
合
計
）】
N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
1
,0
0
0
万
円
以
下
3
,0
0
0
万
円
以
下
5
,0
0
0
万
円
以
下
１
億
円
以
下
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
1
9
,7
8
1
1
0
,4
0
5
,4
1
3
1
0
,4
0
5
,4
1
3
1
0
,0
1
5
1
1
,4
4
9
,2
2
5
1
1
,4
4
9
,2
2
5
2
,8
3
9
6
,3
6
7
,6
5
3
6
,3
6
7
,6
5
3
3
,3
2
4
1
8
,8
5
9
,2
6
7
1
8
,8
5
9
,2
6
7
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
5
6
1
,3
6
9
1
,7
6
7
,9
3
3
,4
6
6
7
0
,7
1
7
,3
3
8
8
8
,8
9
9
4
5
2
,1
9
8
,0
6
9
1
8
,0
8
7
,9
2
2
3
2
,7
4
3
1
9
0
,5
2
3
,5
6
9
7
,6
2
0
,9
4
2
1
9
,6
2
8
1
3
1
,4
9
2
,5
4
2
5
,2
5
9
,7
0
1
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
1
6
,2
0
4
1
3
4
,9
7
8
,0
3
8
3
4
,4
1
9
,3
9
9
7
,5
8
5
1
1
2
,9
9
9
,6
1
0
2
8
,8
1
4
,9
0
0
4
,6
5
4
7
9
,1
1
1
,4
0
8
2
0
,1
7
3
,4
0
9
3
,6
3
3
9
9
,2
6
5
,7
5
1
2
5
,3
1
2
,7
6
6
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
1
,8
0
2
1
5
,5
4
1
,9
1
7
3
,9
6
3
,1
8
8
2
3
8
2
,4
9
4
,6
8
5
6
3
6
,1
4
4
9
9
1
,3
9
4
,3
0
9
3
5
5
,5
4
8
9
0
1
,2
2
8
,0
2
6
3
1
3
,1
4
6
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
3
,7
2
1
1
2
,1
1
6
,4
8
6
3
,0
8
9
,7
0
3
1
,3
9
6
2
,2
2
4
,1
7
9
5
6
7
,1
6
5
7
6
6
1
,0
3
1
,1
8
1
2
6
2
,9
5
1
8
1
9
1
,7
2
0
,0
8
0
4
3
8
,6
2
0
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
2
,2
9
5
1
0
4
,6
1
9
,8
4
2
2
6
,6
7
8
,0
5
9
7
4
3
4
3
,4
1
6
,5
5
7
1
1
,0
7
1
,2
2
2
3
9
3
2
2
,9
2
3
,6
9
2
5
,8
4
5
,5
4
1
4
0
0
3
6
,7
1
0
,5
7
3
9
,3
6
1
,1
9
6
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
4
0
9
,2
2
6
2
7
8
,8
9
0
,4
5
4
7
1
,1
1
7
,0
6
5
7
4
,1
2
3
5
7
,5
5
4
,1
1
6
1
4
,6
7
6
,2
9
9
2
6
,9
9
0
2
8
,0
5
8
,5
5
3
7
,1
5
4
,9
3
1
1
5
,8
8
8
4
3
,4
6
4
,5
4
4
1
1
,0
8
3
,4
5
8
合
　
　
計
1
,0
1
4
,3
9
8
2
,3
2
4
,4
8
5
,6
1
6
2
2
0
,3
9
0
,1
6
5
1
8
2
,9
9
9
6
8
2
,3
3
6
,4
4
1
8
5
,3
0
2
,8
7
7
6
8
,4
8
4
3
2
9
,4
1
0
,3
6
5
4
7
,7
8
0
,9
7
5
4
3
,7
8
2
3
3
2
,7
4
0
,7
8
3
7
0
,6
2
8
,1
5
4
438
N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
３
億
円
以
下
５
億
円
以
下
1
0
億
円
以
下
1
0
0
億
円
以
下
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
8
8
3
6
,5
7
9
,1
8
9
6
,5
7
9
,1
8
9
7
5
7
9
,7
5
4
,5
9
5
9
,7
5
4
,5
9
5
3
7
5
6
,0
1
4
,0
5
5
6
,0
1
4
,0
5
5
1
,5
5
0
5
5
,1
2
2
,5
6
3
5
5
,1
2
2
,5
6
3
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
7
7
4
5
,2
0
4
,6
4
0
2
0
8
,1
8
5
2
1
6
1
,5
2
2
,0
4
7
6
0
,8
8
1
3
0
4
2
,3
6
6
,5
6
6
9
4
,6
6
2
7
1
2
5
,4
6
8
,8
3
7
2
1
8
,7
5
3
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
2
0
0
6
,5
0
1
,3
4
9
1
,6
5
7
,8
4
3
9
7
6
,6
8
1
,7
0
1
1
,7
0
3
,8
3
3
6
6
4
,2
0
0
,4
0
2
1
,0
7
1
,1
0
2
1
6
8
1
8
,8
9
8
,5
4
8
4
,8
1
9
,1
2
9
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
6
1
1
,2
7
3
,5
6
1
3
2
4
,7
5
8
1
7
5
5
6
,4
7
4
1
4
1
,9
0
0
1
9
4
8
,4
9
5
,1
9
9
1
2
,3
6
6
,2
7
5
6
6
2
6
,2
7
5
,0
2
1
6
,7
0
0
,1
3
0
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
8
0
3
8
,2
8
8
,8
6
8
2
,1
1
3
,6
6
1
2
5
7
8
,4
4
7
,1
8
4
2
,1
5
4
,0
3
1
3
5
0
3
7
,2
0
3
,5
8
3
9
,4
8
6
,9
1
3
7
7
9
2
0
6
,3
3
6
,2
0
5
5
2
,6
1
5
,7
3
2
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
1
2
3
3
2
,3
1
6
,2
0
9
8
,2
4
0
,6
3
3
8
1
1
4
,8
2
4
,4
2
4
3
,7
8
0
,2
2
8
6
1
7
,7
2
3
,1
7
8
1
,9
6
9
,4
1
0
3
1
0
6
7
,5
1
2
,6
1
3
1
7
,2
1
5
,7
1
6
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
0
0
0
1
6
4
,7
8
2
1
6
,5
1
9
0
0
0
3
1
,1
1
2
,9
6
8
2
8
3
,8
0
6
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
8
7
5
2
5
,4
8
3
,8
2
3
6
,4
9
8
,3
7
4
3
5
7
1
2
,4
3
7
,0
1
7
3
,1
7
1
,4
3
9
3
2
0
1
8
,3
4
1
,4
5
7
4
,6
7
7
,0
7
1
1
,1
2
5
1
8
7
,6
7
0
,2
6
7
4
7
,8
5
5
,9
1
8
合
　
　
計
3
,7
1
9
8
5
,6
4
7
,6
3
9
2
5
,6
2
2
,6
4
3
1
,7
8
3
5
4
,2
8
8
,2
2
4
2
0
,7
8
3
,4
2
6
1
,4
9
5
1
2
4
,3
4
4
,4
4
0
3
5
,6
7
9
,4
8
8
4
,7
1
3
5
6
8
,3
9
7
,0
2
2
1
8
4
,8
3
1
,7
4
7
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N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
1
0
0
億
円
超
合
　
　
計
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
6
5
3
2
9
5
,7
5
4
,1
1
5
2
9
5
,7
5
4
,1
1
5
4
0
,1
7
7
4
2
0
,3
0
6
,1
1
3
4
2
0
,3
0
6
,1
1
3
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
8
0
6
2
0
,5
6
9
2
4
,8
2
2
7
0
4
,7
2
5
2
,5
5
7
,3
3
0
,3
0
8
1
0
2
,2
9
3
,2
1
2
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
1
7
7
5
4
,1
0
1
,5
4
5
1
3
,7
9
5
,8
9
3
3
2
,7
8
4
5
1
6
,7
3
8
,4
2
4
1
3
1
,7
6
8
,2
9
8
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
9
5
3
7
8
,7
9
7
,6
0
0
9
6
,5
9
3
,3
8
8
2
,4
8
7
4
7
6
,0
5
6
,8
1
1
1
2
1
,3
9
4
,4
8
6
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
1
0
3
1
5
6
,5
9
7
,2
6
3
3
9
,9
3
2
,3
0
2
8
,9
9
4
4
3
3
,9
6
5
,0
3
3
1
1
0
,6
6
1
,0
8
3
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
3
4
7
3
0
7
,2
7
2
,5
3
9
7
8
,3
5
4
,4
9
7
4
,7
5
3
6
3
7
,3
1
9
,6
6
3
1
6
2
,5
1
6
,5
1
4
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
8
9
9
,4
9
3
,8
4
8
2
5
,3
7
0
,9
3
1
1
2
1
0
0
,6
7
1
,5
9
9
2
5
,6
7
1
,2
5
7
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
5
6
0
3
1
7
,5
0
0
,7
7
9
8
0
,9
6
2
,6
9
8
5
2
9
,4
6
4
9
6
9
,4
0
1
,0
4
6
2
4
7
,1
9
7
,2
6
6
合
　
　
計
2
,0
2
3
1
,6
1
0
,1
3
8
,2
5
8
6
3
0
,7
8
8
,6
4
6
1
,3
2
3
,3
9
6
6
,1
1
1
,7
8
8
,9
9
7
1
,3
2
1
,8
0
8
,2
2
9
（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
政
策
減
税
を
「
種
類
別
」
の
８
項
目
ご
と
に
資
本
金
階
級
別
の
適
用
件
数
，
適
用
額
，
減
税
相
当
額
を
集
計
し
て
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
2
0
1
2
年
度
お
よ
び
2
0
1
3
年
度
ご
と
に
，
か
つ
，
単
体
法
人
，
連
結
法
人
お
よ
び
合
計
に
区
分
し
，
こ
の
う
ち
，
2
0
1
2
年
度
の
単
体
・
連
結
法
人
（
合
計
）
の
適
用
状
況
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．
法
人
税
関
係
の
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
政
策
減
税
を
「
種
類
別
」
の
８
項
目
ご
と
に
資
本
金
階
級
別
の
適
用
件
数
，
適
用
額
，
減
税
相
当
額
を
，
2
0
1
2
年
度
の
単
体
・
連
結
法
人
（
合
計
）
に
つ
い
て
集
計
し
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
４
．
2
0
1
2
年
度
の
単
体
・
連
結
法
人
（
合
計
）
の
「
適
用
件
数
」
の
合
計
は
，
1
,3
2
3
,3
9
6
件
で
あ
り
，「
適
用
額
」
は
，
６
兆
1
,1
1
7
億
円
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
「
適
用
額
」
に
そ
れ
ぞ
れ
換
算
税
率
を
乗
じ
て
換
算
す
る
と
「
減
税
相
当
額
」
が
１
兆
3
,2
1
8
億
円
に
達
す
る
。
　
　
　
５
．
減
税
相
当
額
の
企
業
規
模
別
主
要
内
訳
は
，
資
本
金
1
0
0
億
円
超
6
,3
0
7
億
円
（
4
7
.7
2
％
），
資
本
金
1
0
0
億
円
以
下
1
,8
4
8
億
円
（
1
3
.9
8
％
），
資
本
金
1
,0
0
0
万
円
以
下
2
,2
0
3
億
円
（
1
6
.6
7
％
）
で
あ
る
。
減
税
相
当
額
の
種
類
別
主
要
内
訳
は
，
租
特
に
よ
る
税
額
控
除
額
4
,2
0
3
億
円
（
3
1
.2
9
％
），
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
1
,6
2
5
億
円
（
1
2
.2
9
％
），
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
,4
7
1
億
円
（
1
8
.7
0
％
）
で
あ
る
。
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〔
表
2
6
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
資
本
金
階
級
別
・
種
類
別
の
適
用
状
況
―
政
策
減
税
の
適
用
状
況
を
企
業
規
模
別
に
分
析
し
て
い
る
―
【
2
0
1
3
年
度
分
　
単
体
法
人
】
N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
1
,0
0
0
万
円
以
下
3
,0
0
0
万
円
以
下
5
,0
0
0
万
円
以
下
１
億
円
以
下
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
2
9
,2
9
4
1
5
,2
2
2
,1
1
0
1
5
,2
2
2
,1
1
0
1
3
,1
0
7
1
4
,9
7
5
,8
7
1
1
4
,9
7
5
,8
7
1
3
,5
1
5
1
0
,0
0
9
,5
5
4
1
0
,0
0
9
,5
5
4
4
,1
1
2
2
4
,4
4
4
,6
7
6
2
4
,4
4
4
,6
7
6
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
5
9
6
,2
4
2
1
,9
2
8
,6
4
6
,4
5
8
7
7
,1
4
5
,8
5
8
9
1
,6
6
3
4
8
0
,0
6
3
,6
9
1
1
9
,2
0
2
,5
4
7
3
3
,7
8
0
2
0
0
,4
7
5
,4
6
4
8
,0
1
9
,0
1
8
2
0
,6
8
0
1
4
0
,3
4
6
,4
4
7
5
,6
1
3
,8
5
7
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
2
2
,6
1
9
2
7
7
,3
1
7
,9
9
8
7
0
,7
1
6
,0
8
9
1
0
,0
7
9
1
7
9
,7
1
7
,3
8
3
4
5
,8
2
7
,9
3
2
6
,1
4
3
1
2
0
,6
1
5
,2
1
6
3
0
,7
5
6
,8
8
0
4
,6
2
5
1
7
1
,5
4
9
,0
2
7
4
3
,7
4
5
,0
0
1
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
1
,7
2
8
1
1
,8
9
2
,2
8
0
3
,0
3
2
,5
3
1
2
3
2
2
,3
1
1
,5
3
1
5
8
9
,4
4
0
8
7
1
,2
4
8
,8
5
0
3
1
8
,4
5
6
8
6
1
,6
4
1
,7
9
3
4
1
8
,6
5
7
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
3
,5
6
4
1
0
,6
8
7
,4
7
9
2
,7
2
5
,3
0
7
1
,3
5
4
2
,2
1
4
,7
1
2
5
6
4
,7
5
1
7
4
0
8
4
6
,7
9
9
2
1
5
,9
3
3
8
0
2
1
,8
8
7
,7
7
4
4
8
1
,3
8
2
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
2
,4
0
1
9
6
,7
5
5
,3
9
6
2
4
,6
7
2
,6
2
5
7
8
4
4
3
,2
2
1
,1
3
0
1
1
,0
2
1
,3
8
8
4
4
1
2
3
,8
7
7
,0
8
5
6
,0
8
8
,6
5
6
4
3
3
3
9
,0
2
7
,9
7
4
9
,9
5
2
,1
3
3
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
1
1
8
,9
7
1
4
,8
3
7
1
3
6
,7
9
5
9
,3
8
2
0
0
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
4
5
1
,7
1
2
3
0
8
,0
6
3
,0
7
3
7
8
,5
5
6
,0
8
3
8
0
,0
1
1
6
5
,8
6
5
,6
5
6
1
6
,7
9
5
,7
4
2
2
8
,9
6
0
3
0
,4
7
6
,7
0
3
7
,7
7
1
,5
5
9
1
7
,1
1
3
6
6
,8
1
5
,3
0
8
1
7
,0
3
7
,9
0
3
合
　
　
計
1
,1
0
7
,5
6
1
2
,6
4
8
,6
0
3
,7
6
5
2
7
2
,0
7
5
,4
4
0
1
9
7
,2
3
1
7
8
8
,4
0
6
,7
6
9
1
0
8
,9
8
7
,0
5
3
7
3
,6
6
6
3
8
7
,5
4
9
,6
7
1
6
3
,1
8
0
,0
5
6
4
7
,8
5
1
4
4
5
,7
1
2
,9
9
9
1
0
1
,6
9
3
,6
0
9
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N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
３
億
円
以
下
５
億
円
以
下
1
0
億
円
以
下
1
0
0
億
円
以
下
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
1
,4
5
3
1
0
,0
8
7
,8
7
4
1
0
,0
8
7
,8
7
4
1
,1
3
1
1
4
,0
3
0
,2
7
6
1
4
,0
3
0
,2
7
6
5
7
4
7
,5
6
4
,5
6
1
7
,5
6
4
,5
6
1
2
,1
9
6
6
8
,9
2
8
,1
7
2
6
8
,9
2
8
,1
7
2
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
7
5
7
5
,7
6
6
,8
3
6
2
3
0
,6
7
3
2
1
6
2
,0
5
2
,0
8
9
8
2
,0
8
3
2
9
9
2
,1
4
0
,7
9
0
8
5
,6
3
1
7
1
9
5
,5
7
0
,5
7
0
2
2
2
,8
2
2
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
2
5
7
1
8
,9
9
1
,2
8
9
4
,8
4
2
,7
7
8
1
1
8
1
2
,4
7
0
,1
3
8
3
,1
7
9
,8
8
5
7
3
2
1
,3
5
0
,1
8
0
5
,4
4
4
,2
9
5
1
9
6
5
3
,4
8
7
,1
0
8
1
3
,6
3
9
,2
1
2
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
4
8
8
8
3
,5
7
5
2
2
5
,3
1
1
1
4
3
5
3
,4
2
2
9
0
,1
2
2
1
5
4
1
,7
4
4
,2
8
1
1
0
,6
4
4
,7
9
1
4
9
1
1
,0
9
7
,8
5
7
2
,8
2
9
,9
5
3
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
8
1
0
7
,9
1
4
,6
4
0
2
,0
1
8
,2
3
3
2
4
8
9
,2
8
9
,1
5
2
2
,3
6
8
,7
3
3
3
4
3
3
5
,4
7
3
,3
6
1
9
,0
4
5
,7
0
7
7
7
0
2
0
6
,4
7
3
,0
3
9
5
2
,6
5
0
,6
2
4
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
1
1
1
1
0
,7
3
2
,1
2
5
2
,7
3
6
,6
9
1
8
0
6
,6
1
5
,3
1
5
1
,6
8
6
,9
0
5
6
8
3
1
,3
0
3
,2
9
6
7
,9
8
2
,3
4
0
2
8
6
1
5
2
,7
2
4
,8
4
9
3
8
,9
4
4
,8
3
6
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
0
0
0
2
2
1
,6
8
7
5
,5
3
0
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
9
4
9
1
3
,5
8
1
,7
4
2
3
,4
6
3
,3
4
4
3
8
6
2
3
,0
8
0
,4
8
2
5
,8
8
5
,5
2
2
3
6
0
4
7
,0
6
0
,9
7
3
1
2
,0
0
0
,5
4
8
1
,1
5
9
1
6
1
,6
1
7
,5
8
6
4
1
,2
1
2
,4
8
4
合
　
　
計
4
,3
8
5
6
7
,9
5
8
,0
8
1
2
3
,6
0
4
,9
0
4
2
,1
9
3
6
7
,8
9
0
,8
7
4
2
7
,3
2
3
,5
2
6
1
,7
3
2
1
8
6
,6
3
7
,4
4
2
5
2
,7
6
7
,8
7
3
5
,3
7
7
6
5
9
,9
2
0
,8
6
8
2
1
8
,4
3
3
,6
3
3
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N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
1
0
0
億
円
超
合
　
　
計
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
6
5
9
2
5
1
,9
0
3
,3
2
0
2
5
1
,9
0
3
,3
2
0
5
6
,0
4
1
4
1
7
,1
6
6
,4
5
8
4
1
7
,1
6
6
,4
5
8
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
7
8
6
1
9
,4
3
1
2
4
,7
7
7
7
4
4
,4
3
4
2
,7
6
5
,6
8
1
,7
7
9
1
1
0
,6
2
7
,2
7
1
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
8
1
5
4
,1
5
1
,8
2
3
1
3
,8
0
8
,7
1
4
4
4
,1
9
1
9
0
9
,6
5
0
,2
2
4
2
3
1
,9
6
0
,8
0
7
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
6
7
2
8
7
,7
9
0
,8
4
5
7
3
,3
8
6
,6
6
5
2
,3
2
6
3
5
8
,9
6
4
,4
4
9
9
1
,5
3
5
,9
3
4
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
1
0
5
1
6
6
,6
5
3
,3
9
0
4
2
,4
9
6
,6
1
4
8
,7
3
6
4
4
1
,4
4
0
,3
4
9
1
1
2
,5
6
7
,2
8
8
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
2
4
5
2
6
4
,2
9
3
,0
2
1
6
7
,3
9
4
,7
2
0
4
,8
4
9
6
6
8
,5
5
0
,2
1
4
1
7
0
,4
8
0
,3
0
4
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
9
9
2
,8
2
2
,1
7
8
2
3
,6
6
9
,6
5
5
1
3
9
2
,8
9
9
,6
3
3
2
3
,6
8
9
,4
0
6
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
4
7
4
4
2
3
,9
2
9
,4
7
3
1
0
8
,1
0
2
,0
1
5
5
8
1
,1
2
4
1
,1
4
0
,4
9
1
,0
2
7
2
9
0
,8
2
5
,2
1
1
合
　
　
計
1
,7
1
8
1
,5
4
2
,1
6
3
,4
8
1
5
8
0
,7
8
6
,4
8
0
1
,4
4
1
,7
1
4
6
,7
9
4
,8
4
4
,1
3
3
1
,4
4
8
,8
5
2
,6
7
9
（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
政
策
減
税
を
「
種
類
別
」
の
８
項
目
ご
と
に
資
本
金
階
級
別
の
適
用
件
数
，
適
用
額
，
減
税
相
当
額
を
集
計
し
て
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
の
租
税
特
別
措
置
を
2
0
1
2
年
度
お
よ
び
2
0
1
3
年
度
ご
と
に
，
か
つ
，
単
体
法
人
，
連
結
法
人
お
よ
び
合
計
に
区
分
し
，
こ
の
う
ち
，
2
0
1
3
年
度
の
単
体
法
人
の
適
用
状
況
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．
2
0
1
3
年
度
の
単
体
法
人
の
「
適
用
件
数
」
の
合
計
は
，
1
,4
4
1
,7
1
4
件
で
あ
り
，「
適
用
額
」
は
，
６
兆
7
,9
4
8
億
円
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
「
適
用
額
」
に
そ
れ
ぞ
れ
換
算
税
率
を
乗
じ
て
換
算
す
る
と
「
減
税
相
当
額
」
が
１
兆
4
,4
8
8
億
円
に
達
す
る
。
　
　
　
４
．
減
税
相
当
額
の
企
業
規
模
別
主
要
内
訳
は
，
資
本
金
1
0
0
億
円
超
5
,8
0
7
億
円
（
4
0
.0
8
％
），
資
本
金
1
0
0
億
円
以
下
2
,1
8
4
億
円
（
1
5
.0
7
％
），
資
本
金
1
,0
0
0
万
円
以
下
2
,7
2
0
億
円
（
1
8
.7
7
％
）
で
あ
る
。
減
税
相
当
額
の
種
類
別
主
要
内
訳
は
，
租
特
に
よ
る
税
額
控
除
額
4
,1
7
1
億
円
（
2
8
.7
9
％
），
特
別
償
却
限
度
額
等
2
,3
1
9
億
円
（
1
6
.0
0
％
），
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
,9
0
8
億
円
（
2
0
.0
7
％
）
で
あ
る
。
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〔
表
2
7
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
資
本
金
階
級
別
・
種
類
別
の
適
用
状
況
―
政
策
減
税
の
適
用
状
況
を
企
業
規
模
別
に
分
析
し
て
い
る
―
【
2
0
1
3
年
度
分
　
連
結
法
人
】
N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
1
,0
0
0
万
円
以
下
3
,0
0
0
万
円
以
下
5
,0
0
0
万
円
以
下
１
億
円
以
下
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
1
9
4
7
2
,3
1
8
4
7
2
,3
1
8
1
7
1
9
2
,1
0
6
1
9
2
,1
0
6
1
5
2
3
9
,3
7
9
2
3
9
,3
7
9
3
4
3
,2
6
8
,6
0
4
3
,2
6
8
,6
0
4
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
8
8
6
2
0
,7
5
3
2
4
,8
3
0
5
7
4
0
7
,8
0
5
1
6
,3
1
2
5
2
3
8
5
,5
2
2
1
5
,4
2
0
8
4
6
4
9
,4
5
6
2
5
,9
7
8
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
1
6
3
,5
7
4
,5
0
1
9
1
1
,4
9
7
1
4
4
,6
4
9
,1
5
1
1
,1
8
5
,5
3
3
1
4
5
9
9
,6
5
8
1
5
2
,9
1
2
5
4
1
1
,6
7
3
,2
0
3
2
,9
7
6
,6
6
6
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
1
5
4
,7
2
4
1
3
,9
5
4
0
0
0
1
5
6
,4
2
5
1
4
,3
8
8
1
1
5
3
,1
1
0
3
9
,0
4
3
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
1
6
0
1
5
0
0
0
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
1
3
8
,0
6
7
9
,7
0
7
1
2
8
9
,0
0
0
7
3
,6
9
5
4
1
,3
1
5
,5
7
2
3
3
5
,4
7
0
7
7
8
4
,8
6
3
2
0
0
,1
4
0
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
0
0
0
0
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
9
7
1
6
6
,1
0
3
4
2
,3
5
6
7
4
1
1
8
,8
4
4
3
0
,3
0
5
5
7
9
6
,2
7
3
2
4
,5
4
9
9
0
1
8
7
,1
5
6
4
7
,7
2
4
合
　
　
計
2
2
3
4
,9
2
6
,5
2
6
1
,4
7
4
,6
7
7
1
6
3
5
,6
5
6
,9
0
6
1
,4
9
7
,9
5
1
1
4
3
2
,6
9
2
,8
2
9
7
8
2
,1
1
8
2
7
0
1
6
,7
1
6
,3
9
2
6
,5
5
8
,1
5
5
444
N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
３
億
円
以
下
５
億
円
以
下
1
0
億
円
以
下
1
0
0
億
円
以
下
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
6
3
9
,6
5
7
3
9
,6
5
7
2
4
1
5
5
,4
7
9
1
5
5
,4
7
9
9
2
4
8
,1
0
2
2
4
8
,1
0
2
1
4
4
6
,9
5
5
,5
3
6
6
,9
5
5
,5
3
6
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
0
0
3
2
4
,0
0
0
9
6
0
2
1
6
,0
0
0
6
4
0
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
3
2
3
6
,4
1
1
6
0
,2
8
4
1
1
4
,8
5
2
3
,7
8
7
2
1
0
1
,0
9
9
2
5
,7
8
0
1
1
3
,2
3
5
,9
1
7
8
2
5
,1
5
8
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
0
0
0
1
1
2
6
,3
9
4
3
2
,2
3
0
0
0
0
0
0
0
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
0
0
4
3
9
,0
1
0
9
,9
4
7
3
7
9
3
,3
1
0
2
0
2
,2
9
4
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
0
0
0
0
0
1
7
3
,7
6
3
,5
1
5
9
5
9
,6
9
6
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
0
0
0
1
1
,0
1
9
,6
8
0
2
6
0
,0
1
8
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
0
6
4
,8
4
7
1
,2
3
5
3
5
5
5
1
4
1
4
3
1
2
1
,7
0
7
3
1
,0
3
5
合
　
　
計
9
2
7
6
,0
6
8
9
9
,9
4
1
3
2
3
0
1
,5
7
2
1
9
2
,7
3
1
2
1
4
1
2
,7
6
6
2
8
4
,9
3
0
2
2
1
1
5
,9
0
5
,6
6
5
9
,2
3
4
,3
7
7
租税特別措置による政策減税の検証（富岡）　445
N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
1
0
0
億
円
超
合
　
　
計
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
2
6
6
2
8
6
,4
6
4
,5
6
6
2
8
6
,4
6
4
,5
6
6
5
3
4
2
9
8
,0
3
5
,7
5
7
2
9
8
,0
3
5
,7
5
7
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
0
2
8
6
2
,1
0
3
,5
3
7
8
4
,1
4
1
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
8
5
6
1
,0
7
1
,0
4
7
1
5
,5
7
3
,1
1
6
2
0
0
8
5
,1
5
5
,8
4
8
2
1
,7
1
4
,7
4
1
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
2
4
4
6
,5
0
7
,8
3
0
1
1
,8
5
9
,4
9
6
2
8
4
6
,8
9
8
,4
8
4
1
1
,9
5
9
,1
1
3
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
1
1
,7
1
6
,6
4
9
4
3
7
,7
4
5
9
2
,5
4
9
,0
3
1
6
5
0
,0
0
2
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
1
0
8
3
9
7
,7
8
7
,0
1
3
1
0
1
,4
3
5
,6
8
8
1
3
8
4
0
3
,9
7
8
,0
3
4
1
0
3
,0
1
4
,3
9
8
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
0
1
1
,0
1
9
,6
8
0
2
6
0
,0
1
8
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
1
2
2
7
,9
1
4
,6
4
9
2
,0
1
8
,2
3
5
4
9
2
8
,6
1
0
,1
4
1
2
,1
9
5
,5
8
5
合
　
　
計
6
0
6
8
0
1
,4
6
1
,7
5
4
4
1
7
,7
8
8
,8
4
6
1
,6
8
8
8
4
8
,3
5
0
,5
1
2
4
3
7
,9
1
3
,7
5
5
（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
政
策
減
税
を
「
種
類
別
」
の
８
項
目
ご
と
に
資
本
金
階
級
別
の
適
用
件
数
，
適
用
額
，
減
税
相
当
額
を
集
計
し
て
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
の
租
税
特
別
措
置
を
2
0
1
2
年
度
お
よ
び
2
0
1
3
年
度
ご
と
に
，
か
つ
，
単
体
法
人
，
連
結
法
人
お
よ
び
合
計
に
区
分
し
，
こ
の
う
ち
，
2
0
1
3
年
度
の
連
結
法
人
の
適
用
状
況
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．
2
0
1
3
年
度
の
連
結
法
人
の
「
適
用
件
数
」
の
合
計
は
，
1
,6
8
8
件
で
あ
り
，「
適
用
額
」
は
，
8
,4
8
3
億
円
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
「
適
用
額
」
に
そ
れ
ぞ
れ
換
算
税
率
を
乗
じ
て
換
算
す
る
と
「
減
税
相
当
額
」
が
4
,3
7
9
億
円
に
達
す
る
。
　
　
　
４
．
減
税
相
当
額
の
企
業
規
模
別
主
要
内
訳
は
，
資
本
金
1
0
0
億
円
超
4
,1
7
7
億
円
（
9
5
.4
0
％
），
資
本
金
1
0
0
億
円
以
下
9
2
3
億
円
（
2
.1
0
％
）
で
あ
る
。
減
税
相
当
額
の
種
類
別
主
要
内
訳
は
，
租
特
に
よ
る
税
額
控
除
額
2
,9
8
0
億
円
（
6
8
.0
5
％
），
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
1
,0
3
0
億
円
（
2
3
.5
2
％
）
で
あ
る
。
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〔
表
2
8
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
資
本
金
階
級
別
・
種
類
別
の
適
用
状
況
―
政
策
減
税
の
適
用
状
況
を
企
業
規
模
別
に
分
析
し
て
い
る
―
【
2
0
1
3
年
度
分
　
単
体
・
連
結
法
人
（
合
計
）】
N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
1
,0
0
0
万
円
以
下
3
,0
0
0
万
円
以
下
5
,0
0
0
万
円
以
下
１
億
円
以
下
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
2
9
,3
1
3
1
5
,6
9
4
,4
2
8
1
5
,6
9
4
,4
2
8
1
3
,1
2
4
1
5
,1
6
7
,9
7
7
1
5
,1
6
7
,9
7
7
3
,5
3
0
1
0
,2
4
8
,9
3
3
1
0
,2
4
8
,9
3
3
4
,1
4
6
2
7
,7
1
3
,2
8
0
2
7
,7
1
3
,2
8
0
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
5
9
6
,3
3
0
1
,9
2
9
,2
6
7
,2
1
1
7
7
,1
7
0
,6
8
8
9
1
,7
2
0
4
8
0
,4
7
1
,4
9
6
1
9
,2
1
8
,8
5
9
3
3
,8
3
2
2
0
0
,8
6
0
,9
8
6
8
,0
3
4
,4
3
9
2
0
,7
6
4
1
4
0
,9
9
5
,9
0
3
5
,6
3
9
,8
3
6
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
2
2
,6
3
5
2
8
0
,8
9
2
,4
9
9
7
1
,6
2
7
,5
8
7
1
0
,0
9
3
1
8
4
,3
6
6
,5
3
4
4
7
,0
1
3
,4
6
6
6
,1
5
7
1
2
1
,2
1
4
,8
7
4
3
0
,9
0
9
,7
9
2
4
,6
7
9
1
8
3
,2
2
2
,2
3
0
4
6
,7
2
1
,6
6
8
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
1
,7
2
9
1
1
,9
4
7
,0
0
4
3
,0
4
6
,4
8
6
2
3
2
2
,3
1
1
,5
3
1
5
8
9
,4
4
0
8
8
1
,3
0
5
,2
7
5
3
3
2
,8
4
5
8
7
1
,7
9
4
,9
0
3
4
5
7
,7
0
0
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
3
,5
6
5
1
0
,6
8
7
,5
3
9
2
,7
2
5
,3
2
2
1
,3
5
4
2
,2
1
4
,7
1
2
5
6
4
,7
5
1
7
4
0
8
4
6
,7
9
9
2
1
5
,9
3
3
8
0
2
1
,8
8
7
,7
7
4
4
8
1
,3
8
2
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
2
,4
0
2
9
6
,7
9
3
,4
6
3
2
4
,6
8
2
,3
3
3
7
8
5
4
3
,5
1
0
,1
3
0
1
1
,0
9
5
,0
8
3
4
4
5
2
5
,1
9
2
,6
5
7
6
,4
2
4
,1
2
7
4
4
0
3
9
,8
1
2
,8
3
7
1
0
,1
5
2
,2
7
3
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
1
1
8
,9
7
1
4
,8
3
7
1
3
6
,7
9
5
9
,3
8
2
0
0
0
0
0
0
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
4
5
1
,8
0
9
3
0
8
,2
2
9
,1
7
6
7
8
,5
9
8
,4
3
9
8
0
,0
8
5
6
5
,9
8
4
,5
0
0
1
6
,8
2
6
,0
4
7
2
9
,0
1
7
3
0
,5
7
2
,9
7
6
7
,7
9
6
,1
0
8
1
7
,2
0
3
6
7
,0
0
2
,4
6
4
1
7
,0
8
5
,6
2
8
合
　
　
計
1
,1
0
7
,7
8
4
2
,6
5
3
,5
3
0
,2
9
1
2
7
3
,5
5
0
,1
2
0
1
9
7
,3
9
4
7
9
4
,0
6
3
,6
7
5
1
1
0
,4
8
5
,0
0
5
7
3
,8
0
9
3
9
0
,2
4
2
,5
0
0
6
3
,9
6
2
,1
7
7
4
8
,1
2
1
4
6
2
,4
2
9
,3
9
1
1
0
8
,2
5
1
,7
6
7
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N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
３
億
円
以
下
５
億
円
以
下
1
0
億
円
以
下
1
0
0
億
円
以
下
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
1
,4
5
9
1
0
,1
2
7
,5
3
1
1
0
,1
2
7
,5
3
1
1
,1
5
5
1
4
,1
8
5
,7
5
5
1
4
,1
8
5
,7
5
5
5
8
3
7
,8
1
2
,6
6
3
7
,8
1
2
,6
6
3
2
,3
4
0
7
5
,8
8
3
,7
0
8
7
5
,8
8
3
,7
0
8
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
7
5
7
5
,7
6
6
,8
3
6
2
3
0
,6
7
3
2
1
6
2
,0
5
2
,0
8
9
8
2
,0
8
3
3
0
2
2
,1
6
4
,7
9
0
8
6
,5
9
1
7
2
1
5
,5
8
6
,5
7
0
4
4
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
2
6
0
1
9
,2
2
7
,7
0
0
4
,9
0
3
,0
6
3
1
1
9
1
2
,4
8
4
,9
9
0
3
,1
8
2
,6
7
2
7
5
2
1
,4
5
1
,2
7
9
5
,4
7
0
,0
7
6
2
0
7
5
6
,7
2
3
,0
2
5
1
4
,4
6
4
,3
7
1
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
4
8
8
8
3
,5
7
5
2
2
5
,3
1
1
1
5
4
7
9
,8
1
6
1
2
2
,3
5
3
1
5
4
1
,7
4
4
,2
8
1
1
0
,6
4
4
,7
9
1
4
9
1
1
,0
9
7
,8
5
7
2
,8
2
9
,9
5
3
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
8
1
0
7
,9
1
4
,6
4
0
2
,0
1
8
,2
3
3
2
4
8
9
,2
8
9
,1
5
2
2
,3
6
8
,7
3
3
3
4
7
3
5
,5
1
2
,3
7
1
9
,0
5
5
,6
5
4
7
7
3
2
0
7
,2
6
6
,3
4
9
5
2
,8
5
2
,9
1
8
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
1
1
1
1
0
,7
3
2
,1
2
5
2
,7
3
6
,6
9
1
8
0
6
,6
1
5
,3
1
5
1
,6
8
6
,9
0
5
6
8
3
1
,3
0
3
,2
9
6
7
,9
8
2
,3
4
0
3
0
3
1
5
6
,4
8
8
,3
6
4
3
9
,9
0
4
,5
3
2
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
0
0
0
0
0
0
0
0
0
3
1
,0
4
1
,3
6
7
2
6
5
,5
4
8
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
9
4
9
1
3
,5
8
1
,7
4
2
3
,4
6
3
,3
4
4
3
9
2
2
3
,0
8
5
,3
2
9
5
,8
8
6
,7
5
8
3
6
3
4
7
,0
6
1
,5
2
8
1
2
,0
0
0
,6
8
9
1
,2
0
2
1
6
1
,7
3
9
,2
9
3
4
1
,2
4
3
,5
1
9
合
　
　
計
4
,3
9
4
6
8
,2
3
4
,1
4
9
2
3
,7
0
4
,8
4
6
2
,2
2
5
6
8
,1
9
2
,4
4
6
2
7
,5
1
6
,2
5
9
1
,7
5
3
1
8
7
,0
5
0
,2
0
8
5
3
,0
5
2
,8
0
4
5
,5
9
8
6
7
5
,8
2
6
,5
3
3
2
2
7
,4
4
4
,5
9
3
448
N
o
租
税
特
別
措
置
の
種
類
換
算
税
率
（
％
）
1
0
0
億
円
超
合
　
　
計
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
件
数
適
用
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
9
2
5
5
3
8
,3
6
7
,8
8
6
5
3
8
,3
6
7
,8
8
6
5
6
,5
7
5
7
1
5
,2
0
2
,2
1
5
7
1
5
,2
0
2
,2
1
5
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
4
.0
7
8
6
1
9
,4
3
1
2
4
,7
7
7
7
4
4
,7
2
0
2
,7
6
7
,7
8
5
,3
1
6
1
1
0
,7
1
1
,4
1
2
３
特
別
償
却
限
度
額
等
2
5
.5
1
6
6
1
1
5
,2
2
2
,8
7
0
2
9
,3
8
1
,8
3
1
4
4
,3
9
1
9
9
4
,8
0
6
,0
7
2
2
5
3
,6
7
5
,5
4
8
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
2
5
.5
9
1
3
3
4
,2
9
8
,6
7
5
8
5
,2
4
6
,1
6
2
2
,3
5
4
4
0
5
,8
6
2
,9
3
3
1
0
3
,4
9
5
,0
4
7
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2
5
.5
1
0
6
1
6
8
,3
7
0
,0
3
9
4
2
,9
3
4
,3
5
9
8
,7
4
5
4
4
3
,9
8
9
,3
8
0
1
1
3
,2
1
7
,2
9
1
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
3
5
3
6
6
2
,0
8
0
,0
3
4
1
6
8
,8
3
0
,4
0
8
4
,9
8
7
1
,0
7
2
,5
2
8
,2
4
8
2
7
3
,4
9
4
,7
0
3
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
2
5
.5
9
9
2
,8
2
2
,1
7
8
2
3
,6
6
9
,6
5
5
1
4
9
3
,9
1
9
,3
1
3
2
3
,9
4
9
,4
2
4
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
2
5
.5
5
9
6
4
3
1
,8
4
4
,1
2
2
1
1
0
,1
2
0
,2
5
1
5
8
1
,6
1
6
1
,1
4
9
,1
0
1
,1
6
8
2
9
3
,0
2
0
,7
9
7
合
　
　
計
2
,3
2
4
2
,3
4
3
,6
2
5
,2
3
5
9
9
8
,5
7
5
,3
2
9
1
,4
4
3
,4
0
2
7
,6
4
3
,1
9
4
,6
4
5
1
,8
8
6
,7
6
6
,4
3
7
（
注
）　
１
．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
政
策
減
税
を
「
種
類
別
」
の
８
項
目
ご
と
に
資
本
金
階
級
別
の
適
用
件
数
，
適
用
額
，
減
税
相
当
額
を
集
計
し
て
分
析
し
て
い
る
。
　
　
　
２
．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
の
租
税
特
別
措
置
を
2
0
1
2
年
度
お
よ
び
2
0
1
3
年
度
ご
と
に
，
か
つ
，
単
体
法
人
，
連
結
法
人
お
よ
び
合
計
に
区
分
し
，
こ
の
う
ち
，
2
0
1
3
年
度
の
単
体
・
連
結
法
人
（
合
計
）
の
適
用
状
況
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．
2
0
1
3
年
度
の
単
体
・
連
結
法
人
（
合
計
）
の
「
適
用
件
数
」
の
合
計
は
，
1
,4
4
3
,4
0
2
件
で
あ
り
，「
適
用
額
」
は
，
７
兆
6
,4
3
1
億
円
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
「
適
用
額
」
に
そ
れ
ぞ
れ
換
算
税
率
を
乗
じ
て
換
算
す
る
と
「
減
税
相
当
額
」
が
１
兆
8
,8
6
7
億
円
に
達
す
る
。
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Ⅷ　高額な政策減税の恩恵を集中的に享受している企業
　　──政府は企業名を「匿名」にしている──
１　巨大企業の税負担を著しく軽くしている租税特別措置による政策減
税の実像の把握の仕方の論点
　法人税関係の租税特別措置による政策減税が特定の企業階層の税負担を
不当に削減していることは，これまでの適用実態調査の分析の結果で明ら
かである。要するに，これらの政策減税の恩恵が特定の企業階層である巨
大企業の税負担を著しく軽くし，いわゆる「税金を払わない巨大企業」と
いう異常事態を現出している。
　しかし，これまでの適用実態調査の分析は，いわゆるマクロ的アプロー
チに属する手法であるため，資本金階級別にみても，その階層区分の租特
適用額，減税相当額は，すべてその区分に属する平均値で表示されてい
る。このため，すべての数値が平均化されているために，そこに存する優
劣が中和化され問題の所在が埋没されてしまう。
　これは，政策減税による減税相当額の１社当たりの平均恩恵額は，資本
金階級別区分によりみるときは，資本金100億円超の巨大企業においては
平均して７億7,645万円（2013年度分）となっている。一見して，巨額な減
税恩恵額を集中的に享受しているようにみえるが，これから取り上げるミ
クロ的アプローチによる手法である「高額な租税特別措置適用法人の適用
額」をみるとき，その適用減税相当額のトップの企業は，実に1,213億
8,050万円という非常に巨大な金額として試算できるのである。
　要するに，マクロ的な平均値としては１社当たりの減税相当額は平均値
として７億7,645万円であるが，ミクロ的な高額租特適用法人のトップの
減税享受額は1,213億8,050万円というように，全く断突であり，実に156倍
にも達する極めて大きな開差が存するのである。
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　この意味において，政策減税の適用実態を分析するにおいては，ミクロ
的観察による個別企業について個別的な適用実態を調査することが極めて
有用である。
　
２　高額適用法人の個別の適用額の合計額の明示と個別企業の実名の公
表を中止し「匿名」とした租特透明化法の欠陥
　租特透明化法によれば，財務省は毎会計年度に，次の事項を記載した適
用実態調査の結果に関する報告書を作成し，内閣はこれを通常国会に提出
することとしている。
⑴　租税特別措置ごとの適用者数，適用総額
⑵　法人税関係特別措置ごとの高額適用額（適用額について最も大きいも
のから順次その順位を付した場合における第１順位から第10順位までに該当
する各適用額）　
　このため，法人税関係の租税特別措置による政策減税の個別措置の運用
状況について個別措置ごとに，適用額および上位10社の適用合計，主な適
用業種とともに，さらに，高額適用額については，個別措置ごとに，第１
順位から第10順位までの区分ごとに法人コード番号を付して区分し，それ
ぞれの適用額を表示している。
　政策減税の適用状況については，個別企業の実名は公表されず，法人コ
ード番号による「匿名」となっている。しかし，政策減税の個別措置ごと
の上位10社の適用額を，同一法人コードごとに集計することにより高額適
用法人の適用額を知ることができる。
　租特透明化法については，2009年11月17日の「租特透明化法（仮称）の
骨子案」では，特別措置ごとの高額適用法人の名称およびその適用額を国
会に提出するものとされていた。このように当初は，個別企業ごとに計数
を集計して公表する案であったにもかかわらず，法案の作成過程における
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猛烈なる反対によって個別企業ごとの計数ではなく，個別措置ごとの集計
ベースのデータしか公表されないことになってしまったのである。
　政策減税の適用状況について個別企業ベースでの適用額を公表すること
を，企業名を「匿名」とすることとともに中止することになってしまった
ことは，租特透明化法の立法精神にも逆行し，まさに画竜点睛を欠いてし
まったと批判しなければならず残念なことである。
３　高額な租税特別措置の適用法人の適用額および減税相当額の分析
　政策減税の適用状況について，適用個別措置名別の上位10社の適用額と
減税相当額を法人コードの区分ごとに集計する作業をすることにより，ミ
クロ的アプローチによる個別企業別の適用減税相当額を試算し検証するこ
とにした。
　政策減税の適用による減税相当額のトップ企業は1,213億8,050万円で，
続いて，第２位が744億2,791万円，第３位が229億905万円であり，以下，
第88位まで〔表29〕で表示している。
　政策減税の適用による減税相当額のトップの企業は，適用個別措置が７
項目にわたり，減税相当額の総額は1,213億円に達しており，このうち，
法人税額の特別控除が1,204億円（99.20％）を占めている。
　順位第２位の企業は，適用個別措置が６項目で，減税相当額の総額は
774億円であるが，法人税額の特別控除が93億円（12.53％）になっている。
　順位第３位の企業は，適用個別措置が３項目で，減税相当額の総額は
229億円であり，かつ，土地税制による損金算入額のみであって，法人税
額の特別控除額はゼロであった。
　政策減税の適用による減税相当額であっても，法人税額が直接減額され
る税額控除と，特別償却限度額，土地税制のうち圧縮記帳など翌期以後に
課税延期されるものがあり，事業年度を通算すると，大きな差異が存する。
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No
??法人
コード
措　置　名
適用額の
種類
?? 適用額
（千円）
換算率
（％）
減税相当額
（千円）
１ 連 E011443
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 １ 120,097,841 120,097,841
国際戦略総合特別
区域において機械
等を取得した場合
の法人税額の特別
控除
税額控除額 １ 155,660 155,660
国内の設備投資額
が増加した場合の
機械等に係る法人
税額の特別控除
税額控除額 ４ 160,879 160,879
医療用機器等の特
別償却
特別償却限
度額
１ 51,842 25.5 13,219
障害者を雇用する
場合の機械等の割
増償却
特別償却限
度額
３ 404 25.5 103
収用等に伴い代替
資産を取得した場
合等の課税の特例
損金算入額 ９ 354,051 25.5 90,283
特定の資産の買換
えの場合等の課税
の特例
損金算入額 ６ 3,382,424 25.5 862,518
合　　計 124,203,101 121,380,503
２ 連 Q017834
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ５ 9,016,110 9,016,110
沖縄の情報通信産
業振興地域におい
て工業用機械等を
取得した場合の法
人税額の特別控除
税額控除額 ２ 8,224 8,224
〔表29〕　高額な租税特別措置適用法人の適用額および減税相当額
─ 適用措置名別上位10社の適用額・減税相当額を会社別に集計
している─
【2013年度分】
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No
??法人
コード
措　置　名
適用額の
種類
?? 適用額
（千円）
換算率
（％）
減税相当額
（千円）
２ 連 Q017834
国内の設備投資額
が増加した場合の
機械等に係る法人
税額の特別控除
税額控除額 ２ 304,173 304,173
医療用機器等の特
別償却
特別償却限
度額
３ 9,186 25.5 2,342
換地処分等に伴い
資産を取得した場
合の課税の特例
損金算入額 １ 234,664,819 25.5 59,839,528
特定の資産の買換
えの場合等の課税
の特例
損金算入額 １ 20,617,809 25.5 5,257,541
合　　計 264,620,321 74,427,918
３ 単 L037694
収用等に伴い代替
資産を取得した場
合等の課税の特例
損金算入額 ８ 2,937,508 25.5 749,064
換地処分等に伴い
資産を取得した場
合の課税の特例
損金算入額 １ 84,571,982 25.5 21,565,855
平成21年および平
成22年に土地等の
先行取得をした場
合の課税の特例
損金算入額 ６ 2,329,958 25.5 594,139
合　　計 89,839,448 22,909,058
４ 連 V013800
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ２ 21,174,258 21,174,258
医療用機器等の特
別償却
特別償却限
度額
４ 3,088 25.5 787
特別償却不足額が
ある場合の償却限
度額の計算の特例
特別償却不
足額
１ 123,253 25.5 31,429
認定特定非営利活
動法人のみなし寄
附金の損金算入の
特例
みなし寄附
金額
７ 22,247 25.5 5,672
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No
??法人
コード
措　置　名
適用額の
種類
?? 適用額
（千円）
換算率
（％）
減税相当額
（千円）
４ 連 V013800
認定特定非営利活
動法人等に対する
寄附金の損金算入
の特例
寄附金額 ７ 22,247 25.5 5,672
合　　計 21,345,093 21,217,818
５ 単 H000883
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 １ 21,086,142 21,086,142
６ 単 U008617
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ２ 20,104,361 20,104,361
７ 単 H019784
認定特定非営利活
動法人等に対する
寄附金の損金算入
の特例
寄附金額 ４ 404,300 25.5 103,096
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ３ 16,527,019 16,527,019
合　　計 16,931,319 16,630,115
８ 連 Y000094
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ３ 16,317,260 16,317,260
特定地域における
工業用機械等の特
別償却
特別償却限
度額
５ 14,166 25.5 3,612
合　　計 16,331,426 16,320,872
９ 単 T014900
協同組合等・中小
企業等の貸倒引当
金の特例
繰入限度額 ６ 6,307,480 25.5 1,608,407
保険会社等の異常
危険準備金
積立額のう
ち損金算入
額
１ 56,203,772 25.5% 14,331,961
合　　計 62,511,252 15,940,368
10 連 Z029098
準備金方式による
特別償却（積立不
足額）
積立不足額 １ 1,629,789 25.5 415,596
換地処分等に伴い
資産を取得した場
合の課税の特例
損金算入額 ２ 54,908,342 25.5 14,001,627
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No
??法人
コード
措　置　名
適用額の
種類
?? 適用額
（千円）
換算率
（％）
減税相当額
（千円）
10 連 Z029098
収用換地等の場合
の連結所得の特別
控除
損金算入額 １ 55,302 25.5 14,102
特定の基金に対す
る負担金等の損金
算入の特例
損金算入額 ２ 1,635,875 25.5 417,148
合　　計 58,229,308 14,848,473
11 単 U033540
認定特定非営利活
動法人等に対する
寄附金の損金算入
の特例
寄附金額 １ 1,462,773 25.5 373,007
収用等に伴い代替
資産を取得した場
合等の課税の特例
損金算入額 １ 48,305,233 25.5 12,317,834
換地処分等に伴い
資産を取得した場
合の課税の特例
損金算入額 ５ 7,077,726 25.5 1,804,820
医療用機器等の特
別償却
特別償却限
度額
10 29,000 25.5 7,395
合　　計 56,874,732 14,503,056
12 単 X032285
保険会社等の異常
危険準備金
積立額のう
ち損金算入
額
２ 20,888,272 25.5 5,326,509
原子力保険又は地
震保険に係る異常
危険準備金
積立額のう
ち損金算入
額
２ 1,602,416 25.5 408,616
損害保険会社の受
取配当等の益金不
算入等の特例
特別利子の
額
１ 32,562,730 25.5 8,303,496
合　　計 55,053,418 14,038,621
13 単 R021304
使用済燃料再処理
準備金
積立額のう
ち損金算入
額
１ 46,609,423 25.5 11,885,402
収用等に伴い代替
資産を取得した場
合等の課税の特例
損金算入額 ５ 3,821,686 25.5 974,529
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No
??法人
コード
措　置　名
適用額の
種類
?? 適用額
（千円）
換算率
（％）
減税相当額
（千円）
13 単 R021304
特別償却不足額が
ある場合の償却限
度額の計算の特例
特別償却不
足金額
２ 3,900,213 25.5 994,554
合　　計 54,331,322 13,854,485
14 単 O039865
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ４ 11,166,664 11,166,664
収用等に伴い代替
資産を取得した場
合等の課税の特例
損金算入額 10 1,802,800 25.5 459,714
支援事業所取引金
額が増加した場合
の三年以内取得資
産の割増償却
特別償却限
度額
１ 124,633 25.5 31,781
合　　計 13,094,097 11,658,159
15 単 L000700
認定特定非営利活
動法人等に対する
寄附金の損金算入
の特例
寄附金額 ２ 779,093 25.5 198,668
保険会社等の異常
危険準備金
積立額のう
ち損金算入
額
３ 17,543,481 25.5 4,473,587
原子力保険又は地
震保険に係る異常
危険準備金
積立額のう
ち損金算入
額
３ 1,070,838 25.5 273,063
損害保険会社の受
取配当等の益金不
算入等の特例
特別利子の
額
２ 23,856,358 25.5 6,083,371
合　　計 43,249,770 11,028,689
16 単 N023717
原子力保険又は地
震保険に係る異常
危険準備金
積立額のう
ち損金算入
額
１ 40,727,600 25.5 10,385,538
17 連 L035930
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ４ 10,053,842 10,053,842
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17 連 L035930
国際戦略総合特別
区域において機械
等を取得した場合
の法人税額の特別
控除
税額控除額 ３ 19,119 19,119
合　　計 10,072,961 10,072,961
18 単 Y001293
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ５ 9,732,001 9,732,001
支援事業所取引金
額が増加した場合
の三年以内取得資
産の割増償却
特別償却限
度額
５ 15,149 25.5 3,862
合　　計 9,747,150 9,735,863
19 単 W031009
特定株式投資信託
の収益の分配に係
る受取配当等の益
金不算入等の特例
益金不算入
額
１ 37,556,494 25.5 9,576,905
20 単 H039108
特定の資産の買換
えの場合等の課税
の特例
損金算入額 １ 33,053,321 25.5 8,428,596
21 連 W013077
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ６ 7,811,400 7,811,400
国内の設備投資額
が増加した場合の
機械等に係る法人
税額の特別控除
税額控除額 １ 509,319 509,319
特別償却不足額が
ある場合の償却限
度額の計算の特例
特別償却不
足額
４ 165 25.5 42
合　　計 8,320,884 8,320,761
22 単 T017851
探鉱準備金又は海
外探鉱準備金
積立額のう
ち損金算入
額
２ 9,210,030 25.5 2,348,557
新鉱床探鉱費又は
海外新鉱床探鉱費
の特別控除
損金算入額 １ 8,983,236 25.5 2,290,725
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22 単 T017851
国内の設備投資額
が増加した場合の
機械等の特別償却
特別償却限
度額
１ 13,048,896 25.5 3,327,468
合　　計 31,242,162 7,966,750
23 連 G008394
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ７ 5,768,481 5,768,481
国内の設備投資額
が増加した場合の
機械等に係る法人
税額の特別控除
税額控除額 ３ 267,404 267,404
雇用者給与等支給
額が増加した場合
の法人税額の特別
控除
税額控除額 ２ 700,558 700,558
特定地域における
工業用機械等の特
別償却
特別償却限
度額
６ 8,435 25.5 2,150
障害者を雇用する
場合の機械等の割
増償却
特別償却限
度額
１ 1,663,525 25.5 424,198
合　　計 8,408,403 7,162,791
24 単 F038144
収用等に伴い代替
資産を取得した場
合等の課税の特例
損金算入額 ２ 9,952,232 25.5 2,537,819
換地処分等に伴い
資産を取得した場
合の課税の特例
損金算入額 ２ 16,473,076 25.5 4,200,634
合　　計 26,425,308 6,738,453
25 単 G039525
平成21年および平
成22年に土地等の
先行取得をした場
合の課税の特例
損金算入額 ５ 2,590,717 25.5 660,632
投資法人に係る課
税の特例
損金算入額 １ 23,627,648 25.5 6,025,050
合　　計 26,218,365 6,685,682
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26 単 X003231
保険会社等の異常
危険準備金
積立額のう
ち損金算入
額
４ 11,386,863 25.5 2,903,650
原子力保険又は地
震保険に係る異常
危険準備金
積立額のう
ち損金算入
額
４ 1,001,042 25.5 255,265
損害保険会社の受
取配当等の益金不
算入等の特例
特別利子の
額
３ 13,075,212 25.5 3,334,179
合　　計 25,463,117 6,493,094
27 単 N016822
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ６ 6,343,170 6,343,170
国際戦略総合特別
区域において機械
等を取得した場合
の法人税額の特別
控除
税額控除額 ９ 58,995 58,995
合　　計 6,402,165 6,402,165
28 単 Z011032
試験研究費の総額
に係る税額控除
税額控除額 ８ 5,140,800 5,140,800
繰越税額控除限度
超過額に係る税額
控除
税額控除額 ７ 396,696 396,696
試験研究費の増加
額に係る税額控除
税額控除額 ３ 489,091 489,091
合　　計 6,026,587 6,026,587
29 単 N017196
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ８ 5,900,807 5,900,807
30 単 Z040406
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ９ 5,808,381 5,808,381
沖縄の情報通信産
業振興地域におい
て工業用機械等を
取得した場合の法
人税額の特別控除
税額控除額 ４ 33,445 33,445
合　　計 5,841,826 5,841,826
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31 単 L033967
保険会社等の異常
危険準備金
積立額のう
ち損金算入
額
５ 9,071,212 25.5 2,313,159
原子力保険又は地
震保険に係る異常
危険準備金
積立額のう
ち損金算入
額
５ 851,884 25.5 217,230
損害保険会社の受
取配当等の益金不
算入等の特例
特別利子の
額
４ 12,911,043 25.5 3,292,315
合　　計 22,834,139 5,822,704
32 連 J023038
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ９ 5,481,332 5,481,332
国内の設備投資額
が増加した場合の
機械等に係る法人
税額の特別控除
税額控除額 ６ 140,363 140,363
特定災害防止準備
金
積立額のう
ち損金算入
額
８ 1,880 25.5 479
合　　計 5,623,575 5,622,174
33 単 P031425
海外投資等損失準
備金
積立額のう
ち損金算入
額
１ 4,925,231 25.5 1,255,933
探鉱準備金又は海
外探鉱準備金
積立額のう
ち損金算入
額
１ 16,900,000 25.5 4,309,500
合　　計 21,825,231 5,565,433
34 連 N005479
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 ８ 5,541,946 5,541,946
35 単 A033498
協同組合等・中小
企業等の貸倒引当
金の特例
繰入限度額 １ 21,313,307 25.5 5,434,893
36 連 J017272
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 10 5,235,783 5,235,783
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36 連 J017272
支援事業所取引金
額が増加した場合
の三年以内取得資
産の割増償却
特別償却限
度額
１ 15,834 25.5 4,037
合　　計 5,251,617 5,239,820
37 単 C028962
試験研究費の総額
に係る税額控除
税額控除額 ９ 4,284,246 4,284,246
雇用者給与等支給
額が増加した場合
の法人税額の特別
控除
税額控除額 ３ 769,819 769,819
合　　計 5,054,065 5,054,065
38 単 C022556
使用済燃料再処理
準備金
積立額のう
ち損金算入
額
２ 19,043,406 25.5 4,856,068
39 単 K016595
海外投資等損失準
備金
積立額のう
ち損金算入
額
２ 1,890,410 25.5 482,054
探鉱準備金又は海
外探鉱準備金
積立額のう
ち損金算入
額
４ 8,291,418 25.5 2,114,311
新鉱床探鉱費又は
海外新鉱床探鉱費
の特別控除
損金算入額 ２ 8,097,628 25.5 2,064,895
合　　計 18,279,456 4,661,260
40 単 L015387
投資法人に係る課
税の特例
損金算入額 ２ 18,199,696 25.5 4,640,922
41 単 B035900
試験研究を行った
場合の税額控除
税額控除額 10 4,561,156 4,561,156
42 単 S013244
投資法人に係る課
税の特例
損金算入額 ３ 17,678,944 25.5 4,508,130
43 連 S010047
船舶の特別償却
特別償却限
度額
１ 1,294,207 25.5 330,022
海外投資等損失準
備金
積立額のう
ち損金算入
額
１ 2,404,677 25.5 613,192
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43 連 S010047
金属鉱業等鉱害防
止準備金
積立額のう
ち損金算入
額
３ 112 25.5 28
特定船舶に係る特
別修繕準備金
積立額のう
ち損金算入
額
３ 52,100 25.5 13,285
探鉱準備金又は海
外探鉱準備金
積立額のう
ち損金算入
額
１ 134,000 25.5 34,170
新鉱床探鉱費又は
海外新鉱床探鉱費
の特別控除
損金算入額 １ 134,000 25.5 34,170
収用等に伴い代替
資産を取得した場
合等の課税の特例
損金算入額 ８ 378,958 25.5 96,634
特定住宅地造成事
業等のために土地
等を譲渡した場合
の所得の特別控除
損金算入額 １ 15,000 25.5 3,825
特定の資産の買換
えの場合等の課税
の特例
損金算入額 ２ 13,106,542 25.5 3,342,168
合　　計 17,519,596 4,467,494
44 連 K022572
試験研究費の総額
に係る税額控除
税額控除額 10 4,095,203 4,095,203
45 単 C026505
対外船舶運航事業
を営む法人の日本
船舶による収入金
額の課税の特例
損金算入額 １ 15,823,685 25.5 4,035,039
46 単 D024807
対外船舶運航事業
を営む法人の日本
船舶による収入金
額の課税の特例
損金算入額 ２ 15,548,814 25.5 3,964,947
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46 単 D024807
次世代育成支援対
策に係る基準適合
認定を受けた場合
の建物等の割増償
却
特別償却限
度額
８ 11,720 25.5 2,988
合　　計 15,560,534 3,967,935
47 単 A007599
使用済燃料再処理
準備金
積立額のう
ち損金算入
額
３ 11,497,273 25.5 2,931,804
収用等に伴い代替
資産を取得した場
合等の課税の特例
損金算入額 ７ 3,033,607 25.5 773,569
合　　計 14,530,880 3,705,373
48 単 V038850
国内の設備投資額
が増加した場合の
機械等に係る法人
税額の特別控除
税額控除額 １ 2,943,387 2,943,387
海外投資等損失準
備金
積立額のう
ち損金算入
額
３ 1,459,350 25.5 372,134
合　　計 4,402,737 3,315,521
49 単 Y002720
特定目的会社に係
る課税の特例
損金算入額 １ 12,980,437 25.5 3,310,011
50 単 A023712
特定目的会社に係
る課税の特例
損金算入額 ２ 12,943,380 25.5 3,300,561
51 単 K030267
平成21年および平
成22年に土地等の
先行取得をした場
合の課税の特例
損金算入額 ２ 5,433,198 25.5 1,385,465
特定の基金に対す
る負担金等の損金
算入の特例
損金算入額 １ 7,449,091 25.5 1,899,518
合　　計 12,882,289 3,284,983
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52 連 T039223
エネルギー環境負
荷低減推進設備等
を取得した場合の
特別償却
特別償却限
度額
１ 12,210,818 25.5 3,113,758
平成21年および平
成22年に土地等の
先行取得をした場
合の課税の特例
損金算入額 ５ 43,836 25.5 11,178
認定特定非営利活
動法人のみなし寄
附金の損金算入の
特例
みなし寄附
金額
１ 102,700 25.5 26,188
認定特定非営利活
動法人等に対する
寄附金の損金算入
の特例
寄附金額 １ 102,700 25.5 26,188
合　　計 12,460,054 3,177,312
53 単 N040077
協同組合等・中小
企業等の貸倒引当
金の特例
繰入限度額 ２ 12,417,623 25.5 3,166,493
54 連 B018995
特定地域における
工業用機械等の特
別償却
特別償却限
度額
８ 3,132 25.5 798
医療用機器等の特
別償却
特別償却限
度額
２ 12,844 25.5 3,275
収用等に伴い代替
資産を取得した場
合等の課税の特例
損金算入額 ６ 527,910 25.5 134,617
特定の資産の買換
えの場合等の課税
の特例
損金算入額 ３ 11,577,733 25.5 2,952,321
合　　計 12,121,619 3,091,011
55 単 J036713
投資法人に係る課
税の特例
損金算入額 ４ 11,328,013 25.5 2,888,643
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56 連 I013255
エネルギー環境負
荷低減推進設備等
を取得した場合の
特別償却
特別償却限
度額
２ 11,278,601 25.5 2,876,043
57 単 V037420
特定目的会社に係
る課税の特例
損金算入額 ３ 11,089,417 25.5 2,827,801
58 単 Y024254
特定の資産の買換
えの場合等の課税
の特例
損金算入額 ２ 10,449,337 25.5 2,664,580
59 単 T012706
換地処分等に伴い
資産を取得した場
合の課税の特例
損金算入額 ３ 10,258,960 25.5 2,616,034
60 単 G003472
投資法人に係る課
税の特例
損金算入額 ５ 10,143,965 25.5 2,586,711
61 連 H003032
倉庫用建物等の割
増償却
特別償却限
度額
２ 1,058 25.5 269
換地処分等に伴い
資産を取得した場
合の課税の特例
損金算入額 ８ 42,863 25.5 10,930
特定の資産の買換
えの場合等の課税
の特例
損金算入額 ４ 10,025,649 25.5 2,556,540
合　　計 10,069,570 2,567,739
62 単 V033158
投資法人に係る課
税の特例
損金算入額 ６ 9,930,119 25.5 2,532,180
63 単 M032174
エネルギー環境負
荷低減推進設備等
を取得した場合の
特別償却
特別償却限
度額
１ 9,928,369 25.5 2,531,734
64 単 C038383
特定目的会社に係
る課税の特例
損金算入額 ４ 9,707,965 25.5 2,475,531
65 単 Q027059
特定目的会社に係
る課税の特例
損金算入額 ５ 9,663,750 25.5 2,464,256
66 単 M015389
特定の資産の買換
えの場合等の課税
の特例
損金算入額 ４ 8,908,193 25.5 2,271,589
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66 単 M015389
特定再開発建築物
等の割増償却
特別償却限
度額
３ 605,097 25.5 154,299
合　　計 9,513,290 2,425,888
67 連 P033490
試験研究費の増加
額に係る税額控除
税額控除額 ７ 488,483 488,483
収用等に伴い代替
資産を取得した場
合等の課税の特例
損金算入額 ２ 7,537,055 25.5 1,921,949
合　　計 8,025,538 2,410,432
68 単 C022243
特定船舶に係る特
別修繕準備金
積立額のう
ち損金算入
額
１ 426,978 25.5 108,879
対外船舶運航事業
を営む法人の日本
船舶による収入金
額の課税の特例
損金算入額 ３ 9,015,096 25.5 2,298,849
合　　計 9,442,074 2,407,728
69 単 E024487
保険会社等の異常
危険準備金
積立額のう
ち損金算入
額
７ 3,428,896 25.5 874,368
原子力保険又は地
震保険に係る異常
危険準備金
積立額のう
ち損金算入
額
６ 362,178 25.5 92,355
損害保険会社の受
取配当等の益金不
算入等の特例
特別利子の
額
５ 5,599,336 25.5 1,427,830
合　　計 9,390,410 2,394,553
70 単 D006109
特定の資産の買換
えの場合等の課税
の特例
損金算入額 ３ 9,365,169 25.5 2,388,118
71 単 C011012
換地処分等に伴い
資産を取得した場
合の課税の特例
損金算入額 ４ 9,335,388 25.5 2,380,523
72 単 C005039
投資法人に係る課
税の特例
損金算入額 ７ 9,214,936 25.5 2,349,808
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73 単 I016080
試験研究費の増加
額に係る税額控除
税額控除額 ８ 307,213 307,213
国際戦略総合特別
区域において機械
等を取得した場合
の法人税額の特別
控除
税額控除額 ２ 396,995 396,995
特定の資産の買換
えの場合等の課税
の特例
損金算入額 ７ 6,360,886 25.5 1,622,025
合　　計 7,065,094 2,326,233
74 連 H022770
中小企業技術基盤
強化税制
税額控除額 １ 2,240,950 2,240,950
エネルギー環境負
荷低減推進設備等
を取得した場合の
法人税額の特別控
除
税額控除額 ２ 3,917 3,917
中小連結法人が機
械等を取得した場
合の特別償却
特別償却限
度額
６ 191,506 25.5 48,834
中小連結法人等の
少額減価償却資産
の取得価額の損金
算入の特例
損金算入額 ３ 2,999 25.5 764
合　　計 2,439,372 2,294,465
75 単 Y033173
投資法人に係る課
税の特例
損金算入額 ８ 8,864,372 25.5 2,260,414
76 単 O027788
協同組合等・中小
企業等の貸倒引当
金の特例
繰入限度額 ３ 8,682,297 25.5 2,213,985
77 単 D019204
国内の設備投資額
が増加した場合の
機械等に係る法人
税額の特別控除
税額控除額 ２ 2,009,842 2,009,842
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77 単 D019204
海外投資等損失準
備金
積立額のう
ち損金算入
額
４ 601,777 25.5 153,453
合　　計 2,611,619 2,163,295
78 単 U008626
国内の設備投資額
が増加した場合の
機械等に係る法人
税額の特別控除
税額控除額 ７ 357,112 357,112
金属鉱業等鉱害防
止準備金
積立額のう
ち損金算入
額
１ 1,664 25.5 424
探鉱準備金又は海
外探鉱準備金
積立額のう
ち損金算入
額
６ 3,309,501 25.5 843,922
新鉱床探鉱費又は
海外新鉱床探鉱費
の特別控除
損金算入額 ３ 3,745,985 25.5 955,226
合　　計 7,414,262 2,156,684
79 単 N027536
特定の資産の買換
えの場合等の課税
の特例
損金算入額 ５ 8,456,094 25.5 2,156,303
80 単 F033164
探鉱準備金又は海
外探鉱準備金
積立額のう
ち損金算入
額
３ 8,357,408 25.5 2,131,139
81 連 G003721
特定再開発建築物
等の割増償却
特別償却限
度額
２ 24,258 25.5 6,185
倉庫用建物等の割
増償却
特別償却限
度額
1 11,550 25.5 2,945
特定災害防止準備
金
積立額のう
ち損金算入
額
６ 9,695 25.5 2,472
収用等に伴い代替
資産を取得した場
合等の課税の特例
損金算入額 １ 8,247,610 25.5 2,103,140
合　　計 8,293,113 2,114,742
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82 単 W030061
平成21年および平
成22年に土地等の
先行取得をした場
合の課税の特例
損金算入額 １ 8,237,388 25.5 2,100,533
83 単 P031937
エネルギー環境負
荷低減推進設備等
を取得した場合の
特別償却
特別償却限
度額
２ 8,231,148 25.5 2,098,942
84 単 U013709
特定目的会社に係
る課税の特例
損金算入額 ６ 8,198,881 25.5 2,090,714
85 単 Y038026
特定目的会社に係
る課税の特例
損金算入額 ７ 8,147,724 25.5 2,077,669
86 単 G022477
特別償却不足額が
ある場合の償却限
度額の計算の特例
特別償却不
足額
１ 8,096,548 25.5 2,064,619
87 単 U009165
投資法人に係る課
税の特例
損金算入額 ９ 8,019,480 25.5 2,044,967
88 単 E032735
収用等に伴い代替
資産を取得した場
合等の課税の特例
損金算入額 ３ 7,883,066 25.5 2,010,181
（注）　１．「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」の内容においては，
法人税関係租税特別措置による政策減税の個別措置ごとの上位10社の適用額
が公表されており，政策減税の高額適用法人の適用額を知ることができる。
そこで，高額な租税特別措置適用法人の適用額および減税相当額を分析して
いる。
　　　２．本表は，政策減税の個別措置ごとの上位10社の適用額を，同一法人コード
ごとに集計し，「減税相当額」の合計額の多い順に配列している。
　　　３．「順位」は，租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書に記載され
ている「法人税関係租税特別措置高額適用額」の第１順位から第10順位まで
の順位である。
　　　４．減税相当額への換算　〔表３〕を参照。

